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第１章 基本方針策定の趣旨 

 

１ 方針策定の目的及び趣旨 

(1) 環境教育の必要性 
私たちは，地球を構成する一員として誕生し，自然環境の十分な恩恵を享受しながら，今日

の快適な社会経済生活を築いてきました。一方で私たちは，急速な経済発展を成し遂げ，利便

性・効率性を追求する余り，自然環境に大きな影響を及ぼしてきたことを認識し，理解する必

要があります。 
今，私たちは，地球温暖化，廃棄物の増加，自然環境の悪化等の環境問題に直面しています。

限りある資源から作られた様々なモノやエネルギー源を大切にしていかなければ，環境のもた

らす恵みを永続的に享受できるものではありません。また，絶滅のおそれのある生物の保護に

心を配らない，動物を虐待する等，人間以外の生物のいのちを軽視するような出来事や，人と

人との関わりの中でもいのちの尊重に欠けていると思われる事件が発生しています。生物多様

性の観点を通じ，いのちを大切にする心を社会全体で育んでいくことも必要となっています。 
 こうした問題に対して，私たちは日々の生活の中で，環境を理解し，意識を変革し，環境を

守り，より良くするための行動を実践していく必要があります。また，「低炭素社会の形成」，

「循環型社会の形成」，「自然共生社会の形成」及び「安全で良好な生活環境の確保」を進めて

いくには，県民，学校，民間団体，事業者，行政など様々な主体が連携し，協働で取り組むこ

とも求められます。そのためには，環境問題を考え，理解し，解決する能力を身につけた人材

の育成に努め，環境保全活動の基盤を整備し，環境教育の普及・啓発に積極的に取り組んでい

かなければならないのです。 
 
(2) 方針策定の趣旨・背景 

 平成３年３月に策定した宮城県環境教育基本方針（以下「旧方針」という。）は，平成１８年

３月に改定し，これまで「人づくり」，「場づくり」及び「仕組みづくり」をキーワードとして

各種環境教育施策を展開してきましたが，改定後の１０年の間には，様々な出来事や変化があ

りました。 
平成２３年３月１１日，これまで経験し

たことのない大震災（東日本大震災）が東

北地方を襲いました。これに伴い停電や燃

料油不足に陥ったほか，太平洋側の多くの

発電所が停止又は電力不足となり，エネル

ギーの重要性を痛感しました。また，これ

によりエネルギー使用の抑制を余儀なくさ

れたほか，国においては再生可能エネルギ
 

図１ H23.3.11の石巻（日和山より） 
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ーの導入支援制度が導入されました。 
さらに，地震・津波による動植物への直接的な影響に加え，復興事業に伴うエネルギー消費

量の増加や沿岸部生態系への影響のほか，原子力発電所事故由来の放射性物質が付着した廃棄

物等への対策が大きな課題となっています。 
こうした東日本大震災の被害は，人々の間に自然環境や環境問題に対しても，大きな価値観

や意識の変化を与えました。 
県では，平成２８年３月，宮城県環境基本条例（平成７年３月１７日宮城県条例第１６号）

第９条に基づき，「良好な環境の保全及び創造に関する総合的かつ長期的な目標並びに県の施策

の大綱を定める計画」として「宮城県環境基本計画」を期間満了に伴い新たに策定し，東日本

大震災からの復興のための重点的な取組等を盛り込むとともに，環境教育基本方針の見直しに

ついても位置づけました。 
国では，平成１９年に政府が閣議決定した「２１世紀環境立国戦略」において，持続可能な

社会の実現に向けた重点戦略の一つとして，「環境を感じ，考え，行動する人づくり」を掲げて

おり，それを具体化するために「２１世紀環境教育プラン～いつでも（Anytime），どこでも

（Anywhere），誰でも（Anyone）環境教育 AAA（トリプルエー）プラン」が策定され，子ど

もから大人までのあらゆる年齢層に対し，家庭，学校，地域等のあらゆる場において，生涯に

わたって質の高い環境教育・環境学習の機会を提供していくことが示されました。また，平成

１５年７月に制定された「環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の推進に関する法律」

の改正法である「環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律（平成１５年７月２５

日法律第１３０号。以下「環境教育等促進法」という。）が，平成２３年６月に公布され，翌年

１０月から完全施行されました。環境教育等促進法では，法律名称が変更されたほか環境保全

活動や環境教育の一層の推進と幅広い実践的人材づくり・活用を進めていくため，基本理念が

充実されるとともに，「地方自治体による推進の枠組みの具体化」，「学校教育における環境教育

の充実」，「環境教育等の基盤強化」，「環境行政への民間団体の参加及び協働取組の推進」等が
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 また，本方針は，宮城県環境基本条例第１８条に規定する「環境教育の振興等」を踏まえて

実施されるものであるほか，宮城県環境基本計画で示されている低炭素社会の形成，循環型社

会の形成など将来像を実現するための政策を推進する上ですべての基盤となる環境教育推進施

策についての個別計画として位置付けるものです。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

図２ 宮城県環境教育基本方針の位置付け 
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野
別
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第２章 将来像と計画期間 

                       

１ 将来像 

 本方針の将来像を以下のように設定します。これは，行動計画として最終年度に向けた目標

であるとともに，その先も引き続き目指す中長期的な将来像です。 
 
持続可能な社会の実現に向けてすべての主体が行動する地域社会 

 

環境教育等促進法第１条では，「持続可能な社会」とは「健全で恵み豊かな環境を維持しつつ，

環境への負荷の少ない健全な経済の発展を図りながら持続的に発展することができる社会」と

規定しています。また，宮城県環境基本計画では，環境の将来像の一つとして「持続可能な社

会の実現に向けてすべての主体が行動する地域社会」を掲げています。 
この将来像を，本方針の将来像として掲げ，環境教育を通じて，県民，学校，民間団体，事

業者，行政など様々な主体が，本県特有の恵み豊かな自然環境が私たちの生活の基礎になって

いることを認識するとともに，持続可能な社会の実現のためには，日常生活や事業活動によっ

て生じる環境への負荷を抑制することが不可欠であることを理解し，再生可能エネルギーの導

入，省エネルギー，省資源，自然環境への配慮などに自ら取り組み，行動する地域社会の形成

を目指すこととします。 
  
２ 環境教育の基本理念 

 環境教育の推進に当たっては，この方針の原則となる基本理念を定めることとします。 
 

(1) 環境問題を自らの問題として捉え，人間と環境との関わりを学ぶこと。 

・私たちの日常生活や社会経済活動そのものが環境問題を引き起こしているという認識を深め，

これらが環境に与える影響について，科学的及び実証的視点から学ぶことが重要であるという

こと。 
・自然を守る意義や自然が引き起こす災害への対応を学ぶことも環境教育の重要な役割である

ということ。 
・人間としての基礎的なニーズの充足を重視し，他方で浪費を退けるような新しい発展の道を

実践し，世界全体で社会経済の持続性を高めていこうとする考え方が，環境教育上も重要であ

るということ。 
 

(2) 環境がもたらす恵みといのちを大切に思う心を育むこと。 

多様な生物によってもたらされる恵み豊かな環境が人間の生存基盤として必要不可欠であり，

物質的・精神的・学術的にも価値があるものとして大切に思うとともに，これらのいのちを尊

 

 また，本方針は，宮城県環境基本条例第１８条に規定する「環境教育の振興等」を踏まえて

実施されるものであるほか，宮城県環境基本計画で示されている低炭素社会の形成，循環型社

会の形成など将来像を実現するための政策を推進する上ですべての基盤となる環境教育推進施

策についての個別計画として位置付けるものです。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

図２ 宮城県環境教育基本方針の位置付け 



－　　－5 

第２章 将来像と計画期間 
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ぶ気持ちを育むことが重要であるということ。 
 

(3) 自発的な環境保全活動を通じ，地域環境ひいては地球環境をより良いものにしていくこと。 

環境教育は，一人一人の自発的な意思から具体的な環境保全活動を実行に移すことが重要で

あり，それがひいては地域環境のみならず地球環境をも保全していく原動力になるということ。 
 

(4) 多様な主体の連携・協働の下，環境のもたらす恵みを将来世代へ引き継いでいくこと。 

「持続可能な社会」を実現するため，県民，民間団体，行政等の多様な主体が適切な役割分

担を果たしながら，相互に連携・協働の下，将来にわたって環境を保全し，環境のもたらす恵

みを将来世代にまで引き継いでいこうという長期的視点が重要であるということ。 
 
３ 国の方針で掲げる環境保全のために求められる人間像，環境教育がはぐくむべき能力等 

 平成２４年６月２６日に閣議決定された「環境保全活動，環境保全の意欲の増進及び環境教

育並びに協働取組の推進に関する基本的な方針」（以下「国の方針」という。）では，「環境保全

のために求められる人間像」，「環境教育がはぐくむべき能力」及び「環境教育に求められる要

素」を掲げており，県が環境教育を推進していく上でも，これらの考え方を踏まえて取り組ん

でいく必要があります。 
 

(1) 環境保全のために求められる人間像の例 

・知識の習得にとどまらず，自ら考え，公正に判断し，主体的に行動し，成果を導き出すこと

のできる人間 
・知識を得て理解した内容を他者に伝えることのできる人間 
・他者と議論し，合意形成することのできる人間 
・「人と自然」，「人と人」及び「人と社会」のつながりやきずなを想像し，理解することのでき

る人間 
・他者の痛みに共感し，共に働き，汗を流すとともに，協働することのできる人間 
・理想とする社会像を自ら描き，それぞれの立場と役割で社会づくりを担っていくことのでき

る人間 
・既成概念にとらわれず，新しい価値を創り出すことのできる人間 
 

(2) 環境教育がはぐくむべき能力 

ア  未来を創る能力 
・社会経済の動向やその仕組みを横断的・包括的に見る力 
・課題に気付き，想像し，推論する力 
・課題を客観的・論理的に考え，合理的な判断や選択ができる力 
・情報を収集し，分析する力 
・課題解決のための計画を立てる力 
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・他者に共感し，意思疎通する力 
・多様な視点や考え方を受容する力 
・他者に働き掛け，共通理解を求め，協力して行動する力 
・地域を創り，育てる力，新しい価値を生み出す力    等 

イ 環境保全のための力 
 ・地球規模及び身近な環境の変化に気付く力 
・資源の有限性や自然環境の不可逆性を理解する力 
・環境配慮行動をするための知識や技能 
・環境保全のために行動する力             等 

 

(3) 環境教育に求められる要素 

・豊かな環境とその恵みを大切に思う心をはぐくむこと。 
・いのちの大切さを学ぶこと。 
・対話により，気付きを「引き出す」こと。 
・人間と環境との関わり，環境に関連する人間と人間との関わり，その両方を学ぶこと。 
・環境に関わる問題を科学的に捉え，客観的かつ公平な態度や判断力を養うこと。 
・社会活動や企業活動が自然環境に及ぼす影響等を多面的に学ぶこと。 
・自然体験，社会体験，生活体験等実体験を通じた様々な経験をする機会を設けること。 
・地域を教材とし，より実践的に学ぶこと。 
 

４ 環境教育等促進法に基づく行動計画としての計画期間 

 本方針は，環境教育等促進法第８条第１項に基づいて宮城県の行動計画として位置づけること

とし，その計画期間は１０年間とします。 
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第３章 現状と課題  

          

１ 人材育成・活用に係る現状と課題 

・学校教育現場における環境教育に特化した教職員向け研修プログラムは，平成１９年度まで

ありましたが，現在，整備されていない状況となっています。 
 
・学校教育現場における外部人材の活用については，学校のニーズに応えられるテーマ設定と，

年齢に応じて分かりやすく教えることのできる技能を有する講師陣の確保が求められています。

しかし，そうした講師人材が必ずしも十分に確保されていません。 
 
・環境のもたらす恵みやいのちを大切にする心を育んでいくためには，幼児期からの環境教育

を推進していくことが重要であり，保育士や幼稚園教諭等が環境教育の指導者として育つ必要

があります。しかし，保育士や幼稚園教諭に対する環境教育の研修等の取組は行われていませ

ん。 
 
・環境関連団体で特定分野に特化した活動をしている人材に対しては，それぞれの分野での更

なる専門的知識，技能の習得に向けた機会の充実はもとより，幅広い視野，ネットワークを形

成できるような研修機会等の充実が求められています。しかし，環境関連団体が相互に交流す

る機会が十分確保されていない状況となっています。 
 
・環境教育を推進するに当たって中核となる人材には，活動の場での参加者の自発的な行動を

促したり（ファシリテーター） ，調整やネットワークづくりを行える（コーディネーター）技

能が求められています。 
 
２ 環境教育施設等に関する現状と課題 

・「宮城県環境情報センター」については，旧方針において，環境教育支援の中核的施設として

位置付けており，現在，環境関連教室等のイベント開催，環境資機材の貸出しなどを行ってい

ます。しかし，「宮城

県環境情報センター」

は，東日本大震災の

影響により，一時的

に機能が停止してい

たこともあり，平成

２７年４月のリニュ

図４ たまきさんサロン 図３ 宮城県環境情報センター 
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ーアルオープン後も，学校現場をはじめとしてその認知度がまだ低い状況にあります。 
 
・「宮城県環境情報センター」に加えて，県内には，「伊豆沼・内沼サンクチュアリセンター」，

「蔵王野鳥の森自然観察センター」など県の自然観察系の環境教育施設や，仙台市の「たまき

さんサロン」，「科学館」などの市町村の環境教育施設がありますが，これらが環境教育という

視点での結びつきがない状況となっています。 
 

 
 

３ 各主体・場の取組における現状と課題 

・環境教育を推進する上で，家庭，地域，学校，職場及び行政にはそれぞれにふさわしい役割

が存在し，相互に協働・連携して取り組むことでより効果的な教育を行うことが必要です。 
 
・現在，各主体・場において優れた取組が実践されているものの，その事例が紹介される機会

が少なく，各取組についての情報共有や各主体間の連携が十分行われていません。 

設置主体 施設 

国 

国立花山青少年自然の家 
国立花山青少年自然の家 南蔵王野営場 
国立大学法人東北大学植物園 
国営みちのく湖畔公園 
国立大学法人宮城教育大学 環境教育実践研究センター 

宮

城

県 

知事部局 

環境情報センター 
宮城県伊豆沼・内沼サンクチュアリセンター 
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教育庁 

蔵王自然の家 
志津川自然の家 
松島自然の家 
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市

町
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せんだい環境学習館 たまきさんサロン 
科学館 
八木山動物公園 

石巻市 環境情報センター 
白石市 いきいきプラザ 
登米市 登米市伊豆沼・内沼サンクチュアリセンター 
大崎市 リサイクルデザイン工房 

 
表２ 県内の主な環境学習施設（環境政策課調べ） 

 

第３章 現状と課題  

          

１ 人材育成・活用に係る現状と課題 

・学校教育現場における環境教育に特化した教職員向け研修プログラムは，平成１９年度まで

ありましたが，現在，整備されていない状況となっています。 
 
・学校教育現場における外部人材の活用については，学校のニーズに応えられるテーマ設定と，

年齢に応じて分かりやすく教えることのできる技能を有する講師陣の確保が求められています。

しかし，そうした講師人材が必ずしも十分に確保されていません。 
 
・環境のもたらす恵みやいのちを大切にする心を育んでいくためには，幼児期からの環境教育

を推進していくことが重要であり，保育士や幼稚園教諭等が環境教育の指導者として育つ必要

があります。しかし，保育士や幼稚園教諭に対する環境教育の研修等の取組は行われていませ

ん。 
 
・環境関連団体で特定分野に特化した活動をしている人材に対しては，それぞれの分野での更

なる専門的知識，技能の習得に向けた機会の充実はもとより，幅広い視野，ネットワークを形

成できるような研修機会等の充実が求められています。しかし，環境関連団体が相互に交流す

る機会が十分確保されていない状況となっています。 
 
・環境教育を推進するに当たって中核となる人材には，活動の場での参加者の自発的な行動を

促したり（ファシリテーター） ，調整やネットワークづくりを行える（コーディネーター）技

能が求められています。 
 
２ 環境教育施設等に関する現状と課題 

・「宮城県環境情報センター」については，旧方針において，環境教育支援の中核的施設として

位置付けており，現在，環境関連教室等のイベント開催，環境資機材の貸出しなどを行ってい

ます。しかし，「宮城

県環境情報センター」

は，東日本大震災の

影響により，一時的

に機能が停止してい

たこともあり，平成

２７年４月のリニュ

図４ たまきさんサロン 図３ 宮城県環境情報センター 
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（県民） 

・県民は，環境問題への理解を深め，自らのライフスタイルを見直し，日常生活において環境

配慮行動に取り組むことが重要です。 
 
・県民の多様な環境課題への関心の高まりが，必ずしも具体的な行動にはつながっていません。 
 
・県民は，ルール化されていない取組や経済的メリットのない取組については，積極的に実践

しない傾向が認められます。 
 
（地域） 

・地域において，県民が環境保全活動に参加しやすい仕組みづくりを工夫し，併せて県民が環

境保全活動の必要性や関心を持つ機会・きっかけを確保することが必要です。 
 
・地域が抱える環境問題の発見とその情報発信が十分でなく，問題意識の共有が図られていま

せん。また，その問題を解決に結びつけられる人材が限られています。 
 
（学校） 

・小学校及び中学校をはじめとした教育機関には，子どもたちの発達段階に応じた環境教育を

積極的に推進することが求められています。また，大学等の教育研究機関には，持続可能な社

会づくりに向けて，諸分野にわたる研究を行うことや，各自の専門性を発揮し，小・中・高等

学校等や地域等と連携して社会をリードする人材を育成することなどが求められます。 
 
・教育・研究機関には，県民，事業者及び民間団体等が，自主的に環境学習ができるよう，資

機材やネットワーク等の基盤を整備するなど，地域の環境活動に対する支援も期待されます。 
 
・児童生徒に体験学習の機会や場を提供してくれる NPO 等の民間団体・事業者との協力体制

が十分でなく，その調整などコーディネートが図れる人材が求められています。 
 
・教育現場においては，総合的な学習の時間を中心に，環境関連のテーマが取り上げられてお

り，着実に実践されていますが，より効果的な環境教育の実践が求められます。 
 
（民間団体） 

・環境活動に取り組む民間団体は，運営基盤の弱さ，高齢化・世代交代，情報発信力の弱さな

どの問題を常に抱えており，活動を継続的に進めるのが難しい状態です。 
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（事業者） 

・事業者は，事業活動が及ぼす環境への影響を考慮し，環境負荷の低減に取り組むことが求め

られています。環境に配慮した商品又はサービスの開発又は提供をはじめ，省エネルギー機器

又は環境マネジメントシステムの導入，その一環として従業員の環境教育等を推進することも

期待されます。また，CSR の観点から，積極的に自らの取組等の情報公開を進めるともに，

地域コミュニティの一員として，民間団体や行政等との連携を図り，地域の環境活動に積極的

に協力・参加することが期待されます。 
 
・環境保全の取組に対して，コスト負担増を懸念している事業者が多いことが挙げられます。 
 
（県） 

・県には，県民，学校，民間団体，事業者及び市町村等が，自主的及び積極的に取組を実施で

きるよう，情報提供や基盤整備などの支援が求められています。特に，環境配慮行動を促進す

るための制度の整備，人材の育成及び効果的な普及啓発を行うほか，相互の調整及び連携の支

援を行うことが求められています。 
 
・関係部局課室で構成する「環境教育連絡調整会議」が，東日本大震災以降，休止状態となっ

ているなど，旧方針で掲げられた取組は十分には進んでいません。 
 
（市町村） 

・市町村は，住民に最も近い行政として，地域の住民，民間団体等への支援及び活動の促進など，

より効果的できめ細やかな支援を実施することが期待されています。また，住民，民間団体及び

事業者等との連携を図りつつ，自然条件及び社会的条件に応じた地域の環境保全を推進する役割

を担うことも期待されます。また，自らも地域の消費者・事業者として，再生可能エネルギー等

の導入や省エネルギーの取組，資源循環の取組などを率先して行うことが重要です。 
 
４ 自発的な環境保全活動の実践に向けた現状と課題 
・環境教育を「関心を高める→理解の深化→参加する態度や問題解決能力の開発」というプロ

セスを通じて「具体的な行動」につなぐためには，県民の心の中に自発的な行動意思を芽生え

させることや「具体的な行動」への「きっかけ」づくりが重要です。 
 
・県民が環境保全活動への参加をためらう原因として，情報，時間的余裕又はきっかけがない

ことが挙げられています。 
 
・環境問題解決に取り組む NPO 等の民間団体の認知や広報力が弱く，県民が環境活動に安心

して参加するきっかけを得にくい状況にあります。 
 

 

 
（県民） 

・県民は，環境問題への理解を深め，自らのライフスタイルを見直し，日常生活において環境
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・児童生徒に体験学習の機会や場を提供してくれる NPO 等の民間団体・事業者との協力体制

が十分でなく，その調整などコーディネートが図れる人材が求められています。 
 
・教育現場においては，総合的な学習の時間を中心に，環境関連のテーマが取り上げられてお

り，着実に実践されていますが，より効果的な環境教育の実践が求められます。 
 
（民間団体） 

・環境活動に取り組む民間団体は，運営基盤の弱さ，高齢化・世代交代，情報発信力の弱さな

どの問題を常に抱えており，活動を継続的に進めるのが難しい状態です。 
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５ 環境教育の多様な課題への対応 

・環境教育は，地球温暖化防止対策，再生可能エネルギー等・省エネルギー対策，廃棄物・リ

サイクル対策，自然環境保全対策，防災・減災対策等の課題解決のために必要不可欠なもので

ある一方，最近では，「国連  持続可能な開発のための教育の 10 年」等の国際的な要請を受け

た課題への対応が必要となっています。 
 
・地球温暖化防止対策については，平成２７年（２０１５年）１２月に開催された COP21（気

候変動枠組条約第 21 回締約国会議）で採択された平成３２年以降の新たな枠組みである「パ

リ協定」を踏まえ，国際的な要請に応えていく必要があり，省エネルギーをはじめとして，す

べての主体の積極的な行動が求められているほか，次代のエネルギー源として期待される水素

エネルギーの普及拡大も必要です。 
 
・循環型社会の実現に向けては，東日本大震災以降，廃棄物等の３Ｒに関する意識・取組がや

や停滞したことから，３Ｒの取組等を再始動させていくための普及啓発を行う必要があります。 
 
・自然環境保全については，生物多様性の保全と自然環境の再生を目指し，意識付けを図ると

ともに，豊かな自然環境を次世代に引き継ぐための人づくり・地域（コミュニティー）づくり

が必要です。 
 
・気仙沼市や白石市，大崎市を中心にユネスコスクールの指定を受け，ＥＳＤに取り組む学校

が増えてきており，自然保護・環境保全など身近な環境問題に着目した学習が進められている

ことから，優れた取組を実践する学校を紹介する等，これから取り組もうとする学校や団体に

対する支援が求められています。 
 
６ 環境教育プログラムの整備と体系化 

・環境教育は，一時的な知識又は技術の習得又は活用ではなく，県民の生涯にわたる生活に深

く根を下ろすことに意味があります。このため，幼児期から高齢期に至るそれぞれのライフス

テージで，自然な形で必要な知識及び習慣を身に付けられることが重要です。 
 
・環境教育プログラムの整備については，国の方針においてその体系化を念頭に置きつつ，効

果的な環境教育プログラムの研究及び開発を行うこととされていますが，現時点でその整備が

なされていません。 
 
７ 東日本大震災後の環境意識とその取組の変化 

東日本大震災後，自然災害の恐ろしさだけでなく，沿岸域の自然環境の変化や放射性物質に

よる新たな環境問題の発生などにより県民の環境に対する意識・関心・行動に変化が生じてい

ます。 
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第４章 環境教育推進の基本的な方向性 

                   

 環境教育は，単に知識の習得にとどまるものとしてではなく，環境を保全し，より良い環境

を築いていく自発的・具体的活動につなげていくものでなければなりません。また，この活動

の実践によって，活動者自身の理解が促進され，環境に配慮した生活，行動の規範の確立に寄

与するものとなります。 
 この環境保全活動は，県民が自発的・具体的に行うものですが，県は，あらゆる場面で「人

づくり」，「場づくり」，「仕組づくり」及びこれらをつなげる「連携基盤づくり」の観点で各種

施策を推進していくことによって，県民が実施する環境保全活動を支援します。 
 

 
図５ 環境教育推進の考え方 
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門講座等の充実を図ることにより，教職員の興味関心を喚起し，環境教育を実践するための知

識習得や能力の向上を図ります。あわせて，幼児期からの環境教育の推進のため，保育士や幼
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・環境教育は，一時的な知識又は技術の習得又は活用ではなく，県民の生涯にわたる生活に深

く根を下ろすことに意味があります。このため，幼児期から高齢期に至るそれぞれのライフス

テージで，自然な形で必要な知識及び習慣を身に付けられることが重要です。 
 
・環境教育プログラムの整備については，国の方針においてその体系化を念頭に置きつつ，効

果的な環境教育プログラムの研究及び開発を行うこととされていますが，現時点でその整備が

なされていません。 
 
７ 東日本大震災後の環境意識とその取組の変化 

東日本大震災後，自然災害の恐ろしさだけでなく，沿岸域の自然環境の変化や放射性物質に

よる新たな環境問題の発生などにより県民の環境に対する意識・関心・行動に変化が生じてい

ます。 

＜環境教育基本方針の目指す将来像＞
持続可能な社会の実現に向けてすべての主体が行動する地域社会

　あらゆる主体が日常生活や事業活動により生じる環境負荷を抑制することが持続可能な社会実現のために
不可欠であることを理解し，環境配慮に自ら取り組み，行動する地域社会の形成を目指す。

④民間団体等との協働促進
⑤関心から行動へと「つなぐ」
ための取組推進

⑥国際的視野での取組促進や多
様な課題への対応

⑦環境教育プログラム整備・
　体系化の推進

②環境教育施設等の充実
・「宮城県環境情報センター」の充実
・環境保全に関連する施設の活用・充実

①環境問題を自らの問題と
して捉え，人間と環境と
の関わりを学ぶこと

②環境がもたらす恵み
といのちを大切に思う
心を育むこと

③自発的な環境活動を通じ，地
域環境，ひいては地球環境を
より良いものにしていくこと

④多様な主体の連携・協働の
下，環境のもたらす恵みを将
来世代に引き継いでいくこと

環境教育の４つの基本理念

環境教育の実践

人づくり 場づくり

仕組づくり

連携基盤づくり

③各主体・場の取組の推進
・家庭に対する普及啓発・学習機会の提供
・地域に対する普及啓発・活動支援
・学校における推進方策
・民間団体に対する活動支援
・事業者に対する環境ＥＭＳ導入等の促進
・県や市町村の役割

①人材の育成・活用
・学校教育の場における研修制度等の充実
・社会教育の場における研修機会の提供
・知識や意欲に満ちた指導者の発掘・養成
・環境行政職員の研修の充実
・各分野の人材の情報交換・研修機会
　の提供



－　　－13 

第４章 環境教育推進の基本的な方向性 

                   

 環境教育は，単に知識の習得にとどまるものとしてではなく，環境を保全し，より良い環境

を築いていく自発的・具体的活動につなげていくものでなければなりません。また，この活動

の実践によって，活動者自身の理解が促進され，環境に配慮した生活，行動の規範の確立に寄

与するものとなります。 
 この環境保全活動は，県民が自発的・具体的に行うものですが，県は，あらゆる場面で「人

づくり」，「場づくり」，「仕組づくり」及びこれらをつなげる「連携基盤づくり」の観点で各種

施策を推進していくことによって，県民が実施する環境保全活動を支援します。 
 

 
図５ 環境教育推進の考え方 

 

 

１ 人材の育成・活用 

(1) 学校教育の場では，教職員が環境とその保全に関心を持ち，率先して環境に関する知識を

習得し，「総合的な学習の時間」をはじめとした教育活動等を通じて環境教育を実践できる知識

や能力を身に付ける必要があります。このため，指導内容や指導方法等に関する研修制度や専

門講座等の充実を図ることにより，教職員の興味関心を喚起し，環境教育を実践するための知

識習得や能力の向上を図ります。あわせて，幼児期からの環境教育の推進のため，保育士や幼

 

５ 環境教育の多様な課題への対応 

・環境教育は，地球温暖化防止対策，再生可能エネルギー等・省エネルギー対策，廃棄物・リ

サイクル対策，自然環境保全対策，防災・減災対策等の課題解決のために必要不可欠なもので

ある一方，最近では，「国連  持続可能な開発のための教育の 10 年」等の国際的な要請を受け

た課題への対応が必要となっています。 
 
・地球温暖化防止対策については，平成２７年（２０１５年）１２月に開催された COP21（気

候変動枠組条約第 21 回締約国会議）で採択された平成３２年以降の新たな枠組みである「パ

リ協定」を踏まえ，国際的な要請に応えていく必要があり，省エネルギーをはじめとして，す

べての主体の積極的な行動が求められているほか，次代のエネルギー源として期待される水素

エネルギーの普及拡大も必要です。 
 
・循環型社会の実現に向けては，東日本大震災以降，廃棄物等の３Ｒに関する意識・取組がや

や停滞したことから，３Ｒの取組等を再始動させていくための普及啓発を行う必要があります。 
 
・自然環境保全については，生物多様性の保全と自然環境の再生を目指し，意識付けを図ると

ともに，豊かな自然環境を次世代に引き継ぐための人づくり・地域（コミュニティー）づくり

が必要です。 
 
・気仙沼市や白石市，大崎市を中心にユネスコスクールの指定を受け，ＥＳＤに取り組む学校

が増えてきており，自然保護・環境保全など身近な環境問題に着目した学習が進められている

ことから，優れた取組を実践する学校を紹介する等，これから取り組もうとする学校や団体に

対する支援が求められています。 
 
６ 環境教育プログラムの整備と体系化 

・環境教育は，一時的な知識又は技術の習得又は活用ではなく，県民の生涯にわたる生活に深

く根を下ろすことに意味があります。このため，幼児期から高齢期に至るそれぞれのライフス

テージで，自然な形で必要な知識及び習慣を身に付けられることが重要です。 
 
・環境教育プログラムの整備については，国の方針においてその体系化を念頭に置きつつ，効

果的な環境教育プログラムの研究及び開発を行うこととされていますが，現時点でその整備が

なされていません。 
 
７ 東日本大震災後の環境意識とその取組の変化 

東日本大震災後，自然災害の恐ろしさだけでなく，沿岸域の自然環境の変化や放射性物質に

よる新たな環境問題の発生などにより県民の環境に対する意識・関心・行動に変化が生じてい

ます。 

＜環境教育基本方針の目指す将来像＞
持続可能な社会の実現に向けてすべての主体が行動する地域社会

　あらゆる主体が日常生活や事業活動により生じる環境負荷を抑制することが持続可能な社会実現のために
不可欠であることを理解し，環境配慮に自ら取り組み，行動する地域社会の形成を目指す。

④民間団体等との協働促進
⑤関心から行動へと「つなぐ」
ための取組推進

⑥国際的視野での取組促進や多
様な課題への対応

⑦環境教育プログラム整備・
　体系化の推進

②環境教育施設等の充実
・「宮城県環境情報センター」の充実
・環境保全に関連する施設の活用・充実

①環境問題を自らの問題と
して捉え，人間と環境と
の関わりを学ぶこと

②環境がもたらす恵み
といのちを大切に思う
心を育むこと

③自発的な環境活動を通じ，地
域環境，ひいては地球環境を
より良いものにしていくこと

④多様な主体の連携・協働の
下，環境のもたらす恵みを将
来世代に引き継いでいくこと

環境教育の４つの基本理念

環境教育の実践

人づくり 場づくり

仕組づくり

連携基盤づくり

③各主体・場の取組の推進
・家庭に対する普及啓発・学習機会の提供
・地域に対する普及啓発・活動支援
・学校における推進方策
・民間団体に対する活動支援
・事業者に対する環境ＥＭＳ導入等の促進
・県や市町村の役割

①人材の育成・活用
・学校教育の場における研修制度等の充実
・社会教育の場における研修機会の提供
・知識や意欲に満ちた指導者の発掘・養成
・環境行政職員の研修の充実
・各分野の人材の情報交換・研修機会
　の提供

－　　－14 

稚園教諭等の興味関心を喚起し，環境教育を実践するための知識習得や能力の向上に向けた取

組の検討を行います。 
 
(2) 社会教育の場では，社会教育主事をはじめとする教育関係者が，環境教育を担う人材を育

成することが望まれています。今後，環境教育を担える能力形成を図っていくため，必要な研

修等の機会の提供に努めます。 
 
(3) 環境教育を効果的に推進するため，環境に関する知識が深く，環境保全に対する意欲に満

ちた指導者の養成を図ります。特に，環境教育では，地域での出前講座等実践的な学習の機会

や，従来にも増して高度な内容の学習機会が求められる傾向にあることから，こうした要請に

応える人材の育成・確保を図ります。また，実践の場での効果的な学習や様々な主体によるネ

ットワークの形成を推進するため，ファシリテーターやコーディネーターの発掘・育成を図り

ます。 
 
(4) 環境行政に携わる職員が率先して環境教育の実践を積み，中核となる人材として育つ必要

があります。このため，職員の環境教育研修を制度化することに努め，国等が行う研修，シン

ポジウム，地域での環境活動等への積極的な参加を促します。 
 
(5) 環境教育を担う人材が個々の分野に埋没することなく相互に連携して活動し，環境に関す

る知識についての理解を深め，活動の場を広げることができるよう，情報交換，研修会等の機

会の提供を図ります。また，県民の環境学習や，民間団体・企業等での自主的な研修が活発に

行われるよう，情報提供・人材の派遣等の支援を行います。 
 

２ 環境教育施設等の充実 

(1) 「宮城県環境情報センター」の充実 

環境教育を効果的に推進するため，「宮城県環境情報

センター」を環境学習の支援に関する拠点施設として

位置付け，施設とその機能の認知度向上を図るととも

に，環境関連団体・学校等と連携し有効利用が図られ

る体制整備を図ります。また，利用者の学ぶ機会を広

げるため，体験型学習機能を有する施設との連携強化

を図るとともに，環境教育関連施設との適切な役割分

担の下，拠点施設としての機能の充実を図ります。 
 

(2) 環境保全に関連する施設の活用・充実 

環境保全に関わる展示施設等のほか，省資源・省エネルギー，再生可能エネルギー，森林保

全，環境緑化等の環境保全に関連する事業を実施している各種の施設を環境教育の推進に当た

図６ 環境学習教室の様子 
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り効果的に活用するとともに，施設見学・体験学習等の教育的機能の付与及び内容の充実を図

ります。 
 
３ 各主体・場の取組の推進 
(1) 家庭における推進方策 

家庭は，未来を担う子どもたちが基礎的な生活習慣を身に付ける最も重要な場であるととも

に，省エネ行動やごみの分別，３Ｒ等，地域社会における環境配慮行動の実践の場でもありま

す。 
家庭に期待される役割は，環境に配慮した行動がとれる子どもたちを育むことで，地域から

環境配慮行動を推進することにあります。そのためにも，家庭において環境がもたらす恵みや

そこで育まれるいのちの尊さを幼児期から伝えていくことが期待されるところです。 
県は，環境配慮行動の具体例について情報提供を行う等の普及啓発を図るとともに，環境分

野での学習機会の提供を推進します。 
 

(2) 地域における推進方策 

環境問題に関心のある県民・事業者等が，地域で環境保全活動を実践できるよう，自然環境

保全，再生可能エネルギー・省エネルギー，ごみ問題，リサイクル等の環境情報，さらには地

域産業に関する情報の提供に努めるとともに，環境保全活動の具体例を提示・普及し，地域に

おける取組を促進します。 
さらに，自治会や市民グループ等の地域コミュニティや NPO 等民間団体等が自主的に開設

する学習機会に対して，講師の派遣，教材・情報の提供，広報等によって支援します。 
 

(3) 学校における推進方策 

学校における環境教育の推進については，子どもたちの発達段階に応じ，環境への理解を深

めることが重要であることから，小・中・高等学校等を通じ，環境に関わる指導内容の充実を

図ります。その方策として，各教科や総合的な学習の時間等に，身近な地域の環境や諸問題に

関連付けた環境教育を含めるほか，教科の枠を超えた横断的な学習活動を展開できるような学

習計画の作成を推進します。あわせて，自然体験をはじめとした体験活動や探求活動を重視し

た学習も推進します。 
大学等の教育研究機関において，学生等の環境活動等に関する知識・技能の向上を図る際に

は，県内大学へ県職員を講師として派遣する等，学生等に対する環境教育へのバックアップを

図ります。このほか，大学と小・中・高等学校等との連携，民間団体や企業等との連携が一層

進むよう，必要な情報提供に努めます。 
県では，これまで，平成３年度及び平成４年度に環境教育副読本を作成・改定し，県内小学

校へ環境教育の教材として提供したほか，平成１５年度に「みやぎ環境学習プログラム」，平成

１６年度に「みやぎ環境学習ナビゲータ」を作成し，それぞれ小・中学校の教職員に対し，環

境教育の手引書として提供してきました。今後，知事部局と教育委員会とが連携し，環境教育

 

稚園教諭等の興味関心を喚起し，環境教育を実践するための知識習得や能力の向上に向けた取

組の検討を行います。 
 
(2) 社会教育の場では，社会教育主事をはじめとする教育関係者が，環境教育を担う人材を育

成することが望まれています。今後，環境教育を担える能力形成を図っていくため，必要な研

修等の機会の提供に努めます。 
 
(3) 環境教育を効果的に推進するため，環境に関する知識が深く，環境保全に対する意欲に満

ちた指導者の養成を図ります。特に，環境教育では，地域での出前講座等実践的な学習の機会

や，従来にも増して高度な内容の学習機会が求められる傾向にあることから，こうした要請に

応える人材の育成・確保を図ります。また，実践の場での効果的な学習や様々な主体によるネ

ットワークの形成を推進するため，ファシリテーターやコーディネーターの発掘・育成を図り

ます。 
 
(4) 環境行政に携わる職員が率先して環境教育の実践を積み，中核となる人材として育つ必要

があります。このため，職員の環境教育研修を制度化することに努め，国等が行う研修，シン

ポジウム，地域での環境活動等への積極的な参加を促します。 
 
(5) 環境教育を担う人材が個々の分野に埋没することなく相互に連携して活動し，環境に関す

る知識についての理解を深め，活動の場を広げることができるよう，情報交換，研修会等の機

会の提供を図ります。また，県民の環境学習や，民間団体・企業等での自主的な研修が活発に

行われるよう，情報提供・人材の派遣等の支援を行います。 
 

２ 環境教育施設等の充実 

(1) 「宮城県環境情報センター」の充実 

環境教育を効果的に推進するため，「宮城県環境情報

センター」を環境学習の支援に関する拠点施設として

位置付け，施設とその機能の認知度向上を図るととも

に，環境関連団体・学校等と連携し有効利用が図られ

る体制整備を図ります。また，利用者の学ぶ機会を広

げるため，体験型学習機能を有する施設との連携強化

を図るとともに，環境教育関連施設との適切な役割分

担の下，拠点施設としての機能の充実を図ります。 
 

(2) 環境保全に関連する施設の活用・充実 

環境保全に関わる展示施設等のほか，省資源・省エネルギー，再生可能エネルギー，森林保

全，環境緑化等の環境保全に関連する事業を実施している各種の施設を環境教育の推進に当た

図６ 環境学習教室の様子 
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域産業に関する情報の提供に努めるとともに，環境保全活動の具体例を提示・普及し，地域に
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習計画の作成を推進します。あわせて，自然体験をはじめとした体験活動や探求活動を重視し

た学習も推進します。 
大学等の教育研究機関において，学生等の環境活動等に関する知識・技能の向上を図る際に

は，県内大学へ県職員を講師として派遣する等，学生等に対する環境教育へのバックアップを
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校へ環境教育の教材として提供したほか，平成１５年度に「みやぎ環境学習プログラム」，平成

１６年度に「みやぎ環境学習ナビゲータ」を作成し，それぞれ小・中学校の教職員に対し，環

境教育の手引書として提供してきました。今後，知事部局と教育委員会とが連携し，環境教育
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会の提供を図ります。また，県民の環境学習や，民間団体・企業等での自主的な研修が活発に

行われるよう，情報提供・人材の派遣等の支援を行います。 
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位置付け，施設とその機能の認知度向上を図るととも

に，環境関連団体・学校等と連携し有効利用が図られ

る体制整備を図ります。また，利用者の学ぶ機会を広

げるため，体験型学習機能を有する施設との連携強化

を図るとともに，環境教育関連施設との適切な役割分

担の下，拠点施設としての機能の充実を図ります。 
 

(2) 環境保全に関連する施設の活用・充実 

環境保全に関わる展示施設等のほか，省資源・省エネルギー，再生可能エネルギー，森林保
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の一層の充実を図るために，教育現場のニーズ等を踏まえながら，本県の環境特性を踏まえた

適切な教材の開発・提供等について，計画的に検討を行っていく必要があります。あわせて，

環境教育を効果的に推進するため，地域社会と連携した体験型学習を多く取り入れるほか，教

職員と NPO スタッフや自治体職員が共に学べる機会の充実を促進します。 
 

(4) 民間団体における推進方策 

地域の民間団体は，行政が携わりにくい身近な環境問題の解決や環境意識啓発などに取り組

んでいるものの，運営基盤が十分安定しているとは必ずしも言えません。そのため，民間団体

による活発な活動を維持できるような様々な機会・資機材の提供や支援を推進します。また，

民間団体が企画・運営する環境教育活動と小中学校などの教育機関での学習活動とが連携でき

るような支援を推進します。一方で，学校での様々な教科学習において環境教育的側面が求め

られることから，民間団体による学習活動等がカリキュラムを考慮して企画又は調整されたり，

民間団体の講師力が養えるように支援します。 

 

(5) 事業者における推進方策 

事業者における環境教育を推進するためには，まず「環境方針」を立てるなど事業者として

の態度を明文化するとともに，学習機会や環境配慮行動が研修や事業活動に組み入れられるこ

とが望まれます。グリーン購入の推進や，ISO14001 及びみちのく EMS 等の環境マネジメン

トシステムの導入促進を図ることで，動機付けを与えて，事業者の環境に配慮した取組を一層

促進します。 
 

(6) 環境教育における県や市町村の役割 

環境教育における県や市町村の主要な役割は，多様な課題に対応し，県民の学習が容易に，

かつ効果的に行われるよう地域の実情に応じた必要な情報や機会を提供するとともに，環境保

全活動の実践を促すための条件を整備する等，環境教育全般を支援することです。 
県は，知事部局と教育委員会間の密接な連携を図るとともに，お互いの役割を分担しつつ連

携・協働関係を形成しながら，継続的に環境教育を推進します。 
 

４ 民間団体等との協働促進 

 環境教育を実践している民間団体等の活動内容についての情報共有やネットワーク化等によ

り，活動範囲や機会の拡大とともに，その人材の活用を図り，協働の取組を促進します。 
 
５ 関心から行動へと「つなぐ」ための取組推進 

(1) 環境配慮意識の向上とより良い環境づくりのための行動規範を確立する 

環境に関する知識・理解を深化させたとしても，環境配慮意識に立脚した具体的行動が伴わ

なければ，環境をより良いものとすることは困難です。 
私たちの日常生活では，たばこ・ごみのポイ捨てやごみを分別しない等の例が見受けられ，
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環境配慮意識が十分に形成されているとは言えない状況にあります。 
環境配慮意識の一層の向上とより良い環境づくりのための行動規範の確立に向け，環境美化

を促進する等の仕組みづくりを推進します。 
 

(2) 県民の想いを「きっかけ」につなぐ 

環境に対する興味・関心があっても，「きっかけ」がなければ，環境保全活動にはつながりま

せん。県民が求める環境教育情報を容易に入手できる体制の整備を図り，県民の想いを環境保

全活動につなげる「きっかけ」づくりに努めます。 
 

(3) 環境保全活動の有益性を周知する 

日々の生活において環境保全活動を実践していくことは，省エネによる経費節減や環境美化

による生活環境の快適化，健康リスクの低減等，様々な有益性が認められます。こうした有益

性について，様々な媒体を通じ，的確な情報提供を県民に対して行います。特に，環境問題に

関する最新の科学技術や知識を有する東北大学環境科学研究科や宮城教育大学など県内の学術

団体との連携を図りながら，科学的理解を促します。 
 
６ 国際的視野での取組推進や多様な課題への対応 

国連は，平成１７年（２００５年）からの１０年間を「国連 持続可能な開発のための教育

（ESD）の１０年」と定めました。ESD は，それぞれの地域社会で，「持続可能な開発」の実

現が可能となるよう，様々な関係機関が連携し，社会・環境・経済・文化のそれぞれの分野で

私たちが直面している地球規模の諸課題に取り組み，その解決に向けた教育を推進していくも

のです。そして，平成１７年６月２９日に開催された国連大学／ユネスコ国際会議「グローバ

リゼーションと持続可能な未来のための教育」で，持続可能な開発への貢献を目指した地域の

拠点として世界七つの地域が認定され，「仙台広域圏 RCE（Regional Center of Expertise）」（仙

台，大崎市田尻，気仙沼，七ヶ宿及び白石の各地域）もその一つとなりました。ESD に向けた

このような取組が，今後一層広がっていくことが期待され，県としてもこれを支援します。 
 
７ 環境教育プログラム整備・体系化の推進 

地球規模の環境問題を解決するためには，国際的に協調した地域での取組が必要となります。

そのためには，県民をそうした地域での環境保全活動へ促すプログラムを提供していく必要が

あります。国の環境教育プログラムの開発・整備の状況を踏まえながら，環境保全活動の一層

の促進を図るため，環境教育に関連する情報を収集し県民へ提供するとともに，様々な世代に

対し，継続して実施できるプログラム（体系化した計画や教材）の整備に努めます。 
  

 

の一層の充実を図るために，教育現場のニーズ等を踏まえながら，本県の環境特性を踏まえた

適切な教材の開発・提供等について，計画的に検討を行っていく必要があります。あわせて，

環境教育を効果的に推進するため，地域社会と連携した体験型学習を多く取り入れるほか，教

職員と NPO スタッフや自治体職員が共に学べる機会の充実を促進します。 
 

(4) 民間団体における推進方策 

地域の民間団体は，行政が携わりにくい身近な環境問題の解決や環境意識啓発などに取り組

んでいるものの，運営基盤が十分安定しているとは必ずしも言えません。そのため，民間団体

による活発な活動を維持できるような様々な機会・資機材の提供や支援を推進します。また，

民間団体が企画・運営する環境教育活動と小中学校などの教育機関での学習活動とが連携でき

るような支援を推進します。一方で，学校での様々な教科学習において環境教育的側面が求め

られることから，民間団体による学習活動等がカリキュラムを考慮して企画又は調整されたり，

民間団体の講師力が養えるように支援します。 

 

(5) 事業者における推進方策 

事業者における環境教育を推進するためには，まず「環境方針」を立てるなど事業者として

の態度を明文化するとともに，学習機会や環境配慮行動が研修や事業活動に組み入れられるこ

とが望まれます。グリーン購入の推進や，ISO14001 及びみちのく EMS 等の環境マネジメン

トシステムの導入促進を図ることで，動機付けを与えて，事業者の環境に配慮した取組を一層

促進します。 
 

(6) 環境教育における県や市町村の役割 

環境教育における県や市町村の主要な役割は，多様な課題に対応し，県民の学習が容易に，

かつ効果的に行われるよう地域の実情に応じた必要な情報や機会を提供するとともに，環境保

全活動の実践を促すための条件を整備する等，環境教育全般を支援することです。 
県は，知事部局と教育委員会間の密接な連携を図るとともに，お互いの役割を分担しつつ連

携・協働関係を形成しながら，継続的に環境教育を推進します。 
 

４ 民間団体等との協働促進 

 環境教育を実践している民間団体等の活動内容についての情報共有やネットワーク化等によ

り，活動範囲や機会の拡大とともに，その人材の活用を図り，協働の取組を促進します。 
 
５ 関心から行動へと「つなぐ」ための取組推進 

(1) 環境配慮意識の向上とより良い環境づくりのための行動規範を確立する 

環境に関する知識・理解を深化させたとしても，環境配慮意識に立脚した具体的行動が伴わ

なければ，環境をより良いものとすることは困難です。 
私たちの日常生活では，たばこ・ごみのポイ捨てやごみを分別しない等の例が見受けられ，
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環境配慮意識が十分に形成されているとは言えない状況にあります。 
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団体との連携を図りながら，科学的理解を促します。 
 
６ 国際的視野での取組推進や多様な課題への対応 

国連は，平成１７年（２００５年）からの１０年間を「国連 持続可能な開発のための教育

（ESD）の１０年」と定めました。ESD は，それぞれの地域社会で，「持続可能な開発」の実

現が可能となるよう，様々な関係機関が連携し，社会・環境・経済・文化のそれぞれの分野で

私たちが直面している地球規模の諸課題に取り組み，その解決に向けた教育を推進していくも

のです。そして，平成１７年６月２９日に開催された国連大学／ユネスコ国際会議「グローバ

リゼーションと持続可能な未来のための教育」で，持続可能な開発への貢献を目指した地域の

拠点として世界七つの地域が認定され，「仙台広域圏 RCE（Regional Center of Expertise）」（仙

台，大崎市田尻，気仙沼，七ヶ宿及び白石の各地域）もその一つとなりました。ESD に向けた

このような取組が，今後一層広がっていくことが期待され，県としてもこれを支援します。 
 
７ 環境教育プログラム整備・体系化の推進 

地球規模の環境問題を解決するためには，国際的に協調した地域での取組が必要となります。

そのためには，県民をそうした地域での環境保全活動へ促すプログラムを提供していく必要が

あります。国の環境教育プログラムの開発・整備の状況を踏まえながら，環境保全活動の一層

の促進を図るため，環境教育に関連する情報を収集し県民へ提供するとともに，様々な世代に

対し，継続して実施できるプログラム（体系化した計画や教材）の整備に努めます。 
  

 

の一層の充実を図るために，教育現場のニーズ等を踏まえながら，本県の環境特性を踏まえた

適切な教材の開発・提供等について，計画的に検討を行っていく必要があります。あわせて，

環境教育を効果的に推進するため，地域社会と連携した体験型学習を多く取り入れるほか，教

職員と NPO スタッフや自治体職員が共に学べる機会の充実を促進します。 
 

(4) 民間団体における推進方策 

地域の民間団体は，行政が携わりにくい身近な環境問題の解決や環境意識啓発などに取り組

んでいるものの，運営基盤が十分安定しているとは必ずしも言えません。そのため，民間団体

による活発な活動を維持できるような様々な機会・資機材の提供や支援を推進します。また，

民間団体が企画・運営する環境教育活動と小中学校などの教育機関での学習活動とが連携でき

るような支援を推進します。一方で，学校での様々な教科学習において環境教育的側面が求め

られることから，民間団体による学習活動等がカリキュラムを考慮して企画又は調整されたり，

民間団体の講師力が養えるように支援します。 

 

(5) 事業者における推進方策 

事業者における環境教育を推進するためには，まず「環境方針」を立てるなど事業者として

の態度を明文化するとともに，学習機会や環境配慮行動が研修や事業活動に組み入れられるこ

とが望まれます。グリーン購入の推進や，ISO14001 及びみちのく EMS 等の環境マネジメン

トシステムの導入促進を図ることで，動機付けを与えて，事業者の環境に配慮した取組を一層

促進します。 
 

(6) 環境教育における県や市町村の役割 

環境教育における県や市町村の主要な役割は，多様な課題に対応し，県民の学習が容易に，

かつ効果的に行われるよう地域の実情に応じた必要な情報や機会を提供するとともに，環境保

全活動の実践を促すための条件を整備する等，環境教育全般を支援することです。 
県は，知事部局と教育委員会間の密接な連携を図るとともに，お互いの役割を分担しつつ連

携・協働関係を形成しながら，継続的に環境教育を推進します。 
 

４ 民間団体等との協働促進 

 環境教育を実践している民間団体等の活動内容についての情報共有やネットワーク化等によ

り，活動範囲や機会の拡大とともに，その人材の活用を図り，協働の取組を促進します。 
 
５ 関心から行動へと「つなぐ」ための取組推進 

(1) 環境配慮意識の向上とより良い環境づくりのための行動規範を確立する 

環境に関する知識・理解を深化させたとしても，環境配慮意識に立脚した具体的行動が伴わ

なければ，環境をより良いものとすることは困難です。 
私たちの日常生活では，たばこ・ごみのポイ捨てやごみを分別しない等の例が見受けられ，

－　　－18 

第５章 推進施策  

                            

１ 中核人材の発掘と育成 

・知事部局と教育委員会が連携し，自治体や学校の新任職員研修制度や定例的に行われる研修

制度に環境教育を積極的に導入するよう働き掛け，環境教育を推進する上で，地域の核となる

人材育成を推進します。               
 
・環境教育を実践する教職員を対象とした研修会を実施し，実践に必要となる情報の提供や手

法の学習，実践事例を踏まえたワークショップ等の機会を提供します。 
 
・県民の多様化・高度化する環境教育ニーズに対応できる人材育成のため，環境教育リーダー

や宮城県地球温暖化防止活動推進員等を対象とした研修を充実・強化します。              
 
・環境分野で活躍する個人・NPO 等民間団体等の情報把握に努め，環境教育推進の中核とな

る人材を発掘するとともに，これらの人々に対し，ファシリテーターやコーディネーターの役

割を担える能力の開発を促進するため，様々な主体を対象とする研修会・ワークショップ等の

機会を提供します。 
 
２ 人材を活用した環境教育の推進 

・県民の多様化・高度化する環境教育

ニーズに柔軟な対応が可能となるよう，

環境学習の場面で，環境教育リーダー

や宮城県地球温暖化防止活動推進員等，

環境分野の人材活用を推進します。 
 
・学校向けの環境教育に関する出前講

座に当たっては，多様なニーズに対応

し，小学生等向けに分かりやすい講義

のできる講師を派遣できる制度を整備

します。 
 
・民間団体等には，環境教育に役立つ活動を実施している団体が数多く存在することから，こ

うした団体等の活動内容について県民に対し周知を図るとともに，その人材の活用を積極的に

図るための仕組みを整備します。 
 

 

図７ 出前講座の様子 



－　　－19 

・民間団体等が運営する環境教育プログラムに関する情報を収集整理し，学校教育現場等で活

用できるプログラムを紹介する体制の整備を図ります。 
 
３ 中核的機能の強化 

(1) 「環境情報センター」の機能充実 

・「宮城県環境情報センター」は，環境学習支援の拠点施設として，県内の各主体が環境学習を

行う際の支援体制と機能の充実を図ります。あわせて，当該施設とその機能を周知するための

広報活動を強化し，施設の利活用を促進します。 
 
・試験研究機関である保健環境センターに併設している立地を生かし，現場で環境分析を担う

職員による知識の普及等，同センターと連携して，県民の環境教育ニーズや時代に合った環境

学習の支援を行います。 
 
・環境教育ニーズに合った資機材の導入を進めるとともに，その貸出を通じ，環境調査・学習

を行う団体や県民の支援を行うことで，問題解決型の人材育成を推進します。 
 
・環境教育推進の担い手となる民間団体等を支援するため，環境教育活動スペースを提供しま

す。 
 
・環境教育に関する情報提供機能の役割も担っていることから，環境教育に関する最新の情報

や実践活動等を紹介する「環境情報センターだより」の充実等により，環境教育情報を積極的

に発信します。 
 
・実践的な環境教育の場として期待される体験型学習機能を有する施設についての情報の一元

化を図り，環境情報センターと体験型施設との効果的な連携の在り方を検討します。 
 

(2) 環境教育推進のための相談・調整機能の充実 

・環境教育を効果的に推進するため，環境教育に取り組む意欲のある県民，学校，NPO 等民

間団体及び事業者等からの相談対応と併せて，調整機能の充実を図ります。 
 
４ 知事部局と教育委員会の連携による環境教育の更なる充実 

・知事部局と教育委員会が連携して，幼稚園（幼保連携型認定こども園等を含む。），小学校，

中学校，高等学校及び特別支援学校等の教育現場において，どのような環境教育ニーズがある

か，その把握が可能な体制整備に努めます。 
 
・教育現場において環境教育を一層推進するために，どのような教育資機材等の提供が求めら

れるのか等，知事部局と教育委員会間で継続的に話し合う場を確保し，その検討を行います。 
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・知事部局と教育委員会が連携し，自治体や学校の新任職員研修制度や定例的に行われる研修
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割を担える能力の開発を促進するため，様々な主体を対象とする研修会・ワークショップ等の
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ニーズに柔軟な対応が可能となるよう，

環境学習の場面で，環境教育リーダー
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環境分野の人材活用を推進します。 
 
・学校向けの環境教育に関する出前講

座に当たっては，多様なニーズに対応

し，小学生等向けに分かりやすい講義

のできる講師を派遣できる制度を整備

します。 
 
・民間団体等には，環境教育に役立つ活動を実施している団体が数多く存在することから，こ

うした団体等の活動内容について県民に対し周知を図るとともに，その人材の活用を積極的に

図るための仕組みを整備します。 
 

 

図７ 出前講座の様子 
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・民間団体等が運営する環境教育プログラムに関する情報を収集整理し，学校教育現場等で活

用できるプログラムを紹介する体制の整備を図ります。 
 
３ 中核的機能の強化 

(1) 「環境情報センター」の機能充実 

・「宮城県環境情報センター」は，環境学習支援の拠点施設として，県内の各主体が環境学習を

行う際の支援体制と機能の充実を図ります。あわせて，当該施設とその機能を周知するための

広報活動を強化し，施設の利活用を促進します。 
 
・試験研究機関である保健環境センターに併設している立地を生かし，現場で環境分析を担う

職員による知識の普及等，同センターと連携して，県民の環境教育ニーズや時代に合った環境

学習の支援を行います。 
 
・環境教育ニーズに合った資機材の導入を進めるとともに，その貸出を通じ，環境調査・学習

を行う団体や県民の支援を行うことで，問題解決型の人材育成を推進します。 
 
・環境教育推進の担い手となる民間団体等を支援するため，環境教育活動スペースを提供しま

す。 
 
・環境教育に関する情報提供機能の役割も担っていることから，環境教育に関する最新の情報

や実践活動等を紹介する「環境情報センターだより」の充実等により，環境教育情報を積極的

に発信します。 
 
・実践的な環境教育の場として期待される体験型学習機能を有する施設についての情報の一元

化を図り，環境情報センターと体験型施設との効果的な連携の在り方を検討します。 
 

(2) 環境教育推進のための相談・調整機能の充実 

・環境教育を効果的に推進するため，環境教育に取り組む意欲のある県民，学校，NPO 等民

間団体及び事業者等からの相談対応と併せて，調整機能の充実を図ります。 
 
４ 知事部局と教育委員会の連携による環境教育の更なる充実 

・知事部局と教育委員会が連携して，幼稚園（幼保連携型認定こども園等を含む。），小学校，

中学校，高等学校及び特別支援学校等の教育現場において，どのような環境教育ニーズがある

か，その把握が可能な体制整備に努めます。 
 
・教育現場において環境教育を一層推進するために，どのような教育資機材等の提供が求めら

れるのか等，知事部局と教育委員会間で継続的に話し合う場を確保し，その検討を行います。 

 

第５章 推進施策  

                            

１ 中核人材の発掘と育成 

・知事部局と教育委員会が連携し，自治体や学校の新任職員研修制度や定例的に行われる研修

制度に環境教育を積極的に導入するよう働き掛け，環境教育を推進する上で，地域の核となる

人材育成を推進します。               
 
・環境教育を実践する教職員を対象とした研修会を実施し，実践に必要となる情報の提供や手

法の学習，実践事例を踏まえたワークショップ等の機会を提供します。 
 
・県民の多様化・高度化する環境教育ニーズに対応できる人材育成のため，環境教育リーダー

や宮城県地球温暖化防止活動推進員等を対象とした研修を充実・強化します。              
 
・環境分野で活躍する個人・NPO 等民間団体等の情報把握に努め，環境教育推進の中核とな

る人材を発掘するとともに，これらの人々に対し，ファシリテーターやコーディネーターの役

割を担える能力の開発を促進するため，様々な主体を対象とする研修会・ワークショップ等の

機会を提供します。 
 
２ 人材を活用した環境教育の推進 

・県民の多様化・高度化する環境教育

ニーズに柔軟な対応が可能となるよう，

環境学習の場面で，環境教育リーダー

や宮城県地球温暖化防止活動推進員等，

環境分野の人材活用を推進します。 
 
・学校向けの環境教育に関する出前講

座に当たっては，多様なニーズに対応

し，小学生等向けに分かりやすい講義

のできる講師を派遣できる制度を整備

します。 
 
・民間団体等には，環境教育に役立つ活動を実施している団体が数多く存在することから，こ

うした団体等の活動内容について県民に対し周知を図るとともに，その人材の活用を積極的に

図るための仕組みを整備します。 
 

 

図７ 出前講座の様子 
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・幼児期から高齢期に至るそれぞれのライフステージで，必要な知識及び習慣を身に付けられ

るよう，環境教育を促すプログラム（体系化した計画や教材，仕組みづくり）を県民に対し的

確に提供していくため，国のプログラム開発・整備の状況を踏まえながら，知事部局及び教育

委員会が連携して継続的に検討を行います。 
 
５ 民間団体等交流機会の確保 

環境教育に役立つ取組を行っている民間団体等が，それぞれの活動内容を把握し，連携した

活動を展開するため，活動内容の発表や相互に交流する機会を確保し，各主体における環境保

全活動の協働の取組を促進します。 
 
６ 情報の一元化・情報発信の強化 

・県民が環境保全活動を行うきっかけとして重

要な情報となる，環境教育を実践している民間

団体等の環境教育プログラムや環境関連イベン

トに関する情報，関連団体等の活動内容・優れ

た実践事例を紹介する情報，講師やコーディネ

ーター等の人材に関する情報等を，宮城県環境

情報提供ポータルサイトである「みやぎ環境ウ

ェブ」等の ICT を活用した方法や情報冊子を作

成する等の手段を用いて，これらの情報の一元

化を図ります。 
 
・教育現場において，環境教育に関する情報が行き渡るよう，県庁内部の連携及び市町村教育

委員会との連携により，情報発信機能の強化を図ります。 
 
・体験型学習機能を有する施設を活用して活動を促進していくため，こうした環境教育施設の

情報を，ホームページや冊子の作成等を通じて，県民に広く周知します。 
 
・若年層への浸透を図るため，普及啓発に当たっては SNS 等，同世代が情報を受け取りやす

いツールの活用に努めます。 
 
７ 活動促進の仕組み・制度の充実 

・県民・事業者が環境配慮行動を行う「みやぎ e行動（eco do!）
宣言」の普及啓発を図るとともに，宣言後の取組状況の報告

と次年度の宣言を求め，その取組の継続的実践を促します。 
 
・物品の購入等や役務の調達に当たって，その必要性を十分

図９ みやぎ e行動 
（eco do!） 

マスコットキャラクター 
「ｅちゃん」 

図８ みやぎ環境ウェブ 
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考慮し，物品等の環境情報又は事業者に関する環境情報を勘案して行う「グリーン購入」を促

進するため，関係団体と連携して普及セミナーや施設見学会等を開催します。また，環境配慮

事業者の登録条件として，県の物品調達優遇制度の対象となる事業者向け「みやぎ e 行動（eco 
do!）宣言」には，グリーン購入の項目を設定し，その取組を促進します。 
 
・再生可能エネルギーの導入や省エネルギーに役立つ環境配慮機器等購入を支援することで，

県民及び事業者の環境配慮行動を促進します。 
 
・民間団体等において，環境教育を実践する取組への支援を行うことで，環境教育の担い手と

なる主体の活動を促進します。 
 
・県民や事業者の地球温暖化防止に対する意識の醸成，環境配慮行動の促進を図るため，優れ

た取組についての功績をたたえる表彰制度を拡充し，既存の国・その他の様々な表彰制度も含

めて，その情報を広く発信することに努めます。 
 
８ 普及啓発事業の実施 

・環境教育の対象となるテーマは極めて多岐にわたり，かつ，質的にも学習の主体となる県民の年

齢層や理解度によって，様々な啓発手段が必要となります。したがって，このような要請に可能な

限り対応できるよう，学習する主体のニーズに対応した啓発手段を提供していくことが必要です。 
このような観点から，各種普及イベント，研修会等を国・市町村・学校・NPO 等民間団体

等との連携・協働の下，随時開催するものとし，環境教育を実践する場・機会を充実します。 
 
・野外活動や体験学習を実施する場として，民間の土地やその所有者等が提供する自然体験活

動プログラム等を活用する場合には，環境教育等促進法に基づいて，その安全確保に関する信

頼性を適正に認定し，ホームページ等で周知を図ります。 
 
９ 多様な課題への対応 

(1) 学校等におけるＥＳＤ等の取組推進 

県内において取組が進んでいるESD について，その取組がさらに広がるよう，その推進拠点と

してユネスコスクールの指定を受けた学校やESD 重点校として採択を受けたサスティナブルスク

ールの取組状況をホームページ等で紹介するとともに，学校版EMSなど新たな取組についても普

及促進を図るほか，知事部局と教育委員会との連携の下，その取組の支援の在り方を検討します。 
 

(2) 再生可能エネルギーの活用や省エネルギー等による地球温暖化対策の推進 

・地球温暖化の原因と考えられる温室効果ガスの削減に向けて，うちエコ診断等を通じた省エ

ネルギー等の家庭における取組や企業の環境配慮型経営の取組が促進されるよう，教材・情報

提供等による普及啓発を図ります。 

 

・幼児期から高齢期に至るそれぞれのライフステージで，必要な知識及び習慣を身に付けられ

るよう，環境教育を促すプログラム（体系化した計画や教材，仕組みづくり）を県民に対し的

確に提供していくため，国のプログラム開発・整備の状況を踏まえながら，知事部局及び教育

委員会が連携して継続的に検討を行います。 
 
５ 民間団体等交流機会の確保 

環境教育に役立つ取組を行っている民間団体等が，それぞれの活動内容を把握し，連携した

活動を展開するため，活動内容の発表や相互に交流する機会を確保し，各主体における環境保

全活動の協働の取組を促進します。 
 
６ 情報の一元化・情報発信の強化 

・県民が環境保全活動を行うきっかけとして重

要な情報となる，環境教育を実践している民間

団体等の環境教育プログラムや環境関連イベン

トに関する情報，関連団体等の活動内容・優れ

た実践事例を紹介する情報，講師やコーディネ

ーター等の人材に関する情報等を，宮城県環境

情報提供ポータルサイトである「みやぎ環境ウ

ェブ」等の ICT を活用した方法や情報冊子を作

成する等の手段を用いて，これらの情報の一元

化を図ります。 
 
・教育現場において，環境教育に関する情報が行き渡るよう，県庁内部の連携及び市町村教育

委員会との連携により，情報発信機能の強化を図ります。 
 
・体験型学習機能を有する施設を活用して活動を促進していくため，こうした環境教育施設の

情報を，ホームページや冊子の作成等を通じて，県民に広く周知します。 
 
・若年層への浸透を図るため，普及啓発に当たっては SNS 等，同世代が情報を受け取りやす

いツールの活用に努めます。 
 
７ 活動促進の仕組み・制度の充実 

・県民・事業者が環境配慮行動を行う「みやぎ e行動（eco do!）
宣言」の普及啓発を図るとともに，宣言後の取組状況の報告

と次年度の宣言を求め，その取組の継続的実践を促します。 
 
・物品の購入等や役務の調達に当たって，その必要性を十分

図９ みやぎ e行動 
（eco do!） 

マスコットキャラクター 
「ｅちゃん」 

図８ みやぎ環境ウェブ 
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考慮し，物品等の環境情報又は事業者に関する環境情報を勘案して行う「グリーン購入」を促

進するため，関係団体と連携して普及セミナーや施設見学会等を開催します。また，環境配慮

事業者の登録条件として，県の物品調達優遇制度の対象となる事業者向け「みやぎ e 行動（eco 
do!）宣言」には，グリーン購入の項目を設定し，その取組を促進します。 
 
・再生可能エネルギーの導入や省エネルギーに役立つ環境配慮機器等購入を支援することで，

県民及び事業者の環境配慮行動を促進します。 
 
・民間団体等において，環境教育を実践する取組への支援を行うことで，環境教育の担い手と

なる主体の活動を促進します。 
 
・県民や事業者の地球温暖化防止に対する意識の醸成，環境配慮行動の促進を図るため，優れ

た取組についての功績をたたえる表彰制度を拡充し，既存の国・その他の様々な表彰制度も含

めて，その情報を広く発信することに努めます。 
 
８ 普及啓発事業の実施 

・環境教育の対象となるテーマは極めて多岐にわたり，かつ，質的にも学習の主体となる県民の年

齢層や理解度によって，様々な啓発手段が必要となります。したがって，このような要請に可能な

限り対応できるよう，学習する主体のニーズに対応した啓発手段を提供していくことが必要です。 
このような観点から，各種普及イベント，研修会等を国・市町村・学校・NPO 等民間団体

等との連携・協働の下，随時開催するものとし，環境教育を実践する場・機会を充実します。 
 
・野外活動や体験学習を実施する場として，民間の土地やその所有者等が提供する自然体験活

動プログラム等を活用する場合には，環境教育等促進法に基づいて，その安全確保に関する信

頼性を適正に認定し，ホームページ等で周知を図ります。 
 
９ 多様な課題への対応 

(1) 学校等におけるＥＳＤ等の取組推進 

県内において取組が進んでいるESD について，その取組がさらに広がるよう，その推進拠点と

してユネスコスクールの指定を受けた学校やESD 重点校として採択を受けたサスティナブルスク

ールの取組状況をホームページ等で紹介するとともに，学校版EMSなど新たな取組についても普

及促進を図るほか，知事部局と教育委員会との連携の下，その取組の支援の在り方を検討します。 
 

(2) 再生可能エネルギーの活用や省エネルギー等による地球温暖化対策の推進 

・地球温暖化の原因と考えられる温室効果ガスの削減に向けて，うちエコ診断等を通じた省エ

ネルギー等の家庭における取組や企業の環境配慮型経営の取組が促進されるよう，教材・情報

提供等による普及啓発を図ります。 

 

・幼児期から高齢期に至るそれぞれのライフステージで，必要な知識及び習慣を身に付けられ

るよう，環境教育を促すプログラム（体系化した計画や教材，仕組みづくり）を県民に対し的

確に提供していくため，国のプログラム開発・整備の状況を踏まえながら，知事部局及び教育

委員会が連携して継続的に検討を行います。 
 
５ 民間団体等交流機会の確保 

環境教育に役立つ取組を行っている民間団体等が，それぞれの活動内容を把握し，連携した

活動を展開するため，活動内容の発表や相互に交流する機会を確保し，各主体における環境保

全活動の協働の取組を促進します。 
 
６ 情報の一元化・情報発信の強化 

・県民が環境保全活動を行うきっかけとして重

要な情報となる，環境教育を実践している民間

団体等の環境教育プログラムや環境関連イベン

トに関する情報，関連団体等の活動内容・優れ

た実践事例を紹介する情報，講師やコーディネ

ーター等の人材に関する情報等を，宮城県環境

情報提供ポータルサイトである「みやぎ環境ウ

ェブ」等の ICT を活用した方法や情報冊子を作

成する等の手段を用いて，これらの情報の一元

化を図ります。 
 
・教育現場において，環境教育に関する情報が行き渡るよう，県庁内部の連携及び市町村教育

委員会との連携により，情報発信機能の強化を図ります。 
 
・体験型学習機能を有する施設を活用して活動を促進していくため，こうした環境教育施設の

情報を，ホームページや冊子の作成等を通じて，県民に広く周知します。 
 
・若年層への浸透を図るため，普及啓発に当たっては SNS 等，同世代が情報を受け取りやす

いツールの活用に努めます。 
 
７ 活動促進の仕組み・制度の充実 

・県民・事業者が環境配慮行動を行う「みやぎ e行動（eco do!）
宣言」の普及啓発を図るとともに，宣言後の取組状況の報告

と次年度の宣言を求め，その取組の継続的実践を促します。 
 
・物品の購入等や役務の調達に当たって，その必要性を十分

図９ みやぎ e行動 
（eco do!） 

マスコットキャラクター 
「ｅちゃん」 

図８ みやぎ環境ウェブ 

－　　－22 

・東日本大震災の経験を踏まえた，自立分散型エネルギーの確保や防災機能のあるエコタウン

構築への関心が高まっていることから，全

県への再生可能エネルギー等の導入・省エ

ネルギーの促進を通じた地球温暖化対策を

図るため，エネルギー消費の現状や対策の

必要性等の普及啓発を図ります。 
 
・水素ステーションの導入を踏まえ，燃料

電池自動車に実際に触れる機会の確保等を

通じて，水素エネルギーの有用性や安全性

に対する理解を促進します。 
 

(3) 廃棄物等の３Ｒ推進 

・工場等から排出される廃棄物を循環資源として活用する等廃棄物の発生抑制を目指すととも

にリサイクルを促進する３Ｒ等の取組が増えてきており，情報提供等により，その普及啓発を

図ります。 
 
・県民が日常生活において，家庭における３Ｒ等の環境に配慮した取組を実践し，ライフスタ

イルとして定着できるよう，環境教育や普及啓発を推進します。 
 

(4) 自然環境及び生物多様性の保全 

・東日本大震災により県内に存する自然環境（森林・里地里山・田園・湖沼・海洋等）が変容

した地域があるものの，その後再生してきている箇所もあることから，豊かな自然環境を将来

にわたって保全していくため，県民（家庭），学校，民間団体，事業者，行政等が連携・協働し，

自然環境保全活動を推進します。 
 
・生物多様性の保全，希少種の保護・保全の必要性や特定外来生物が及ぼす影響等の普及啓発

を図ります。また，生物多様性を育む農林水産業の重要性についても普及啓発を図ります。 
 
(5) 環境リスクに関する情報提供 

騒音や大気・水質・土壌汚染，化学物質等を原因とする環境リスクに関する情報提供等によ

る啓発に努めます。 
 

10 財政基盤の整備 

環境教育については，継続的かつ着実にその推進を図る必要があり，近年の環境教育に対す

る期待の高まりに対応するため，地域環境保全基金やみやぎ環境税等を活用し，推進に必要と

なる財政上の措置を講ずるよう努めます。 

図１０ 東北初の商用水素ステーション

と燃料電池自動車 
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育を実効性あるものとして推進します。 
市町村は，地域住民と身近に接し，きめ細かな行政サービスを実施できることから，環境教

育の中核を担うことが期待されます。環境教育の推進に当たり，県は各市町村と連携しながら，

その取組を支援します。この場合，首長部局と教育委員会とが連携した組織を設置することが

期待されます。 
 
３ 行動計画についての評価，見直し 

本方針の策定後，おおむね５年を目途として，取組内容や進捗状況等について評価し，その
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・水素ステーションの導入を踏まえ，燃料

電池自動車に実際に触れる機会の確保等を

通じて，水素エネルギーの有用性や安全性

に対する理解を促進します。 
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にリサイクルを促進する３Ｒ等の取組が増えてきており，情報提供等により，その普及啓発を

図ります。 
 
・県民が日常生活において，家庭における３Ｒ等の環境に配慮した取組を実践し，ライフスタ

イルとして定着できるよう，環境教育や普及啓発を推進します。 
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○ 計画策定の体制と経過 

 

１ 環境教育基本方針策定の体制 

 

環境教育基本方針の策定に当たっては，知事から宮城県環境審議会会長に対し，「宮城

県環境教育基本方針の改定について」を諮問しました。宮城県環境審議会では，「環境教

育基本方針策定専門委員会議」を設置し，集中的に審議を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈宮城県環境審議会 環境教育基本方針策定専門委員〉 

分類 氏名 所属・職名 

学識経験者 

◎石澤 公明 宮城教育大学総務担当理事・副学長 

鳥羽  妙 尚絅学院大学環境構想学科准教授 

山田 一裕 東北工業大学工学部教授 

学校教育 

社会教育 

淺野  亮 気仙沼市立面瀬小学校校長 

千葉 律之 宮城県岩出山高等学校校長 

民間団体 
千田 信良 有限会社千田清掃代表取締役 

戸島  潤 特定非営利活動法人蕪栗ぬまっこくらぶ副理事長 

市町村 福田 寿幸 石巻市生活環境部次長 

 ◎：座長                   （敬称略）          

 

環境審議会 

 環境教育基本方針策定専門委員 

環境教育基本方針策定会議 

 ワーキンググループ 

庁
内
組
織 

諮問 
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２ 環境教育基本方針策定の経緯 

 

平成 28年  6月 14日  第１回環境教育基本方針策定会議（庁内組織） 

             第１回環境教育基本方針策定会議ワーキンググループ（庁内組織） 

平成 28年 7月  8日    第２回環境教育基本方針策定会議ワーキンググループ（庁内組織） 

平成 28年 7月 28日   第３回環境教育基本方針策定会議ワーキンググループ（庁内組織） 

平成 28年 8月 29日   第２回環境教育基本方針策定会議（庁内組織） 

平成 28年 9月  7日  宮城県環境審議会（諮問） 

平成 28年 10月 13日  第１回環境教育基本方針策定専門委員会議 

平成 28年 11月 25日～ 

 平成 28年 12月 26 日 パブリックコメント 

平成 29年 1月 16日   宮城県環境審議会（中間報告） 

平成 29年 2月 13日   第２回環境教育基本方針策定専門委員会議 

平成 29年 3月 27日   宮城県環境審議会（答申） 

 

 

 

 

 

 

 

平成 28 年 ６月 14 日 第１回環境教育基本方針策定会議（庁内組織）

 第１回環境教育基本方針策定会議ワーキンググループ（庁内組織）

平成 28 年 ７月 ８日 第２回環境教育基本方針策定会議ワーキンググループ（庁内組織）

平成 28 年 ７月 28 日 第３回環境教育基本方針策定会議ワーキンググループ（庁内組織）

平成 28 年 ８月 29 日 第２回環境教育基本方針策定会議（庁内組織）

平成 28 年 ９月 ７日 宮城県環境審議会（諮問）

平成 28 年 10 月 13 日 第１回環境教育基本方針策定専門委員会議

平成 28 年 11 月 25 日～

　平成 28 年 12 月 26 日 パブリックコメント

平成 29 年 １月 16 日 宮城県環境審議会（中間報告）

平成 29 年 ２月 13 日 第２回環境教育基本方針策定専門委員会議

平成 29 年 ３月 27 日 宮城県環境審議会（答申）
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育
等

促
進

法
）
（

H2
3)

・
東

日
本

大
震

災
の

発
生

（
H2

3.
3）

・
環

境
基

本
計

画
の

改
定

（
H2

8.
3)

震
災

か
ら
の

復
旧

・
復

興
に
よ
る
社

会
経

済
情

勢
の

変
化

や
法

改
正

等
を
踏

ま
え
，
環

境
教

育
を

効
果

的
に
推

進

環
境

問
題

の
解

決
は

，
日

常
生

活
で
の

意
識

変
革

や
行

動
の

実
践

が
必

要

生
物

多
様

性
の

観
点

を
通

じ
い
の

ち
を
大

切
に
す
る

心
を
社

会
全

体
で
育

む
必

要

県
民

自
ら
が

「
持

続
可

能
な
社

会
づ
く
り
」
に
向

け
た
活

動
を
自

発
的

に
進

め
ら
れ

る
よ
う
，
人

材
育

成
，

活
動

基
盤

整
備

，
環

境
教

育
普

及
・
啓

発
に
積

極
的

に
取

り
組

む
必

要

「
持

続
可

能
な

社
会

の
実

現
に
向

け
て
す

べ
て

の
主
体

が
行
動

す
る
地
域

社
会

」

（
＝

環
境

基
本
計

画
の
将
来

像
）

⇒
あ
ら
ゆ
る
主

体
が

日
常

生
活

や
事

業
活

動
に
よ
り

生
じ
る
環

境
負

荷
を
抑

制
す
る
こ
と
が

持
続

可
能

な
社

会
実

現
の

た
め
に
不

可
欠

で
あ
る
こ
と
を
理

解
し
，
環

境
配

慮
に
自

ら
取

り
組

み
，
行

動
す
る
地

域
社

会
の

形
成

を
目

指
す
。

１
環

境
問

題
を
自

ら
の

問
題

と
し
て
捉

え
，
人

間
と

環
境

と
の

関
わ

り
を
学

ぶ
こ
と

２
環

境
が

も
た
ら
す
恵

み
と
い
の

ち
を
大

切
に
思

う
心

を
育

む
こ
と

３
自

発
的

な
環

境
活

動
を
通

じ
，
地

域
環

境
，
ひ
い

て
は

地
球

環
境

を
よ
り
良

い
も
の

に
し
て
い
く
こ
と

４
多

様
な
主

体
の

連
携

・
協

働
の

下
，
環

境
の

も
た

ら
す
恵

み
を
将

来
世

代
へ

引
き
継

い
で
い
く
こ
と

１
環

境
保

全
の

た
め
に
求

め
ら
れ

る
人

間
像

⇒
自

ら
考

え
，
公

正
に
判

断
し
，
主

体
的

に
行

動
し
，
成

果
を
導

き
出

せ
る
人

間
，
知

識
を
得

て
理

解
し
た
内

容
を
他

者
へ

伝
え
ら
れ

る
人

間
な
ど

２
環

境
教

育
が

は
ぐ
く
む
べ

き
能

力
⇒

未
来

を
創

る
能

力
，
環

境
保

全
の

た
め
の

力
な
ど

３
環

境
教

育
に
求

め
ら
れ

る
要

素
⇒

実
体

験
を
通

じ
た
様

々
な
経

験
を
す
る
機

会
を

設
け
る
，
対

話
に
よ
り

「
気

づ
き
」
を
引

き
出

す
な
ど

１
中

核
人

材
の

発
掘

と
育

成
・

環
境

教
育

を
実

践
す
る
教

職
員

を
対

象
と
す
る
研

修
会

の
開

催
・

民
間

団
体

の
情

報
把

握
・
中

核
人

材
の

発
掘

・
フ
ァ
シ
リ
テ
ー
ト
能

力
や

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
能

力
開

発
の

た
め
の

研
修
の

充
実

２
人

材
を

活
用

し
た

環
境

教
育

の
推

進
・

多
様

な
ニ
ー
ズ
に
対

応
し
た
学

校
向

け
出

前
講

座
の

制
度

充
実

・
環

境
活

動
団

体
の

周
知

及
び
人

材
活

用
の

た
め
の

仕
組

整
備

・
民

間
団

体
の

環
境

教
育

プ
ロ
グ
ラ
ム
情

報
の

収
集

・
提

供
体

制
整

備

３
中

核
的

機
能

の
強

化
・

「
環

境
情

報
セ
ン
タ
ー
」
の

環
境

学
習

支
援

体
制
・
機

能
の

充
実

，
広

報
活

動
強

化 環
境

学
習

教
室

等
の

充
実

や
環

境
教

育
資

機
材

の
導

入
民

間
団

体
へ

の
活

動
ス
ペ
ー
ス
の

提
供

等
・

効
果

的
な
環

境
教

育
推

進
の

た
め
の

相
談

対
応

，
調

整
機

能
の

充
実

４
知

事
部

局
と

教
育

委
員

会
の

連
携

に
よ

る
充

実
・

学
校

等
の

環
境

教
育

ニ
ー
ズ
が

把
握

可
能

な
体

制
の

整
備

・
県

庁
内

組
織

が
連

携
し
た
各

ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
で
の

環
境

教
育

プ
ロ
グ
ラ
ム
・

資
機

材
に
関

す
る
検

討

５
民

間
団

体
等

交
流

機
会

の
確

保
・

民
間

団
体

等
の

相
互

交
流

機
会

の
確

保
，
各

主
体

の
協

働
取

組
促

進

６
情

報
の

一
元

化
・

情
報

発
信

の
強

化
・

「
み

や
ぎ
環

境
ウ
ェ
ブ
」
や

情
報

冊
子

等
に
よ
る
情

報
発

信
の

強
化

・
県

庁
組

織
内

部
や

市
町

村
と
の

連
携

に
よ
る
情

報
発

信
の

強
化

・
体

験
型

学
習

施
設

の
情

報
に
関

す
る
広

報

７
活

動
促

進
の

仕
組

み
・

制
度

の
充

実
・

「
み

や
ぎ
ｅ
行

動
宣

言
」
に
よ
る
環

境
配

慮
行

動
の

促
進

・
再

エ
ネ
・
省

エ
ネ
等

環
境

配
慮

機
器

の
導

入
支

援
・

民
間

団
体

等
の

実
践

取
組

へ
の

支
援

・
表

彰
制

度
の

拡
充

，
情

報
発

信
強

化

８
普

及
啓

発
事

業
の

実
施

・
各

主
体

と
連

携
・
協

働
し
た
各

種
普

及
イ
ベ
ン
ト
，
研

修
会

等
の

開
催

・
自

然
体

験
活

動
の

場
の

法
に
基

づ
く
認

定
，
周

知

９
多

様
な

課
題

へ
の

対
応

（
１
）
学

校
等

に
お
け
る

ES
D等

の
取

組
推

進
（
２
）
再

エ
ネ
の

活
用

・
省

エ
ネ
に
よ
る
地

球
温

暖
化

対
策

の
推

進
（
３
）
廃

棄
物

等
の

３
R推

進
（
４
）
自

然
環

境
及

び
生

物
多

様
性

の
保

全
（
５
）
環

境
リ
ス
ク
に
関

す
る
情

報
提

供

１
０

財
政

基
盤

の
整

備
・

地
域

環
境

保
全

基
金

や
み

や
ぎ
環

境
税

の
活

用

4
環
境
教
育
推
進
の
基
本
的
な
方
向
性

環 境 保 全 活 動 は 県 民 が 自 発 的 ・ 具 体 的 に 行 う も の

⇒ 「 人 づ く り 」 「 場 づ く り 」 「 仕 組 づ く り 」 「 連 携 基 盤 づ く り 」 の 観 点 で の 施 策 推 進 に よ り 県 民 の 環 境 保 全 活 動 を 支 援

① 人 材 の 育 成 ・ 活 用

学
校
教
育
の
場
に
お
け
る
研
修
制
度
等
の
充
実
等

社
会

教
育

の
場

に
お
け
る
研

修
機

会
の

提
供

知
識
や
意
欲
に
満
ち
た
指
導
者
の
発
掘
・養

成

環
境

行
政

職
員

の
研

修
の

充
実

各
分
野
の
人
材
の
情
報
交
換
・研

修
機
会
の
提
供

② 環 境 教

育 施 設 等

の 充 実

「
宮

城
県

環
境

情
報

セ
ン
タ
ー
」
の

充
実

環
境

保
全

に
関

連
す
る
施

設
の

活
用

・
充

実

③ 各 主 体 ・ 場 の 取 組 の 推 進

家
庭

に
対

す
る
普

及
啓

発
，
学

習
機

会
の

提
供

地
域

に
対

す
る
普

及
啓

発
，
活

動
支

援

学
校

に
お
け
る
推

進
方

策
・
発

達
段

階
に
応

じ
た
指

導
内

容
充

実
・
横
断
的
な
学
習
活
動
の
展
開
，
教
材
作
成
の
検
討

・
地
域
社
会
と
連
携
し
た
体
験
型
学
習
の
実
施

事
業

者
に
対

す
る
環

境
Ｅ
Ｍ
Ｓ
導

入
等

の
促

進

県
や

市
町

村
の

役
割

・
必

要
な
情

報
や

研
修

機
会

の
提

供
・
環
境
保
全
活
動
実
践
を
促
す
た
め
の
条
件
整
備

・
県

庁
内

組
織

間
の

連
携

・
協

働
等

④
民

間
団

体
等

と
の

協
働

促
進

⑥
国
際
的
視
野
で
の
取
組
促
進
や
多
様
な
課
題
へ
の
対
応

⑦
環

境
教

育
プ
ロ
グ
ラ
ム
整

備
・
体

系
化

の
推

進

⑤
関

心
か

ら
行

動
へ

と
「
つ
な
ぐ
」
た
め
の

取
組

推
進

・
行

動
規

範
の

確
立

・
県

民
の

想
い
を
「
き
っ
か

け
」
に
つ
な
ぐ

・
環

境
保

全
の

有
益

性
を
周

知
す
る

等

※
1-
1
-(
3
)

「
環
境

教
育
」

の
定
義

（
環

境
教

育
等
促

進
法
の

定
義
と

同
じ

。
）

「
持
続

可
能
な

社
会
の

構
築
を

目
指

し
て

，
家

庭
・
学

校
・
職

場
・
そ

の
他

の
あ

ら
ゆ

る
場

に
お

い
て
環

境
と
社

会
，
経

済
及

び
文

化
と

の
つ
な

が
り
そ

の
他
環

境
の

保
全

に
つ

い
て

の
理

解
を
深

め
る
た

め
に
行

わ
れ

る
環

境
の

保
全
に

関
す
る

教
育
及

び
学

習
」

を
い

う
。

※
環

境
教

育
等
促

進
法
（

平
成

15
年
法

律
第

13
0号

。
こ

の
図

で
「
法

」
と
い

う
。

）

3
 現

状
と
課
題

○
大
震
災
に
伴
う
環
境
へ
の
意
識
・
関
心
・
行
動
変
化
へ
の
対
応

７
東

日
本

大
震

災
後

の
環

境
意

識
と
そ
の

取
組

の
変

化

○
各
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
に
合
わ
せ
た
環
境
教
育
が
十
分
で
は
な
い

○
効
果
的
な
環
境
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
整
備
さ
れ
て
い
な
い

６
環

境
教

育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の

整
備

と
体

系
化

○
具
体
的
行
動
の
き
っ
か
け
づ
く
り
が
十
分
で
は
な
い

○
Ｎ
Ｐ
Ｏ
等
の
広
報
力
が
弱
い
た
め
，
県
民
に
情
報
が
届
い
て
い
な
い

４
自

発
的

な
環

境
保

全
活

動
の

実
践

に
向

け
た
現

状
と
課

題

○
様
々
な
場
・
主
体
間
の
情
報
共
有
・
相
互
連
携
が
行
わ
れ
て
い
な
い

（
県
民
）

○
環
境
問
題
へ
の
関
心
が
具
体
的
な
行
動
に
つ
な
が
っ
て
い
な
い

○
経
済
的
メ
リ
ッ
ト
の
な
い
取
組
は
積
極
的
に
実
践
さ
れ
に
く
い

（
地
域
）

○
県
民
が
環
境
保
全
活
動
に
参
加
し
や
す
い
仕
組
み
が
十
分
で
は
な
い

（
学
校
）

○
子
ど
も
た
ち
の
発
達
段
階
に
応
じ
た
環
境
教
育
が
十
分
で
は
な
い

○
民
間
団
体
・
事
業
者
と
の
協
力
体
制
が
整
っ
て
い
な
い

○
総
合
的
な
学
習
の
時
間
で
の
効
果
的
な
環
境
教
育
の
実
施
が
不
足

（
民
間
団
体
）

○
弱
い
運
営
基
盤
，
高
齢
化
，
弱
い
情
報
発
信
な
ど
継
続
運
営
に
課
題

（
事
業
者
）

○
環
境
配
慮
経
営
，
Ｅ
Ｍ
Ｓ
導
入
や
従
業
員
の
環
境
教
育
が
十
分
で
な
い

（
県
・
市
町
村
）

○
各
主
体
の
取
組
に
対
す
る
支
援
が
十
分
で
は
な
い

３
各

主
体

・
場

の
取

組
に
お
け
る
現

状
と
課

題

○
学
校
の
教
職
員
等
に
対
す
る
環
境
教
育
研
修
が
な
い

○
学
校
の
ニ
ー
ズ
に
応
え
ら
れ
る
外
部
講
師
が
確
保
さ
れ
て
い
な
い

○
環
境
関
連
団
体
が
相
互
に
交
流
す
る
機
会
が
確
保
さ
れ
て
い
な
い

○
中
核
人
材
の
た
め
の
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
技
能
等
の
習
得
機
会
が
不
十
分

○
環
境
情
報
セ
ン
タ
ー
の
認
知
度
が
低
い

○
県
内
の
体
験
型
施
設
間
で
の
環
境
教
育
の
視
点
で
の
結
び
つ
き
が
弱
い

２
環

境
教

育
施

設
等

に
関

す
る
現

状
と
課

題

１
人

材
育

成
・
活

用
に
係

る
現

状
と
課

題

○
Ｅ
Ｓ
Ｄ
な
ど
国
際
的
な
要
請
を
受
け
た
課
題

○
地
球
温
暖
化
，
エ
ネ
ル
ギ
ー
，
３
Ｒ
，
生
物
多
様
性
等
の
課
題

○
環
境
教
育
を
実
践
し
よ
う
と
す
る
学
校
へ
の
後
押
し
が
不
足

５
環

境
教

育
の

多
様

な
課

題
へ

の
対

応

地
球

温
暖

化
，
廃

棄
物

増
加

，
自

然
環

境
の

悪
化

な
ど
の

環
境

問
題

に
直

面

民
間

団
体

に
対

す
る
活

動
支

援
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２ 環境教育基本方針策定の経緯 

 

平成 28年  6月 14日  第１回環境教育基本方針策定会議（庁内組織） 

             第１回環境教育基本方針策定会議ワーキンググループ（庁内組織） 

平成 28年 7月  8日    第２回環境教育基本方針策定会議ワーキンググループ（庁内組織） 

平成 28年 7月 28日   第３回環境教育基本方針策定会議ワーキンググループ（庁内組織） 

平成 28年 8月 29日   第２回環境教育基本方針策定会議（庁内組織） 

平成 28年 9月  7日  宮城県環境審議会（諮問） 

平成 28年 10月 13日  第１回環境教育基本方針策定専門委員会議 

平成 28年 11月 25日～ 

 平成 28年 12月 26日 パブリックコメント 

平成 29年 1月 16日   宮城県環境審議会（中間報告） 

平成 29年 2月 13日   第２回環境教育基本方針策定専門委員会議 

平成 29年 3月 27日   宮城県環境審議会（答申） 

 

 

 

 

 

 

 

宮
城

県
環

境
教
育

基
本
方

針
概
要

版
1
-1
-
(1
)

環
境
教
育
の
必
要
性

1-
1-
(2
) 
方
針
改
定
の
趣
旨
・
背
景

1-
2 
方
針
の
位
置
づ
け
・
性
格

2-
4 
計
画
期
間

6
推
進
体
制

2-
1
 将

来
像

2-
2 
環
境
教
育
の
基
本
理
念

2
-3
 国

の
方
針
で
掲
げ
る
人
間
像
等

5 
推
進
施
策

１
行

動
計

画
の

進
捗

状
況

と
取

組
推

進
の

た
め
の

組
織

体
制

の
整

備

２
国

，
市

町
村

等
と
の

連
携

・
協

働

３
行

動
計

画
に
つ
い
て
の

評
価

・
見

直
し

計
画

期
間 ⇒
１
０
年

※
法

第
８
条

第
１
項

に
基

づ
く
行

動
計

画
と
し
て

の
計

画
期

間

法
に
基

づ
く
環

境
教

育
推

進
の

行
動

計
画

と
し
て
の

位
置

づ
け

環
境

基
本

条
例

１
８
条

に
規

定
す

る
「
環

境
教

育
等

の
振

興
等

」

環
境

基
本

計
画

の
基

盤
と
な
る
施

策
と
し
て
の

個
別

計
画

H1
8.

3改
定

の
環

境
教

育
基

本
方

針

・
21

世
紀

環
境

立
国

戦
略

（
H1

9)
・
法

改
正

（
環

境
教

育
等

促
進

法
）
（

H2
3)

・
東

日
本

大
震

災
の

発
生

（
H2

3.
3）

・
環

境
基

本
計

画
の

改
定

（
H2

8.
3)

震
災

か
ら
の

復
旧

・
復

興
に
よ
る
社

会
経

済
情

勢
の

変
化

や
法

改
正

等
を
踏

ま
え
，
環

境
教

育
を

効
果

的
に
推

進

環
境

問
題

の
解

決
は

，
日

常
生

活
で
の

意
識

変
革

や
行

動
の

実
践

が
必

要

生
物

多
様

性
の

観
点

を
通

じ
い
の

ち
を
大

切
に
す
る

心
を
社

会
全

体
で
育

む
必

要

県
民

自
ら
が

「
持

続
可

能
な
社

会
づ
く
り
」
に
向

け
た
活

動
を
自

発
的

に
進

め
ら
れ

る
よ
う
，
人

材
育

成
，

活
動

基
盤

整
備

，
環

境
教

育
普

及
・
啓

発
に
積

極
的

に
取

り
組

む
必

要

「
持

続
可

能
な

社
会

の
実

現
に
向

け
て
す

べ
て

の
主
体

が
行
動

す
る
地
域

社
会

」

（
＝

環
境

基
本
計

画
の
将
来

像
）

⇒
あ
ら
ゆ
る
主

体
が

日
常

生
活

や
事

業
活

動
に
よ
り

生
じ
る
環

境
負

荷
を
抑

制
す
る
こ
と
が

持
続

可
能

な
社

会
実

現
の

た
め
に
不

可
欠

で
あ
る
こ
と
を
理

解
し
，
環

境
配

慮
に
自

ら
取

り
組

み
，
行

動
す
る
地

域
社

会
の

形
成

を
目

指
す
。

１
環

境
問

題
を
自

ら
の

問
題

と
し
て
捉

え
，
人

間
と

環
境

と
の

関
わ

り
を
学

ぶ
こ
と

２
環

境
が

も
た
ら
す
恵

み
と
い
の

ち
を
大

切
に
思

う
心

を
育

む
こ
と

３
自

発
的

な
環

境
活

動
を
通

じ
，
地

域
環

境
，
ひ
い

て
は

地
球

環
境

を
よ
り
良

い
も
の

に
し
て
い
く
こ
と

４
多

様
な
主

体
の

連
携

・
協

働
の

下
，
環

境
の

も
た

ら
す
恵

み
を
将

来
世

代
へ

引
き
継

い
で
い
く
こ
と

１
環

境
保

全
の

た
め
に
求

め
ら
れ

る
人

間
像

⇒
自

ら
考

え
，
公

正
に
判

断
し
，
主

体
的

に
行

動
し
，
成

果
を
導

き
出

せ
る
人

間
，
知

識
を
得

て
理

解
し
た
内

容
を
他

者
へ

伝
え
ら
れ

る
人

間
な
ど

２
環

境
教

育
が

は
ぐ
く
む
べ

き
能

力
⇒

未
来

を
創

る
能

力
，
環

境
保

全
の

た
め
の

力
な
ど

３
環

境
教

育
に
求

め
ら
れ

る
要

素
⇒

実
体

験
を
通

じ
た
様

々
な
経

験
を
す
る
機

会
を

設
け
る
，
対

話
に
よ
り

「
気

づ
き
」
を
引

き
出

す
な
ど

１
中

核
人

材
の

発
掘

と
育

成
・

環
境

教
育

を
実

践
す
る
教

職
員

を
対

象
と
す
る
研

修
会

の
開

催
・

民
間

団
体

の
情

報
把

握
・
中

核
人

材
の

発
掘

・
フ
ァ
シ
リ
テ
ー
ト
能

力
や

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
能

力
開

発
の

た
め
の

研
修
の

充
実

２
人

材
を

活
用

し
た

環
境

教
育

の
推

進
・

多
様

な
ニ
ー
ズ
に
対

応
し
た
学

校
向

け
出

前
講

座
の

制
度

充
実

・
環

境
活

動
団

体
の

周
知

及
び
人

材
活

用
の

た
め
の

仕
組

整
備

・
民

間
団

体
の

環
境

教
育

プ
ロ
グ
ラ
ム
情

報
の

収
集

・
提

供
体

制
整

備

３
中

核
的

機
能

の
強

化
・

「
環

境
情

報
セ
ン
タ
ー
」
の

環
境

学
習

支
援

体
制
・
機

能
の

充
実

，
広

報
活

動
強

化 環
境

学
習

教
室

等
の

充
実

や
環

境
教

育
資

機
材

の
導

入
民

間
団

体
へ

の
活

動
ス
ペ
ー
ス
の

提
供

等
・

効
果

的
な
環

境
教

育
推

進
の

た
め
の

相
談

対
応

，
調

整
機

能
の

充
実

４
知

事
部

局
と

教
育

委
員

会
の

連
携

に
よ

る
充

実
・

学
校

等
の

環
境

教
育

ニ
ー
ズ
が

把
握

可
能

な
体

制
の

整
備

・
県

庁
内

組
織

が
連

携
し
た
各

ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
で
の

環
境

教
育

プ
ロ
グ
ラ
ム
・

資
機

材
に
関

す
る
検

討

５
民

間
団

体
等

交
流

機
会

の
確

保
・

民
間

団
体

等
の

相
互

交
流

機
会

の
確

保
，
各

主
体

の
協

働
取

組
促

進

６
情

報
の

一
元

化
・

情
報

発
信

の
強

化
・

「
み

や
ぎ
環

境
ウ
ェ
ブ
」
や

情
報

冊
子

等
に
よ
る
情

報
発

信
の

強
化

・
県

庁
組

織
内

部
や

市
町

村
と
の

連
携

に
よ
る
情

報
発

信
の

強
化

・
体

験
型

学
習

施
設

の
情

報
に
関

す
る
広

報

７
活

動
促

進
の

仕
組

み
・

制
度

の
充

実
・

「
み

や
ぎ
ｅ
行

動
宣

言
」
に
よ
る
環

境
配

慮
行

動
の

促
進

・
再

エ
ネ
・
省

エ
ネ
等

環
境

配
慮

機
器

の
導

入
支

援
・

民
間

団
体

等
の

実
践

取
組

へ
の

支
援

・
表

彰
制

度
の

拡
充

，
情

報
発

信
強

化

８
普

及
啓

発
事

業
の

実
施

・
各

主
体

と
連

携
・
協

働
し
た
各

種
普

及
イ
ベ
ン
ト
，
研

修
会

等
の

開
催

・
自

然
体

験
活

動
の

場
の

法
に
基

づ
く
認

定
，
周

知

９
多

様
な

課
題

へ
の

対
応

（
１
）
学

校
等

に
お
け
る

ES
D等

の
取

組
推

進
（
２
）
再

エ
ネ
の

活
用

・
省

エ
ネ
に
よ
る
地

球
温

暖
化

対
策

の
推

進
（
３
）
廃

棄
物

等
の

３
R推

進
（
４
）
自

然
環

境
及

び
生

物
多

様
性

の
保

全
（
５
）
環

境
リ
ス
ク
に
関

す
る
情

報
提

供

１
０

財
政

基
盤

の
整

備
・

地
域

環
境

保
全

基
金

や
み

や
ぎ
環

境
税

の
活

用

4
環
境
教
育
推
進
の
基
本
的
な
方
向
性

環 境 保 全 活 動 は 県 民 が 自 発 的 ・ 具 体 的 に 行 う も の

⇒ 「 人 づ く り 」 「 場 づ く り 」 「 仕 組 づ く り 」 「 連 携 基 盤 づ く り 」 の 観 点 で の 施 策 推 進 に よ り 県 民 の 環 境 保 全 活 動 を 支 援

① 人 材 の 育 成 ・ 活 用

学
校
教
育
の
場
に
お
け
る
研
修
制
度
等
の
充
実
等

社
会

教
育

の
場

に
お
け
る
研

修
機

会
の

提
供

知
識
や
意
欲
に
満
ち
た
指
導
者
の
発
掘
・養

成

環
境

行
政

職
員

の
研

修
の

充
実

各
分
野
の
人
材
の
情
報
交
換
・研

修
機
会
の
提
供

② 環 境 教

育 施 設 等

の 充 実

「
宮

城
県

環
境

情
報

セ
ン
タ
ー
」
の

充
実

環
境

保
全

に
関

連
す
る
施

設
の

活
用

・
充

実

③ 各 主 体 ・ 場 の 取 組 の 推 進

家
庭

に
対

す
る
普

及
啓

発
，
学

習
機

会
の

提
供

地
域

に
対

す
る
普

及
啓

発
，
活

動
支

援

学
校

に
お
け
る
推

進
方

策
・
発

達
段

階
に
応

じ
た
指

導
内

容
充

実
・
横
断
的
な
学
習
活
動
の
展
開
，
教
材
作
成
の
検
討

・
地
域
社
会
と
連
携
し
た
体
験
型
学
習
の
実
施

事
業

者
に
対

す
る
環

境
Ｅ
Ｍ
Ｓ
導

入
等

の
促

進

県
や

市
町

村
の

役
割

・
必

要
な
情

報
や

研
修

機
会

の
提

供
・
環
境
保
全
活
動
実
践
を
促
す
た
め
の
条
件
整
備

・
県

庁
内

組
織

間
の

連
携

・
協

働
等

④
民

間
団

体
等

と
の

協
働

促
進

⑥
国
際
的
視
野
で
の
取
組
促
進
や
多
様
な
課
題
へ
の
対
応

⑦
環

境
教

育
プ
ロ
グ
ラ
ム
整

備
・
体

系
化

の
推

進

⑤
関

心
か

ら
行

動
へ

と
「
つ
な
ぐ
」
た
め
の

取
組

推
進

・
行

動
規

範
の

確
立

・
県

民
の

想
い
を
「
き
っ
か

け
」
に
つ
な
ぐ

・
環

境
保

全
の

有
益

性
を
周

知
す
る

等

※
1-
1
-(
3
)

「
環
境

教
育
」

の
定
義

（
環

境
教

育
等
促

進
法
の

定
義
と

同
じ

。
）

「
持
続

可
能
な

社
会
の

構
築
を

目
指

し
て

，
家

庭
・
学

校
・
職

場
・
そ

の
他

の
あ

ら
ゆ

る
場

に
お

い
て
環

境
と
社

会
，
経

済
及

び
文

化
と

の
つ
な

が
り
そ

の
他
環

境
の

保
全

に
つ

い
て

の
理

解
を
深

め
る
た

め
に
行

わ
れ

る
環

境
の

保
全
に

関
す
る

教
育
及

び
学

習
」

を
い

う
。

※
環

境
教

育
等
促

進
法
（

平
成

15
年
法

律
第

13
0号

。
こ

の
図

で
「
法

」
と
い

う
。

）

3
 現

状
と
課
題

○
大
震
災
に
伴
う
環
境
へ
の
意
識
・
関
心
・
行
動
変
化
へ
の
対
応

７
東

日
本

大
震

災
後

の
環

境
意

識
と
そ
の

取
組

の
変

化

○
各
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
に
合
わ
せ
た
環
境
教
育
が
十
分
で
は
な
い

○
効
果
的
な
環
境
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
整
備
さ
れ
て
い
な
い

６
環

境
教

育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の

整
備

と
体

系
化

○
具
体
的
行
動
の
き
っ
か
け
づ
く
り
が
十
分
で
は
な
い

○
Ｎ
Ｐ
Ｏ
等
の
広
報
力
が
弱
い
た
め
，
県
民
に
情
報
が
届
い
て
い
な
い

４
自

発
的

な
環

境
保

全
活

動
の

実
践

に
向

け
た
現

状
と
課

題

○
様
々
な
場
・
主
体
間
の
情
報
共
有
・
相
互
連
携
が
行
わ
れ
て
い
な
い

（
県
民
）

○
環
境
問
題
へ
の
関
心
が
具
体
的
な
行
動
に
つ
な
が
っ
て
い
な
い

○
経
済
的
メ
リ
ッ
ト
の
な
い
取
組
は
積
極
的
に
実
践
さ
れ
に
く
い

（
地
域
）

○
県
民
が
環
境
保
全
活
動
に
参
加
し
や
す
い
仕
組
み
が
十
分
で
は
な
い

（
学
校
）

○
子
ど
も
た
ち
の
発
達
段
階
に
応
じ
た
環
境
教
育
が
十
分
で
は
な
い

○
民
間
団
体
・
事
業
者
と
の
協
力
体
制
が
整
っ
て
い
な
い

○
総
合
的
な
学
習
の
時
間
で
の
効
果
的
な
環
境
教
育
の
実
施
が
不
足

（
民
間
団
体
）

○
弱
い
運
営
基
盤
，
高
齢
化
，
弱
い
情
報
発
信
な
ど
継
続
運
営
に
課
題

（
事
業
者
）

○
環
境
配
慮
経
営
，
Ｅ
Ｍ
Ｓ
導
入
や
従
業
員
の
環
境
教
育
が
十
分
で
な
い

（
県
・
市
町
村
）

○
各
主
体
の
取
組
に
対
す
る
支
援
が
十
分
で
は
な
い

３
各

主
体

・
場

の
取

組
に
お
け
る
現

状
と
課

題

○
学
校
の
教
職
員
等
に
対
す
る
環
境
教
育
研
修
が
な
い

○
学
校
の
ニ
ー
ズ
に
応
え
ら
れ
る
外
部
講
師
が
確
保
さ
れ
て
い
な
い

○
環
境
関
連
団
体
が
相
互
に
交
流
す
る
機
会
が
確
保
さ
れ
て
い
な
い

○
中
核
人
材
の
た
め
の
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
技
能
等
の
習
得
機
会
が
不
十
分

○
環
境
情
報
セ
ン
タ
ー
の
認
知
度
が
低
い

○
県
内
の
体
験
型
施
設
間
で
の
環
境
教
育
の
視
点
で
の
結
び
つ
き
が
弱
い

２
環

境
教

育
施

設
等

に
関

す
る
現

状
と
課

題

１
人

材
育

成
・
活

用
に
係

る
現

状
と
課

題

○
Ｅ
Ｓ
Ｄ
な
ど
国
際
的
な
要
請
を
受
け
た
課
題

○
地
球
温
暖
化
，
エ
ネ
ル
ギ
ー
，
３
Ｒ
，
生
物
多
様
性
等
の
課
題

○
環
境
教
育
を
実
践
し
よ
う
と
す
る
学
校
へ
の
後
押
し
が
不
足

５
環

境
教

育
の

多
様

な
課

題
へ

の
対

応

地
球

温
暖

化
，
廃

棄
物

増
加

，
自

然
環

境
の

悪
化

な
ど
の

環
境

問
題

に
直

面

民
間

団
体

に
対

す
る
活

動
支

援
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宮城県環境基本条例（抜粋）

（環境教育の振興等）

第十八条 県は，市町村，関係機関及び関係団体と協力して，良好な環境の保全及び創造に関し，教育及び学習

の振興並びに広報活動の充実を図ることにより，県民及び事業者がその理解を深めるとともに，これらの者の良好

な環境の保全及び創造に関する活動を行う意欲が増進されるよう必要な措置を講ずるものとする。

（良好な環境の保全及び創造に関する活動の促進）

第十九条 県は，県民，事業者又はこれらの者の組織する民間の団体(以下「民間団体等」という。)が 自発的に行

う良好な環境の保全及び創造に関する活動が促進されるよう必要な措置を講ずるものとする。

（情報の提供）

第二十条 県は，第十八条の良好な環境の保全及び創造に関する教育及び学習の振興並びに前条の民間団体

等が自発的に行う良好な環境の保全及び創造に関する活動の促進に資するため，環境の状況その他の良好な環

境の保全及び創造に関する必要な情報を適切に提供するよう努めるものとする。
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宮城県環境基本条例（抜粋）

（環境教育の振興等）

第十八条 県は，市町村，関係機関及び関係団体と協力して，良好な環境の保全及び創造に関し，教育及び学習

の振興並びに広報活動の充実を図ることにより，県民及び事業者がその理解を深めるとともに，これらの者の良好

な環境の保全及び創造に関する活動を行う意欲が増進されるよう必要な措置を講ずるものとする。

（良好な環境の保全及び創造に関する活動の促進）

第十九条 県は，県民，事業者又はこれらの者の組織する民間の団体(以下「民間団体等」という。)が 自発的に行

う良好な環境の保全及び創造に関する活動が促進されるよう必要な措置を講ずるものとする。

（情報の提供）

第二十条 県は，第十八条の良好な環境の保全及び創造に関する教育及び学習の振興並びに前条の民間団体

等が自発的に行う良好な環境の保全及び創造に関する活動の促進に資するため，環境の状況その他の良好な環

境の保全及び創造に関する必要な情報を適切に提供するよう努めるものとする。

環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律 

 （平成１５年７月２５日法律第１３０号） 
 
   第１章 総則   
（目的）  
第１条  この法律は、健全で恵み豊かな環境を維持しつつ、

環境への負荷の少ない健全な経済の発展を図りながら持

続的に発展することができる社会（以下「持続可能な社

会」という。）を構築する上で事業者、国民及びこれらの

者の組織する民間の団体（以下「国民、民間団体等」と

いう。）が行う環境保全活動並びにその促進のための環境

保全の意欲の増進及び環境教育が重要であることに加え、

これらの取組を効果的に進める上で協働取組が重要であ

ることに鑑み、環境保全活動、環境保全の意欲の増進及

び環境教育並びに協働取組について、基本理念を定め、

並びに国民、民間団体等、国及び地方公共団体の責務を

明らかにするとともに、基本方針の策定その他の環境保

全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働

取組の推進に必要な事項を定め、もって現在及び将来の

国民の健康で文化的な生活の確保に寄与することを目的

とする。  
（定義）  
第２条  この法律において「環境保全活動」とは、地球環

境保全、公害の防止、生物の多様性の保全等の自然環境

の保護及び整備、循環型社会の形成その他の環境の保全

（良好な環境の創出を含む。以下単に「環境の保全」と

いう。）を主たる目的として自発的に行われる活動をいう。  
２ この法律において「環境保全の意欲の増進」とは、環

境の保全に関する情報の提供並びに環境の保全に関する

体験の機会の提供及びその便宜の供与であって、環境の

保全についての理解を深め、及び環境保全活動を行う意

欲を増進するために行われるものをいう。  
３ この法律において「環境教育」とは、持続可能な社会

の構築を目指して、家庭、学校、職場、地域その他のあ

らゆる場において、環境と社会、経済及び文化とのつな

がりその他環境の保全についての理解を深めるために行

われる環境の保全に関する教育及び学習をいう。  
４ この法律において「協働取組」とは、国民、民間団体

等、国又は地方公共団体がそれぞれ適切に役割を分担し

つつ対等の立場において相互に協力して行う環境保全活

動、環境保全の意欲の増進、環境教育その他の環境の保

全に関する取組をいう。  
（基本理念）  
第３条 環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教

育は、地球環境がもたらす恵みを持続的に享受すること、

豊かな自然を保全し及び育成してこれと共生する地域社

会を構築すること、循環型社会を形成し、環境への負荷

を低減すること並びに地球規模の視点に立って環境の保

全と経済及び社会の発展を統合的に推進することの重要

性を踏まえ、国民、民間団体等の自発的意思を尊重しつ

つ、持続可能な社会の構築のために社会を構成する多様

な主体がそれぞれ適切な役割を果たすとともに、対等の

立場において相互に協力して行われるものとする。  
２ 環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育は、

森林、田園、公園、河川、湖沼、海岸、海洋等における

自然体験活動その他の体験活動を通じて環境の保全につ

いての理解と関心を深めることの重要性を踏まえ、生命

を尊び、自然を大切にし、環境の保全に寄与する態度が

養われることを旨として行われるとともに、地域住民そ

の他の社会を構成する多様な主体の参加と協力を得るよ

う努め、透明性を確保しながら継続的に行われるものと

する。  
３ 環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育は、

森林、田園、公園、河川、湖沼、海岸、海洋等における

自然環境をはぐくみ、これを維持管理することの重要性

について一般の理解が深まるよう、必要な配慮をすると

ともに、国土の保全その他の公益との調整に留意し、並

びに農林水産業その他の地域における産業との調和、地

域住民の生活の安定及び福祉の維持向上並びに地域にお

ける環境の保全に関する文化及び歴史の継承に配慮して

行われるものとする。  
（国民、民間団体等の責務）  
第４条 国民、民間団体等は、家庭、職場、地域等におい

て、前条の基本理念（以下単に「基本理念」という。）に

のっとり、環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環

境教育並びに協働取組を自ら進んで行うよう努めるとと

もに、他の者の行う環境保全活動、環境保全の意欲の増

進及び環境教育並びに協働取組に協力するよう努めるも

のとする。  
（国の責務）  
第５条 国は、経済社会の変化に伴い、持続可能な社会の

構築に関し国民、民間団体等が行う環境保全活動、環境

保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組の果たす

べき役割がより重要となることに鑑み、基本理念にのっ

とり、環境の保全に関する施策の策定及び実施に当たっ

ては、環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教

育並びに協働取組を行う国民、民間団体等との適切な連

携を図るよう留意するものとする。  
２ 国は、基本理念にのっとり、環境保全活動、環境保全

の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組の推進に関す

る基本的かつ総合的な施策を策定し、及び実施するもの

とする。  
（地方公共団体の責務）  
第６条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、環境保全

活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取

組の推進に関し、国との適切な役割分担を踏まえて、そ

の地方公共団体の区域の自然的社会的条件に応じた施策

を策定し、及び実施するよう努めるものとする。  
   第２章 基本方針等   
（基本方針）  
第７条 政府は、環境保全活動、環境保全の意欲の増進及

び環境教育並びに協働取組の推進に関する基本的な方針

（以下「基本方針」という。）を定めなければならない。  
２ 基本方針には、次に掲げる事項について、環境保全活

動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組

の動向等を勘案して、定めるものとする。  
(1) 環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育

並びに協働取組の推進に関する基本的な事項  
(2) 環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育

並びに協働取組の推進に関し政府が実施すべき施策に

関する基本的な方針  
(3) その他環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環

境教育並びに協働取組の推進に関する重要な事項  
３ 基本方針を定めるに当たっては、環境保全活動、環境
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宮城県環境基本条例（抜粋）

（環境教育の振興等）

第十八条 県は，市町村，関係機関及び関係団体と協力して，良好な環境の保全及び創造に関し，教育及び学習

の振興並びに広報活動の充実を図ることにより，県民及び事業者がその理解を深めるとともに，これらの者の良好

な環境の保全及び創造に関する活動を行う意欲が増進されるよう必要な措置を講ずるものとする。

（良好な環境の保全及び創造に関する活動の促進）

第十九条 県は，県民，事業者又はこれらの者の組織する民間の団体(以下「民間団体等」という。)が 自発的に行

う良好な環境の保全及び創造に関する活動が促進されるよう必要な措置を講ずるものとする。

（情報の提供）

第二十条 県は，第十八条の良好な環境の保全及び創造に関する教育及び学習の振興並びに前条の民間団体

等が自発的に行う良好な環境の保全及び創造に関する活動の促進に資するため，環境の状況その他の良好な環

境の保全及び創造に関する必要な情報を適切に提供するよう努めるものとする。

環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律 

 （平成１５年７月２５日法律第１３０号） 
 
   第１章 総則   
（目的）  
第１条  この法律は、健全で恵み豊かな環境を維持しつつ、

環境への負荷の少ない健全な経済の発展を図りながら持

続的に発展することができる社会（以下「持続可能な社

会」という。）を構築する上で事業者、国民及びこれらの

者の組織する民間の団体（以下「国民、民間団体等」と

いう。）が行う環境保全活動並びにその促進のための環境

保全の意欲の増進及び環境教育が重要であることに加え、

これらの取組を効果的に進める上で協働取組が重要であ

ることに鑑み、環境保全活動、環境保全の意欲の増進及

び環境教育並びに協働取組について、基本理念を定め、

並びに国民、民間団体等、国及び地方公共団体の責務を

明らかにするとともに、基本方針の策定その他の環境保

全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働

取組の推進に必要な事項を定め、もって現在及び将来の

国民の健康で文化的な生活の確保に寄与することを目的

とする。  
（定義）  
第２条  この法律において「環境保全活動」とは、地球環

境保全、公害の防止、生物の多様性の保全等の自然環境

の保護及び整備、循環型社会の形成その他の環境の保全

（良好な環境の創出を含む。以下単に「環境の保全」と

いう。）を主たる目的として自発的に行われる活動をいう。  
２ この法律において「環境保全の意欲の増進」とは、環

境の保全に関する情報の提供並びに環境の保全に関する

体験の機会の提供及びその便宜の供与であって、環境の

保全についての理解を深め、及び環境保全活動を行う意

欲を増進するために行われるものをいう。  
３ この法律において「環境教育」とは、持続可能な社会

の構築を目指して、家庭、学校、職場、地域その他のあ

らゆる場において、環境と社会、経済及び文化とのつな

がりその他環境の保全についての理解を深めるために行

われる環境の保全に関する教育及び学習をいう。  
４ この法律において「協働取組」とは、国民、民間団体

等、国又は地方公共団体がそれぞれ適切に役割を分担し

つつ対等の立場において相互に協力して行う環境保全活

動、環境保全の意欲の増進、環境教育その他の環境の保

全に関する取組をいう。  
（基本理念）  
第３条 環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教

育は、地球環境がもたらす恵みを持続的に享受すること、

豊かな自然を保全し及び育成してこれと共生する地域社

会を構築すること、循環型社会を形成し、環境への負荷

を低減すること並びに地球規模の視点に立って環境の保

全と経済及び社会の発展を統合的に推進することの重要

性を踏まえ、国民、民間団体等の自発的意思を尊重しつ

つ、持続可能な社会の構築のために社会を構成する多様

な主体がそれぞれ適切な役割を果たすとともに、対等の

立場において相互に協力して行われるものとする。  
２ 環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育は、

森林、田園、公園、河川、湖沼、海岸、海洋等における

自然体験活動その他の体験活動を通じて環境の保全につ

いての理解と関心を深めることの重要性を踏まえ、生命

を尊び、自然を大切にし、環境の保全に寄与する態度が

養われることを旨として行われるとともに、地域住民そ

の他の社会を構成する多様な主体の参加と協力を得るよ

う努め、透明性を確保しながら継続的に行われるものと

する。  
３ 環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育は、

森林、田園、公園、河川、湖沼、海岸、海洋等における

自然環境をはぐくみ、これを維持管理することの重要性

について一般の理解が深まるよう、必要な配慮をすると

ともに、国土の保全その他の公益との調整に留意し、並

びに農林水産業その他の地域における産業との調和、地

域住民の生活の安定及び福祉の維持向上並びに地域にお

ける環境の保全に関する文化及び歴史の継承に配慮して

行われるものとする。  
（国民、民間団体等の責務）  
第４条 国民、民間団体等は、家庭、職場、地域等におい

て、前条の基本理念（以下単に「基本理念」という。）に

のっとり、環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環

境教育並びに協働取組を自ら進んで行うよう努めるとと

もに、他の者の行う環境保全活動、環境保全の意欲の増

進及び環境教育並びに協働取組に協力するよう努めるも

のとする。  
（国の責務）  
第５条 国は、経済社会の変化に伴い、持続可能な社会の

構築に関し国民、民間団体等が行う環境保全活動、環境

保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組の果たす

べき役割がより重要となることに鑑み、基本理念にのっ

とり、環境の保全に関する施策の策定及び実施に当たっ

ては、環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教

育並びに協働取組を行う国民、民間団体等との適切な連

携を図るよう留意するものとする。  
２ 国は、基本理念にのっとり、環境保全活動、環境保全

の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組の推進に関す

る基本的かつ総合的な施策を策定し、及び実施するもの

とする。  
（地方公共団体の責務）  
第６条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、環境保全

活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取

組の推進に関し、国との適切な役割分担を踏まえて、そ

の地方公共団体の区域の自然的社会的条件に応じた施策

を策定し、及び実施するよう努めるものとする。  
   第２章 基本方針等   
（基本方針）  
第７条 政府は、環境保全活動、環境保全の意欲の増進及

び環境教育並びに協働取組の推進に関する基本的な方針

（以下「基本方針」という。）を定めなければならない。  
２ 基本方針には、次に掲げる事項について、環境保全活

動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組

の動向等を勘案して、定めるものとする。  
(1) 環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育

並びに協働取組の推進に関する基本的な事項  
(2) 環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育

並びに協働取組の推進に関し政府が実施すべき施策に

関する基本的な方針  
(3) その他環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環

境教育並びに協働取組の推進に関する重要な事項  
３ 基本方針を定めるに当たっては、環境保全活動、環境
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保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組の推進に

関する国際的な連携の確保並びに持続可能な社会の構築

に資する経済的、社会的な取組の促進に配慮しなければ

ならない。  
４ 環境大臣及び文部科学大臣は、基本方針の案を作成し、

閣議の決定を求めなければならない。  
５ 環境大臣及び文部科学大臣は、基本方針の案の作成に

関する事務のうち、農林水産省、経済産業省又は国土交

通省の所掌に係るものについては、それぞれ、農林水産

大臣、経済産業大臣又は国土交通大臣と共同して行うも

のとする。  
６ 環境大臣及び文部科学大臣は、基本方針の案を作成し

ようとするときは、広く一般の意見を聴かなければなら

ない。  
７ 環境大臣及び文部科学大臣は、第４項の規定による閣

議の決定があったときは、遅滞なく、基本方針を公表し

なければならない。  
８ 第４項から前項までの規定は、基本方針の変更につい

て準用する。  
（都道府県及び市町村の行動計画）  
第８条 都道府県及び市町村は、基本方針を勘案して、そ

の都道府県又は市町村の区域の自然的社会的条件に応じ

た環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並

びに協働取組の推進に関する行動計画（以下「行動計画」

という。）を作成するよう努めるものとする。  
２ 行動計画には、おおむね次に掲げる事項について定め

るものとする。  
(1) 環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育

並びに協働取組の推進に関する基本的な事項  
(2) 環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育

並びに協働取組の推進に関し実施すべき施策に関する

事項  
(3) その他環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環

境教育並びに協働取組の推進に関する重要な事項  
３ 都道府県及び市町村は、行動計画を作成しようとする

ときは、あらかじめ、住民その他の関係者の意見を反映

させるために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。  
４ 都道府県及び市町村は、行動計画を作成したときは、

遅滞なく、これを公表するよう努めるものとする。  
５ 行動計画を作成した都道府県及び市町村は、毎年１回、

行動計画に基づく施策の実施の状況を公表するよう努め

るものとする。  
６ 前３項の規定は、行動計画の変更について準用する。  
（環境教育等推進協議会）  
第８条の２ 行動計画を作成しようとする都道府県及び市

町村は、行動計画の作成に関する協議及び行動計画の実

施に係る連絡調整を行うための環境教育等推進協議会

（以下この条において「協議会」という。）を組織するこ

とができる。  
２ 協議会は、次に掲げる者をもって構成する。  

(1) 行動計画を作成しようとする都道府県又は市町村  
(2) 当該都道府県又は市町村の教育委員会  
(3) 学校教育及び社会教育の関係者  
(4) 関係する国民、民間団体等、学識経験者その他の当

該都道府県又は市町村が必要と認める者  
３ 都道府県及び市町村は、前項第４号に掲げる者を決定

するに当たっては、公募の方法により行うよう努めるも

のとする。  
４ 協議会において協議が調った事項については、協議会

の構成員は、その協議の結果を尊重するとともに、行動

計画の実施に関し、相協力して、環境保全活動、環境保

全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組の推進に努

めるものとする。  
５ 主務大臣は、行動計画の作成及び実施が円滑に行われ

るように、協議会の構成員の求めに応じて、必要な助言

をすることができる。  
６ 前各項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要

な事項は、協議会が定める。  
（行動計画の作成等の提案）  
第８条の３ 次に掲げる者は、都道府県又は市町村に対し

て、行動計画の作成又は変更をすることを提案すること

ができる。この場合においては、基本方針に即して、当

該提案に係る行動計画の素案を作成して、これを提示し

なければならない。  
(1) 学校教育及び社会教育の関係者  
(2) 国民、民間団体等及び学識経験者で環境保全活動、

環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組の

推進に関し関係を有するもの  
２ 前項の規定による提案を受けた都道府県又は市町村は、

当該提案に基づき行動計画の作成又は変更をするか否か

について、遅滞なく、公表するよう努めるものとする。

この場合において、行動計画の作成又は変更をしないこ

ととするときは、その理由を明らかにするよう努めるも

のとする。  
  第３章 環境保全のための国民の取組の促進   
   第１節 環境保全の意欲の増進、環境教育等の推進   
（学校教育等における環境教育に係る支援等）  
第９条 国、都道府県及び市町村は、国民が、幼児期から

その発達段階に応じ、あらゆる機会を通じて環境の保全

についての理解と関心を深めることができるよう、学校

教育及び社会教育における環境教育の推進に必要な施策

を講ずるものとする。  
２ 国は、環境と人との関わりが総合的に理解できるよう、

学校教育において各教科その他の教育活動を通じて発達

段階に応じた体系的な環境教育を行うことを促進するた

め、環境の保全に関する体験学習等の学校教育における

環境教育の充実のための措置、教育職員の研修の内容の

充実その他の環境教育に係る教育職員の資質の向上のた

めの措置、参考となる資料等の情報の提供、教材の開発

その他の必要な措置を講ずるものとする。  
３ 国は、環境教育の教材として活用するとともに、環境

への負荷を低減するため、校舎、運動場等の学校施設そ

の他の施設の整備の際に適切な配慮を促進するとともに、

当該施設を活用し、教育を通じた環境保全活動を促進す

るよう必要な措置を講ずるものとする。  
４ 都道府県及び市町村は、前２項に規定する国の施策に

準じて、学校教育及び社会教育における環境教育の促進

に必要な措置を講ずるよう努めるものとする。  
５ 国は、都道府県及び市町村に対し、第１項に規定する

施策及び前項に規定する措置に関し必要な助言その他の

措置を講ずるよう努めるものとする。  
６ 国は、前項の措置を講ずるに当たっては、都道府県及

び市町村に対し、第１７条の規定による情報の提供（第

１１条第７項に規定する登録人材認定等事業に関する情
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保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組の推進に

関する国際的な連携の確保並びに持続可能な社会の構築

に資する経済的、社会的な取組の促進に配慮しなければ

ならない。  
４ 環境大臣及び文部科学大臣は、基本方針の案を作成し、

閣議の決定を求めなければならない。  
５ 環境大臣及び文部科学大臣は、基本方針の案の作成に

関する事務のうち、農林水産省、経済産業省又は国土交

通省の所掌に係るものについては、それぞれ、農林水産

大臣、経済産業大臣又は国土交通大臣と共同して行うも

のとする。  
６ 環境大臣及び文部科学大臣は、基本方針の案を作成し

ようとするときは、広く一般の意見を聴かなければなら

ない。  
７ 環境大臣及び文部科学大臣は、第４項の規定による閣

議の決定があったときは、遅滞なく、基本方針を公表し

なければならない。  
８ 第４項から前項までの規定は、基本方針の変更につい

て準用する。  
（都道府県及び市町村の行動計画）  
第８条 都道府県及び市町村は、基本方針を勘案して、そ

の都道府県又は市町村の区域の自然的社会的条件に応じ

た環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並

びに協働取組の推進に関する行動計画（以下「行動計画」

という。）を作成するよう努めるものとする。  
２ 行動計画には、おおむね次に掲げる事項について定め

るものとする。  
(1) 環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育

並びに協働取組の推進に関する基本的な事項  
(2) 環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育

並びに協働取組の推進に関し実施すべき施策に関する

事項  
(3) その他環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環

境教育並びに協働取組の推進に関する重要な事項  
３ 都道府県及び市町村は、行動計画を作成しようとする

ときは、あらかじめ、住民その他の関係者の意見を反映

させるために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。  
４ 都道府県及び市町村は、行動計画を作成したときは、

遅滞なく、これを公表するよう努めるものとする。  
５ 行動計画を作成した都道府県及び市町村は、毎年１回、

行動計画に基づく施策の実施の状況を公表するよう努め

るものとする。  
６ 前３項の規定は、行動計画の変更について準用する。  
（環境教育等推進協議会）  
第８条の２ 行動計画を作成しようとする都道府県及び市

町村は、行動計画の作成に関する協議及び行動計画の実

施に係る連絡調整を行うための環境教育等推進協議会

（以下この条において「協議会」という。）を組織するこ

とができる。  
２ 協議会は、次に掲げる者をもって構成する。  

(1) 行動計画を作成しようとする都道府県又は市町村  
(2) 当該都道府県又は市町村の教育委員会  
(3) 学校教育及び社会教育の関係者  
(4) 関係する国民、民間団体等、学識経験者その他の当

該都道府県又は市町村が必要と認める者  
３ 都道府県及び市町村は、前項第４号に掲げる者を決定

するに当たっては、公募の方法により行うよう努めるも

のとする。  
４ 協議会において協議が調った事項については、協議会

の構成員は、その協議の結果を尊重するとともに、行動

計画の実施に関し、相協力して、環境保全活動、環境保

全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組の推進に努

めるものとする。  
５ 主務大臣は、行動計画の作成及び実施が円滑に行われ

るように、協議会の構成員の求めに応じて、必要な助言

をすることができる。  
６ 前各項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要

な事項は、協議会が定める。  
（行動計画の作成等の提案）  
第８条の３ 次に掲げる者は、都道府県又は市町村に対し

て、行動計画の作成又は変更をすることを提案すること

ができる。この場合においては、基本方針に即して、当

該提案に係る行動計画の素案を作成して、これを提示し

なければならない。  
(1) 学校教育及び社会教育の関係者  
(2) 国民、民間団体等及び学識経験者で環境保全活動、

環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組の

推進に関し関係を有するもの  
２ 前項の規定による提案を受けた都道府県又は市町村は、

当該提案に基づき行動計画の作成又は変更をするか否か

について、遅滞なく、公表するよう努めるものとする。

この場合において、行動計画の作成又は変更をしないこ

ととするときは、その理由を明らかにするよう努めるも

のとする。  
  第３章 環境保全のための国民の取組の促進   
   第１節 環境保全の意欲の増進、環境教育等の推進   
（学校教育等における環境教育に係る支援等）  
第９条 国、都道府県及び市町村は、国民が、幼児期から

その発達段階に応じ、あらゆる機会を通じて環境の保全

についての理解と関心を深めることができるよう、学校

教育及び社会教育における環境教育の推進に必要な施策

を講ずるものとする。  
２ 国は、環境と人との関わりが総合的に理解できるよう、

学校教育において各教科その他の教育活動を通じて発達

段階に応じた体系的な環境教育を行うことを促進するた

め、環境の保全に関する体験学習等の学校教育における

環境教育の充実のための措置、教育職員の研修の内容の

充実その他の環境教育に係る教育職員の資質の向上のた

めの措置、参考となる資料等の情報の提供、教材の開発

その他の必要な措置を講ずるものとする。  
３ 国は、環境教育の教材として活用するとともに、環境

への負荷を低減するため、校舎、運動場等の学校施設そ

の他の施設の整備の際に適切な配慮を促進するとともに、

当該施設を活用し、教育を通じた環境保全活動を促進す

るよう必要な措置を講ずるものとする。  
４ 都道府県及び市町村は、前２項に規定する国の施策に

準じて、学校教育及び社会教育における環境教育の促進

に必要な措置を講ずるよう努めるものとする。  
５ 国は、都道府県及び市町村に対し、第１項に規定する

施策及び前項に規定する措置に関し必要な助言その他の

措置を講ずるよう努めるものとする。  
６ 国は、前項の措置を講ずるに当たっては、都道府県及

び市町村に対し、第１７条の規定による情報の提供（第

１１条第７項に規定する登録人材認定等事業に関する情

報の提供を含む。）その他の環境教育の推進に資する情報

の提供等により、学校教育及び社会教育における環境教

育の実施の際に、環境の保全に関する知識、経験等を有

する人材等が広く活用されることとなるよう、適切な配

慮をするものとする。  
７ 国、都道府県及び市町村は、環境教育の内容及び方法

についての調査研究を行い、その結果に応じて、これら

の改善に努めるものとする。  
（職場における環境保全の意欲の増進及び環境教育）  
第１０条 事業者及び国民の組織する民間の団体（以下こ

の条、第２１条の３第１項、第２項及び第４項並びに第

２３条第１項において「民間団体」という。）、事業者、

国並びに地方公共団体は、その雇用する者に対し、環境

の保全に関する知識及び技能を向上させるために必要な

環境保全の意欲の増進又は環境教育を行うよう努めるも

のとする。  
２ 国、都道府県及び市町村は、民間団体又は事業者であ

ってその雇用する者に対して環境保全の意欲の増進又は

環境教育を行うものに対し、環境の保全に関する指導を

行うことができる人材、環境保全の意欲の増進又は環境

教育に係る資料等に関する情報の提供その他の必要な支

援を行うよう努めるものとする。  
３ 民間団体、事業者、国及び地方公共団体は、国民の環

境の保全に関する知識及び技能を向上させるため、職場

において学生の就業体験その他の必要な体験の機会の提

供に努めるものとする。  
（環境教育等支援団体）  
第１０条の２ 主務大臣は、特定非営利活動促進法 （平成

１０年法律第７号）第２条第２項の特定非営利活動法人

その他の営利を目的としない民間の団体であって、次項

に規定する事業（以下この条及び第２５条第１項第１号

において「支援事業」という。）に関し次に掲げる基準に

適合すると認められるものを、その申請により、環境教

育等支援団体（以下この条及び第２５条第１項第１号に

おいて「支援団体」という。）として指定することができ

る。  
(1) 支援事業を確実に行うに足りる経理的基礎及び技

術的能力を有するものとして、主務省令で定める基準

に適合するものであること。  
(2) 前号に定めるもののほか、支援事業を公正かつ適確

に実施することができるものとして、主務省令で定め

る基準に適合するものであること。  
２ 支援団体は、環境保全活動、環境保全の意欲の増進若

しくは環境教育又は協働取組を行う国民、民間団体等を

支援するため、次に掲げる事業の全部又は一部を行うも

のとする。  
(1) 環境保全活動、環境保全の意欲の増進若しくは環境

教育又は協働取組に関する情報及び資料の収集、整理

及び提供を行うこと。  
(2) 環境保全活動、環境保全の意欲の増進若しくは環境

教育又は協働取組に関する調査研究（これらに関する

政策に係るものを含む。）を行い、及びその成果を提供

すること。  
(3) 環境保全活動、環境保全の意欲の増進若しくは環境

教育又は協働取組の手引その他の資料等を作成し、及

び提供すること。  
(4) 環境保全活動、環境保全の意欲の増進若しくは環境

教育又は協働取組に関し、照会及び相談に応じ、並び

に必要な助言を行うこと。  
(5) 環境保全活動、環境保全の意欲の増進若しくは環境

教育又は協働取組を行うに当たって必要な指導者等の

あっせん又は紹介を行うこと。  
(6) 前各号の事業に附帯する事業  

３ 主務大臣は、支援団体に対し、支援事業に関連する環

境保全活動、環境保全の意欲の増進若しくは環境教育又

は協働取組に関する情報の提供その他の措置を講ずるも

のとする。  
４ 支援団体は、支援事業の実施状況を踏まえ、環境保全

活動、環境保全の意欲の増進若しくは環境教育又は協働

取組の推進につき、主務大臣に対し必要な意見を述べる

ことができる。  
５ 主務大臣は、支援団体の財産の状況又は支援事業の運

営に関し改善が必要であると認めるときは、当該支援団

体に対し、その改善に必要な措置をとるべきことを命ず

ることができる。  
６ 主務大臣は、支援団体が前項の規定による命令に違反

したときは、第１項の指定を取り消すことができる。  
７ 前各項に定めるもののほか、第１項の指定の手続その

他支援団体に関し必要な事項は、主務省令で定める。  
（人材認定等事業の登録）  
第１１条 環境の保全に関する知識及び環境の保全に関す

る指導を行う能力を有する者若しくは協働取組の促進に

必要な能力を有する者を育成し、若しくは認定する事業

（学校教育法 （昭和２２年法律第２６号）第１０４条 に
規定する学位の授与に係るものを含まない。）又は環境保

全の意欲の増進若しくは環境教育に関する教材を開発し、

及び提供する事業（以下「人材認定等事業」という。）で

あって主務省令で定めるものを行う企業、大学の設置者

その他の事業者、国民及びこれらの者の組織する民間の

団体（第７項及び第１７条において「民間の団体等」と

いう。）は、当該人材認定等事業について、主務大臣の登

録を受けることができる。  
２ 前項の登録（以下この条及び第１３条から第１５条ま

でにおいて単に「登録」という。）の申請をしようとする

者は、主務省令で定めるところにより、次に掲げる事項

を記載した申請書を主務大臣に提出しなければならない。  
(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人その他の団体に

あっては代表者の氏名  
(2) 人材認定等事業の内容  
(3) その他主務省令で定める事項  

３ 次の各号のいずれかに該当する者は、登録の申請をす

ることができない。  
(1) 第２６条に規定する罪を犯し、刑に処せられ、その

執行を終わり、又はその執行を受けることがなくなっ

た日から２年を経過しない者  
(2) 第１４条第１項の規定により登録を取り消され、そ

の取消しの日から２年を経過しない者  
(3) 法人その他の団体であって、その役員（法人でない

団体にあっては、その代表者）のうちに前２号のいず

れかに該当する者があるもの  
４ 主務大臣は、登録の申請に係る人材認定等事業が次の

各号のいずれにも適合していると認めるときは、その登

録をしなければならない。  
(1) 基本方針に照らして適切なものであること。  
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保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組の推進に

関する国際的な連携の確保並びに持続可能な社会の構築

に資する経済的、社会的な取組の促進に配慮しなければ

ならない。  
４ 環境大臣及び文部科学大臣は、基本方針の案を作成し、

閣議の決定を求めなければならない。  
５ 環境大臣及び文部科学大臣は、基本方針の案の作成に

関する事務のうち、農林水産省、経済産業省又は国土交

通省の所掌に係るものについては、それぞれ、農林水産

大臣、経済産業大臣又は国土交通大臣と共同して行うも

のとする。  
６ 環境大臣及び文部科学大臣は、基本方針の案を作成し

ようとするときは、広く一般の意見を聴かなければなら

ない。  
７ 環境大臣及び文部科学大臣は、第４項の規定による閣

議の決定があったときは、遅滞なく、基本方針を公表し

なければならない。  
８ 第４項から前項までの規定は、基本方針の変更につい

て準用する。  
（都道府県及び市町村の行動計画）  
第８条 都道府県及び市町村は、基本方針を勘案して、そ

の都道府県又は市町村の区域の自然的社会的条件に応じ

た環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並

びに協働取組の推進に関する行動計画（以下「行動計画」

という。）を作成するよう努めるものとする。  
２ 行動計画には、おおむね次に掲げる事項について定め

るものとする。  
(1) 環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育

並びに協働取組の推進に関する基本的な事項  
(2) 環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育

並びに協働取組の推進に関し実施すべき施策に関する

事項  
(3) その他環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環

境教育並びに協働取組の推進に関する重要な事項  
３ 都道府県及び市町村は、行動計画を作成しようとする

ときは、あらかじめ、住民その他の関係者の意見を反映

させるために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。  
４ 都道府県及び市町村は、行動計画を作成したときは、

遅滞なく、これを公表するよう努めるものとする。  
５ 行動計画を作成した都道府県及び市町村は、毎年１回、

行動計画に基づく施策の実施の状況を公表するよう努め

るものとする。  
６ 前３項の規定は、行動計画の変更について準用する。  
（環境教育等推進協議会）  
第８条の２ 行動計画を作成しようとする都道府県及び市

町村は、行動計画の作成に関する協議及び行動計画の実

施に係る連絡調整を行うための環境教育等推進協議会

（以下この条において「協議会」という。）を組織するこ

とができる。  
２ 協議会は、次に掲げる者をもって構成する。  

(1) 行動計画を作成しようとする都道府県又は市町村  
(2) 当該都道府県又は市町村の教育委員会  
(3) 学校教育及び社会教育の関係者  
(4) 関係する国民、民間団体等、学識経験者その他の当

該都道府県又は市町村が必要と認める者  
３ 都道府県及び市町村は、前項第４号に掲げる者を決定

するに当たっては、公募の方法により行うよう努めるも

のとする。  
４ 協議会において協議が調った事項については、協議会

の構成員は、その協議の結果を尊重するとともに、行動

計画の実施に関し、相協力して、環境保全活動、環境保

全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組の推進に努

めるものとする。  
５ 主務大臣は、行動計画の作成及び実施が円滑に行われ

るように、協議会の構成員の求めに応じて、必要な助言

をすることができる。  
６ 前各項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要

な事項は、協議会が定める。  
（行動計画の作成等の提案）  
第８条の３ 次に掲げる者は、都道府県又は市町村に対し

て、行動計画の作成又は変更をすることを提案すること

ができる。この場合においては、基本方針に即して、当

該提案に係る行動計画の素案を作成して、これを提示し

なければならない。  
(1) 学校教育及び社会教育の関係者  
(2) 国民、民間団体等及び学識経験者で環境保全活動、

環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組の

推進に関し関係を有するもの  
２ 前項の規定による提案を受けた都道府県又は市町村は、

当該提案に基づき行動計画の作成又は変更をするか否か

について、遅滞なく、公表するよう努めるものとする。

この場合において、行動計画の作成又は変更をしないこ

ととするときは、その理由を明らかにするよう努めるも

のとする。  
  第３章 環境保全のための国民の取組の促進   
   第１節 環境保全の意欲の増進、環境教育等の推進   
（学校教育等における環境教育に係る支援等）  
第９条 国、都道府県及び市町村は、国民が、幼児期から

その発達段階に応じ、あらゆる機会を通じて環境の保全

についての理解と関心を深めることができるよう、学校

教育及び社会教育における環境教育の推進に必要な施策

を講ずるものとする。  
２ 国は、環境と人との関わりが総合的に理解できるよう、

学校教育において各教科その他の教育活動を通じて発達

段階に応じた体系的な環境教育を行うことを促進するた

め、環境の保全に関する体験学習等の学校教育における

環境教育の充実のための措置、教育職員の研修の内容の

充実その他の環境教育に係る教育職員の資質の向上のた

めの措置、参考となる資料等の情報の提供、教材の開発

その他の必要な措置を講ずるものとする。  
３ 国は、環境教育の教材として活用するとともに、環境

への負荷を低減するため、校舎、運動場等の学校施設そ

の他の施設の整備の際に適切な配慮を促進するとともに、

当該施設を活用し、教育を通じた環境保全活動を促進す

るよう必要な措置を講ずるものとする。  
４ 都道府県及び市町村は、前２項に規定する国の施策に

準じて、学校教育及び社会教育における環境教育の促進

に必要な措置を講ずるよう努めるものとする。  
５ 国は、都道府県及び市町村に対し、第１項に規定する

施策及び前項に規定する措置に関し必要な助言その他の

措置を講ずるよう努めるものとする。  
６ 国は、前項の措置を講ずるに当たっては、都道府県及

び市町村に対し、第１７条の規定による情報の提供（第

１１条第７項に規定する登録人材認定等事業に関する情

報の提供を含む。）その他の環境教育の推進に資する情報

の提供等により、学校教育及び社会教育における環境教

育の実施の際に、環境の保全に関する知識、経験等を有

する人材等が広く活用されることとなるよう、適切な配

慮をするものとする。  
７ 国、都道府県及び市町村は、環境教育の内容及び方法

についての調査研究を行い、その結果に応じて、これら

の改善に努めるものとする。  
（職場における環境保全の意欲の増進及び環境教育）  
第１０条 事業者及び国民の組織する民間の団体（以下こ

の条、第２１条の３第１項、第２項及び第４項並びに第

２３条第１項において「民間団体」という。）、事業者、

国並びに地方公共団体は、その雇用する者に対し、環境

の保全に関する知識及び技能を向上させるために必要な

環境保全の意欲の増進又は環境教育を行うよう努めるも

のとする。  
２ 国、都道府県及び市町村は、民間団体又は事業者であ

ってその雇用する者に対して環境保全の意欲の増進又は

環境教育を行うものに対し、環境の保全に関する指導を

行うことができる人材、環境保全の意欲の増進又は環境

教育に係る資料等に関する情報の提供その他の必要な支

援を行うよう努めるものとする。  
３ 民間団体、事業者、国及び地方公共団体は、国民の環

境の保全に関する知識及び技能を向上させるため、職場

において学生の就業体験その他の必要な体験の機会の提

供に努めるものとする。  
（環境教育等支援団体）  
第１０条の２ 主務大臣は、特定非営利活動促進法 （平成

１０年法律第７号）第２条第２項の特定非営利活動法人

その他の営利を目的としない民間の団体であって、次項

に規定する事業（以下この条及び第２５条第１項第１号

において「支援事業」という。）に関し次に掲げる基準に

適合すると認められるものを、その申請により、環境教

育等支援団体（以下この条及び第２５条第１項第１号に

おいて「支援団体」という。）として指定することができ

る。  
(1) 支援事業を確実に行うに足りる経理的基礎及び技

術的能力を有するものとして、主務省令で定める基準

に適合するものであること。  
(2) 前号に定めるもののほか、支援事業を公正かつ適確

に実施することができるものとして、主務省令で定め

る基準に適合するものであること。  
２ 支援団体は、環境保全活動、環境保全の意欲の増進若

しくは環境教育又は協働取組を行う国民、民間団体等を

支援するため、次に掲げる事業の全部又は一部を行うも

のとする。  
(1) 環境保全活動、環境保全の意欲の増進若しくは環境

教育又は協働取組に関する情報及び資料の収集、整理

及び提供を行うこと。  
(2) 環境保全活動、環境保全の意欲の増進若しくは環境

教育又は協働取組に関する調査研究（これらに関する

政策に係るものを含む。）を行い、及びその成果を提供

すること。  
(3) 環境保全活動、環境保全の意欲の増進若しくは環境

教育又は協働取組の手引その他の資料等を作成し、及

び提供すること。  
(4) 環境保全活動、環境保全の意欲の増進若しくは環境

教育又は協働取組に関し、照会及び相談に応じ、並び

に必要な助言を行うこと。  
(5) 環境保全活動、環境保全の意欲の増進若しくは環境

教育又は協働取組を行うに当たって必要な指導者等の

あっせん又は紹介を行うこと。  
(6) 前各号の事業に附帯する事業  

３ 主務大臣は、支援団体に対し、支援事業に関連する環

境保全活動、環境保全の意欲の増進若しくは環境教育又

は協働取組に関する情報の提供その他の措置を講ずるも

のとする。  
４ 支援団体は、支援事業の実施状況を踏まえ、環境保全

活動、環境保全の意欲の増進若しくは環境教育又は協働

取組の推進につき、主務大臣に対し必要な意見を述べる

ことができる。  
５ 主務大臣は、支援団体の財産の状況又は支援事業の運

営に関し改善が必要であると認めるときは、当該支援団

体に対し、その改善に必要な措置をとるべきことを命ず

ることができる。  
６ 主務大臣は、支援団体が前項の規定による命令に違反

したときは、第１項の指定を取り消すことができる。  
７ 前各項に定めるもののほか、第１項の指定の手続その

他支援団体に関し必要な事項は、主務省令で定める。  
（人材認定等事業の登録）  
第１１条 環境の保全に関する知識及び環境の保全に関す

る指導を行う能力を有する者若しくは協働取組の促進に

必要な能力を有する者を育成し、若しくは認定する事業

（学校教育法 （昭和２２年法律第２６号）第１０４条 に
規定する学位の授与に係るものを含まない。）又は環境保

全の意欲の増進若しくは環境教育に関する教材を開発し、

及び提供する事業（以下「人材認定等事業」という。）で

あって主務省令で定めるものを行う企業、大学の設置者

その他の事業者、国民及びこれらの者の組織する民間の

団体（第７項及び第１７条において「民間の団体等」と

いう。）は、当該人材認定等事業について、主務大臣の登

録を受けることができる。  
２ 前項の登録（以下この条及び第１３条から第１５条ま

でにおいて単に「登録」という。）の申請をしようとする

者は、主務省令で定めるところにより、次に掲げる事項

を記載した申請書を主務大臣に提出しなければならない。  
(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人その他の団体に

あっては代表者の氏名  
(2) 人材認定等事業の内容  
(3) その他主務省令で定める事項  

３ 次の各号のいずれかに該当する者は、登録の申請をす

ることができない。  
(1) 第２６条に規定する罪を犯し、刑に処せられ、その

執行を終わり、又はその執行を受けることがなくなっ

た日から２年を経過しない者  
(2) 第１４条第１項の規定により登録を取り消され、そ

の取消しの日から２年を経過しない者  
(3) 法人その他の団体であって、その役員（法人でない

団体にあっては、その代表者）のうちに前２号のいず

れかに該当する者があるもの  
４ 主務大臣は、登録の申請に係る人材認定等事業が次の

各号のいずれにも適合していると認めるときは、その登

録をしなければならない。  
(1) 基本方針に照らして適切なものであること。  
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(2) 人材認定等事業を適正かつ確実に行うに足りる経

理的基礎及び技術的能力を有するものとして主務省令

で定める基準に適合するものであること。  
５ 主務大臣は、登録をした場合においては、遅滞なく、

その旨を申請者に通知するとともに、その旨を公示しな

ければならない。  
６ 主務大臣は、登録の申請に係る人材認定等事業が第４

項各号に掲げる要件に適合しないと認める場合において

は、遅滞なく、その理由を示して、その旨を申請者に通

知しなければならない。  
７ 登録を受けた人材認定等事業（以下「登録人材認定等

事業」という。）を行う民間の団体等（以下「登録民間団

体等」という。）は、第２項各号に掲げる事項を変更した

とき又は登録人材認定等事業を廃止したときは、主務省

令で定めるところにより、遅滞なく、その旨を主務大臣

に届け出なければならない。  
８ 主務大臣は、前項の規定による届出があったときは、

遅滞なく、その旨を公示しなければならない。  
（報告、助言等）  
第１２条 主務大臣は、登録民間団体等に対し、その実施

する登録人材認定等事業に関し、登録人材認定等事業の

適正な実施を確保するために必要な限度において報告若

しくは資料の提出を求め、又はその実施する登録人材認

定等事業の適正な運営を図るため必要な助言をすること

ができる。  
（表示の制限）  
第１３条 人材認定等事業を行う者は、当該人材認定等事

業について、登録を受けていないのに、登録を受けた人

材認定等事業を行う者であると明らかに誤認されるおそ

れのある表示をしてはならない。  
（登録の取消し）  
第１４条 主務大臣は、次の各号のいずれかに該当する場

合には、登録を取り消すことができる。  
(1) 登録人材認定等事業が、第１１条第４項各号に掲げ

る要件に適合しなくなったとき。  
(2) 登録民間団体等が、第１１条第３項各号のいずれか

に該当するに至ったとき。  
(3) 登録民間団体等が、第１２条の規定による報告又は

資料の提出を求められて、報告若しくは資料の提出を

せず、又は虚偽の報告若しくは資料の提出をしたとき。  
(4) 登録民間団体等が、偽りその他不正の手段により登

録を受けたとき。  
２ 主務大臣は、前項の規定により登録を取り消したとき

は、遅滞なく、その理由を示して、その旨を当該登録の

取消しを受けた者に通知するとともに、その旨を公示し

なければならない。  
（主務省令への委任）  
第１５条 第１１条から前条までに定めるもののほか、登

録に関し必要な事項は、主務省令で定める。  
（都道府県又は市町村が行う人材の育成又は認定等のため

の取組に対する情報提供等）  
第１６条 主務大臣は、都道府県又は市町村が環境の保全

に関する人材の育成若しくは認定又は教材の開発及び提

供のための取組を行う場合において必要があると認める

ときは、情報の提供、助言その他の必要な措置を講ずる

ものとする。  
（人材の育成又は認定等のための取組に関する情報の収集、

提供等）  
第１７条 主務大臣は、民間の団体等の行う環境の保全に

関する人材の育成若しくは認定又は教材の開発及び提供

のための取組に関する情報の収集、整理及び分析並びに

その結果の提供を行うものとする。  
（人材の育成のための手引その他の資料等の質の向上）  
第１８条 主務大臣は、環境の保全に関する人材の育成の

ための手引その他の資料等の作成、提供等を行う国民、

民間団体等の求めに応じ、必要な助言を行うものとする。  
２ 主務大臣は、前項の手引その他の資料等の質の向上を

図るため、これらに関連する情報の収集、整理及び分析

並びにその結果の提供を行うものとする。  
（環境保全の意欲の増進等の拠点としての機能を担う体制

の整備）  
第１９条 国は、国民、民間団体等が行う環境保全活動、

環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組並び

にこれらを推進する都道府県及び市町村の取組と相まっ

て、国民、民間団体等の環境の保全のための取組を効果

的に推進するため、次に掲げる拠点としての機能を担う

体制の整備に努めるものとする。  
(1) 国民、民間団体等が行う環境保全活動、環境保全の

意欲の増進及び環境教育並びに協働取組に関する情報

その他環境の保全に関する情報及び資料を収集し、及

び提供すること。  
(2) 環境の保全に関する人材の育成のための手引その

他の資料等に係る助言を行うことその他環境の保全に

関し、照会及び相談に応じ、並びに必要な助言を行う

こと。  
(3) 環境保全活動、環境保全の意欲の増進若しくは環境

教育又は協働取組を行う国民、民間団体等相互間の情

報交換及び交流に関し、その機会を提供することその

他の便宜を供与すること。  
(4) その他環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環

境教育並びに協働取組を推進すること。  
２ 都道府県及び市町村は、その都道府県又は市町村の区

域の自然的社会的条件に応じ、国民、民間団体等が行う

環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並び

に協働取組並びにこれらを推進する国の取組と相まって、

国民、民間団体等の環境の保全のための取組を効果的に

推進するための拠点としての機能を担う体制の整備（次

項において「拠点機能整備」という。）に努めるものとす

る。  
３ 国は、都道府県及び市町村が行う拠点機能整備につい

て、必要な支援に努めるものとする。  
（体験の機会の場の認定）  
第２０条 自然体験活動その他の体験活動を通じて環境の

保全についての理解と関心を深めることの重要性に鑑み、

土地又は建物の所有者又は使用及び収益を目的とする権

利（臨時設備その他一時使用のため設定されたことが明

らかなものを除く。）を有する者（国民、民間団体等に限

る。）は、当該土地又は建物を自然体験活動の場その他の

多数の者を対象とするのにふさわしい環境保全の意欲の

増進に係る体験の機会の場（以下「体験の機会の場」と

いう。）として提供する場合には、当該体験の機会の場で

行う事業の内容等が次の各号に掲げる要件のいずれにも

適合している旨の都道府県知事の認定を受けることがで

きる。  
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(2) 人材認定等事業を適正かつ確実に行うに足りる経

理的基礎及び技術的能力を有するものとして主務省令

で定める基準に適合するものであること。  
５ 主務大臣は、登録をした場合においては、遅滞なく、

その旨を申請者に通知するとともに、その旨を公示しな

ければならない。  
６ 主務大臣は、登録の申請に係る人材認定等事業が第４

項各号に掲げる要件に適合しないと認める場合において

は、遅滞なく、その理由を示して、その旨を申請者に通

知しなければならない。  
７ 登録を受けた人材認定等事業（以下「登録人材認定等

事業」という。）を行う民間の団体等（以下「登録民間団

体等」という。）は、第２項各号に掲げる事項を変更した

とき又は登録人材認定等事業を廃止したときは、主務省

令で定めるところにより、遅滞なく、その旨を主務大臣

に届け出なければならない。  
８ 主務大臣は、前項の規定による届出があったときは、

遅滞なく、その旨を公示しなければならない。  
（報告、助言等）  
第１２条 主務大臣は、登録民間団体等に対し、その実施

する登録人材認定等事業に関し、登録人材認定等事業の

適正な実施を確保するために必要な限度において報告若

しくは資料の提出を求め、又はその実施する登録人材認

定等事業の適正な運営を図るため必要な助言をすること

ができる。  
（表示の制限）  
第１３条 人材認定等事業を行う者は、当該人材認定等事

業について、登録を受けていないのに、登録を受けた人

材認定等事業を行う者であると明らかに誤認されるおそ

れのある表示をしてはならない。  
（登録の取消し）  
第１４条 主務大臣は、次の各号のいずれかに該当する場

合には、登録を取り消すことができる。  
(1) 登録人材認定等事業が、第１１条第４項各号に掲げ

る要件に適合しなくなったとき。  
(2) 登録民間団体等が、第１１条第３項各号のいずれか

に該当するに至ったとき。  
(3) 登録民間団体等が、第１２条の規定による報告又は

資料の提出を求められて、報告若しくは資料の提出を

せず、又は虚偽の報告若しくは資料の提出をしたとき。  
(4) 登録民間団体等が、偽りその他不正の手段により登

録を受けたとき。  
２ 主務大臣は、前項の規定により登録を取り消したとき

は、遅滞なく、その理由を示して、その旨を当該登録の

取消しを受けた者に通知するとともに、その旨を公示し

なければならない。  
（主務省令への委任）  
第１５条 第１１条から前条までに定めるもののほか、登

録に関し必要な事項は、主務省令で定める。  
（都道府県又は市町村が行う人材の育成又は認定等のため

の取組に対する情報提供等）  
第１６条 主務大臣は、都道府県又は市町村が環境の保全

に関する人材の育成若しくは認定又は教材の開発及び提

供のための取組を行う場合において必要があると認める

ときは、情報の提供、助言その他の必要な措置を講ずる

ものとする。  
（人材の育成又は認定等のための取組に関する情報の収集、

提供等）  
第１７条 主務大臣は、民間の団体等の行う環境の保全に

関する人材の育成若しくは認定又は教材の開発及び提供

のための取組に関する情報の収集、整理及び分析並びに

その結果の提供を行うものとする。  
（人材の育成のための手引その他の資料等の質の向上）  
第１８条 主務大臣は、環境の保全に関する人材の育成の

ための手引その他の資料等の作成、提供等を行う国民、

民間団体等の求めに応じ、必要な助言を行うものとする。  
２ 主務大臣は、前項の手引その他の資料等の質の向上を

図るため、これらに関連する情報の収集、整理及び分析

並びにその結果の提供を行うものとする。  
（環境保全の意欲の増進等の拠点としての機能を担う体制

の整備）  
第１９条 国は、国民、民間団体等が行う環境保全活動、

環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組並び

にこれらを推進する都道府県及び市町村の取組と相まっ

て、国民、民間団体等の環境の保全のための取組を効果

的に推進するため、次に掲げる拠点としての機能を担う

体制の整備に努めるものとする。  
(1) 国民、民間団体等が行う環境保全活動、環境保全の

意欲の増進及び環境教育並びに協働取組に関する情報

その他環境の保全に関する情報及び資料を収集し、及

び提供すること。  
(2) 環境の保全に関する人材の育成のための手引その

他の資料等に係る助言を行うことその他環境の保全に

関し、照会及び相談に応じ、並びに必要な助言を行う

こと。  
(3) 環境保全活動、環境保全の意欲の増進若しくは環境

教育又は協働取組を行う国民、民間団体等相互間の情

報交換及び交流に関し、その機会を提供することその

他の便宜を供与すること。  
(4) その他環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環

境教育並びに協働取組を推進すること。  
２ 都道府県及び市町村は、その都道府県又は市町村の区

域の自然的社会的条件に応じ、国民、民間団体等が行う

環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並び

に協働取組並びにこれらを推進する国の取組と相まって、

国民、民間団体等の環境の保全のための取組を効果的に

推進するための拠点としての機能を担う体制の整備（次

項において「拠点機能整備」という。）に努めるものとす

る。  
３ 国は、都道府県及び市町村が行う拠点機能整備につい

て、必要な支援に努めるものとする。  
（体験の機会の場の認定）  
第２０条 自然体験活動その他の体験活動を通じて環境の

保全についての理解と関心を深めることの重要性に鑑み、

土地又は建物の所有者又は使用及び収益を目的とする権

利（臨時設備その他一時使用のため設定されたことが明

らかなものを除く。）を有する者（国民、民間団体等に限

る。）は、当該土地又は建物を自然体験活動の場その他の

多数の者を対象とするのにふさわしい環境保全の意欲の

増進に係る体験の機会の場（以下「体験の機会の場」と

いう。）として提供する場合には、当該体験の機会の場で

行う事業の内容等が次の各号に掲げる要件のいずれにも

適合している旨の都道府県知事の認定を受けることがで

きる。  

(1) 基本方針に照らして適切なものであること。  
(2) 行動計画を作成している都道府県にあっては、当該

行動計画に照らして適切なものであること。  
(3) 当該体験の機会の場で行う環境保全の意欲の増進

に関する事業の内容が主務省令で定める基準に適合す

るものであること。  
(4) 当該土地又は建物が主務省令で定める基準に適合

するものであること。  
２ 都道府県は、その自然的社会的条件から環境保全の意

欲の増進を効果的に推進するために必要があると認める

ときは、基本方針を参酌して、条例で、前項各号に掲げ

る要件に加えて適用すべき要件を定めることができる。  
３ 第１項の認定（以下この条から第２０条の３まで、第

２０条の５、第２０条の６、第２０条の９及び第２０条

の１０において単に「認定」という。）の申請をしようと

する者は、主務省令で定めるところにより、次に掲げる

事項を記載した申請書を都道府県知事に提出しなければ

ならない。  
(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人その他の団体に

あっては代表者の氏名  
(2) 体験の機会の場の名称及び所在地  
(3) 当該体験の機会の場で行う環境保全の意欲の増進

に関する事業の内容  
(4) その他主務省令で定める事項  

４ 次の各号のいずれかに該当する者は、認定の申請をす

ることができない。  
(1) 第２０条の６第１項の規定により認定を取り消さ

れ、その取消しの日から２年を経過しない者  
(2) 法人その他の団体であって、その役員（法人でない

団体にあっては、その代表者）のうちに前号に該当す

る者があるもの  
５ 都道府県知事は、認定をしようとするときは、あらか

じめ都道府県教育委員会に協議しなければならない。  
６ 都道府県知事は、認定をした場合においては、遅滞な

く、その旨を申請者に通知しなければならない。  
７ 都道府県知事は、認定の申請に係る体験の機会の場で

行う事業の内容等が第１項各号に掲げる要件（第２項の

規定により条例で要件を定める場合にあっては、当該要

件を含む。）に適合しないと認める場合においては、遅滞

なく、その理由を示して、その旨を申請者に通知しなけ

ればならない。  
８ 認定を受けた体験の機会の場（以下「認定体験の機会

の場」という。）を提供する国民、民間団体等（以下「認

定民間団体等」という。）は、第３項各号に掲げる事項を

変更したとき又はその提供を行わなくなったときは、主

務省令で定めるところにより、遅滞なく、その旨を都道

府県知事に届け出なければならない。  
（認定の有効期間）  
第２０条の２ 都道府県知事は、認定をする場合において、

当該認定の日から起算して５年を超えない範囲内におい

てその有効期間を定めるものとする。  
２ 前項の有効期間の更新を受けようとする者は、主務省

令で定めるところにより、都道府県知事に申請書を提出

しなければならない。  
（認定体験の機会の場に係る周知等）  
第２０条の３ 都道府県知事は、認定をしたときは、イン

ターネットの利用、印刷物の配布その他適切な方法によ

り、第２０条第３項各号に掲げる事項について周知する

よう努めるものとする。  
２ 認定民間団体等は、当該土地又は建物が認定体験の機

会の場である旨の表示をすることができる。  
（報告、助言等）  
第２０条の４ 認定民間団体等は、毎年、主務省令で定め

るところにより、その運営の状況を都道府県知事に報告

しなければならない。  
２ 都道府県知事は、認定民間団体等に対し、当該認定体

験の機会の場の提供の適正な実施を確保するために必要

な限度において報告若しくは資料の提出を求め、又は当

該認定体験の機会の場の適正な運営を図るため必要な助

言をすることができる。  
（表示の制限）  
第２０条の５ 体験の機会の場を提供する者は、当該体験

の機会の場の提供に係る土地又は建物が、認定を受けて

いないのに、認定を受けた体験の機会の場であると明ら

かに誤認されるおそれのある表示をしてはならない。  
（認定の取消し）  
第２０条の６ 都道府県知事は、次の各号のいずれかに該

当する場合には、認定を取り消すことができる。  
(1) 認定体験の機会の場で行う事業の内容等が、第２０

条第１項各号に掲げる要件（同条第２項の規定により

条例で要件を定める場合にあっては、当該要件を含む。）

に適合しなくなったとき。  
(2) 認定民間団体等が、第２０条第８項の規定による届

出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。  
(3) 認定民間団体等が、第２０条の４第２項の規定によ

る報告又は資料の提出を求められて、報告若しくは資

料の提出をせず、又は虚偽の報告若しくは資料の提出

をしたとき。  
(4) 認定民間団体等が、偽りその他不正の手段により認

定を受けたとき。  
２ 都道府県知事は、前項の規定に基づき認定を取り消し

たときは、遅滞なく、その理由を示して、その旨を当該

認定の取消しを受けた者に通知しなければならない。  
（大都市等の特例）  
第２０条の７ 第２０条、第２０条の２、第２０条の３第

１項、第２０条の４及び前条の規定により都道府県知事

の権限に属するものとされている事務は、体験の機会の

場として提供される土地又は建物の全部が地方自治法 
（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項 の
指定都市（第２１条の５第６項において「指定都市」と

いう。）、同法第２５２条の２２第１項 の中核市（第２１

条の５第６項において「中核市」という。）又は都道府県

に代わって当該事務を処理することにつきあらかじめそ

の長が都道府県知事と協議を行った市町村（以下この条

及び第２０条の９において「指定都市等」という。）の区

域内に含まれる場合においては、当該指定都市等の長が

行う。この場合においては、第２０条、第２０条の２、

第２０条の３第１項、第２０条の４及び前条中都道府県

又は都道府県知事に関する規定は、指定都市等又は指定

都市等の長に関する規定として指定都市等又は指定都市

等の長に適用があるものとする。  
２ 前項の場合においては、第２０条第５項中「都道府県

教育委員会」とあるのは「指定都市等の教育委員会」と

する。  
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(2) 人材認定等事業を適正かつ確実に行うに足りる経

理的基礎及び技術的能力を有するものとして主務省令

で定める基準に適合するものであること。  
５ 主務大臣は、登録をした場合においては、遅滞なく、

その旨を申請者に通知するとともに、その旨を公示しな

ければならない。  
６ 主務大臣は、登録の申請に係る人材認定等事業が第４

項各号に掲げる要件に適合しないと認める場合において

は、遅滞なく、その理由を示して、その旨を申請者に通

知しなければならない。  
７ 登録を受けた人材認定等事業（以下「登録人材認定等

事業」という。）を行う民間の団体等（以下「登録民間団

体等」という。）は、第２項各号に掲げる事項を変更した

とき又は登録人材認定等事業を廃止したときは、主務省

令で定めるところにより、遅滞なく、その旨を主務大臣

に届け出なければならない。  
８ 主務大臣は、前項の規定による届出があったときは、

遅滞なく、その旨を公示しなければならない。  
（報告、助言等）  
第１２条 主務大臣は、登録民間団体等に対し、その実施

する登録人材認定等事業に関し、登録人材認定等事業の

適正な実施を確保するために必要な限度において報告若

しくは資料の提出を求め、又はその実施する登録人材認

定等事業の適正な運営を図るため必要な助言をすること

ができる。  
（表示の制限）  
第１３条 人材認定等事業を行う者は、当該人材認定等事

業について、登録を受けていないのに、登録を受けた人

材認定等事業を行う者であると明らかに誤認されるおそ

れのある表示をしてはならない。  
（登録の取消し）  
第１４条 主務大臣は、次の各号のいずれかに該当する場

合には、登録を取り消すことができる。  
(1) 登録人材認定等事業が、第１１条第４項各号に掲げ

る要件に適合しなくなったとき。  
(2) 登録民間団体等が、第１１条第３項各号のいずれか

に該当するに至ったとき。  
(3) 登録民間団体等が、第１２条の規定による報告又は

資料の提出を求められて、報告若しくは資料の提出を

せず、又は虚偽の報告若しくは資料の提出をしたとき。  
(4) 登録民間団体等が、偽りその他不正の手段により登

録を受けたとき。  
２ 主務大臣は、前項の規定により登録を取り消したとき

は、遅滞なく、その理由を示して、その旨を当該登録の

取消しを受けた者に通知するとともに、その旨を公示し

なければならない。  
（主務省令への委任）  
第１５条 第１１条から前条までに定めるもののほか、登

録に関し必要な事項は、主務省令で定める。  
（都道府県又は市町村が行う人材の育成又は認定等のため

の取組に対する情報提供等）  
第１６条 主務大臣は、都道府県又は市町村が環境の保全

に関する人材の育成若しくは認定又は教材の開発及び提

供のための取組を行う場合において必要があると認める

ときは、情報の提供、助言その他の必要な措置を講ずる

ものとする。  
（人材の育成又は認定等のための取組に関する情報の収集、

提供等）  
第１７条 主務大臣は、民間の団体等の行う環境の保全に

関する人材の育成若しくは認定又は教材の開発及び提供

のための取組に関する情報の収集、整理及び分析並びに

その結果の提供を行うものとする。  
（人材の育成のための手引その他の資料等の質の向上）  
第１８条 主務大臣は、環境の保全に関する人材の育成の

ための手引その他の資料等の作成、提供等を行う国民、

民間団体等の求めに応じ、必要な助言を行うものとする。  
２ 主務大臣は、前項の手引その他の資料等の質の向上を

図るため、これらに関連する情報の収集、整理及び分析

並びにその結果の提供を行うものとする。  
（環境保全の意欲の増進等の拠点としての機能を担う体制

の整備）  
第１９条 国は、国民、民間団体等が行う環境保全活動、

環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組並び

にこれらを推進する都道府県及び市町村の取組と相まっ

て、国民、民間団体等の環境の保全のための取組を効果

的に推進するため、次に掲げる拠点としての機能を担う

体制の整備に努めるものとする。  
(1) 国民、民間団体等が行う環境保全活動、環境保全の

意欲の増進及び環境教育並びに協働取組に関する情報

その他環境の保全に関する情報及び資料を収集し、及

び提供すること。  
(2) 環境の保全に関する人材の育成のための手引その

他の資料等に係る助言を行うことその他環境の保全に

関し、照会及び相談に応じ、並びに必要な助言を行う

こと。  
(3) 環境保全活動、環境保全の意欲の増進若しくは環境

教育又は協働取組を行う国民、民間団体等相互間の情

報交換及び交流に関し、その機会を提供することその

他の便宜を供与すること。  
(4) その他環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環

境教育並びに協働取組を推進すること。  
２ 都道府県及び市町村は、その都道府県又は市町村の区

域の自然的社会的条件に応じ、国民、民間団体等が行う

環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並び

に協働取組並びにこれらを推進する国の取組と相まって、

国民、民間団体等の環境の保全のための取組を効果的に

推進するための拠点としての機能を担う体制の整備（次

項において「拠点機能整備」という。）に努めるものとす

る。  
３ 国は、都道府県及び市町村が行う拠点機能整備につい

て、必要な支援に努めるものとする。  
（体験の機会の場の認定）  
第２０条 自然体験活動その他の体験活動を通じて環境の

保全についての理解と関心を深めることの重要性に鑑み、

土地又は建物の所有者又は使用及び収益を目的とする権

利（臨時設備その他一時使用のため設定されたことが明

らかなものを除く。）を有する者（国民、民間団体等に限

る。）は、当該土地又は建物を自然体験活動の場その他の

多数の者を対象とするのにふさわしい環境保全の意欲の

増進に係る体験の機会の場（以下「体験の機会の場」と

いう。）として提供する場合には、当該体験の機会の場で

行う事業の内容等が次の各号に掲げる要件のいずれにも

適合している旨の都道府県知事の認定を受けることがで

きる。  

(1) 基本方針に照らして適切なものであること。  
(2) 行動計画を作成している都道府県にあっては、当該

行動計画に照らして適切なものであること。  
(3) 当該体験の機会の場で行う環境保全の意欲の増進

に関する事業の内容が主務省令で定める基準に適合す

るものであること。  
(4) 当該土地又は建物が主務省令で定める基準に適合

するものであること。  
２ 都道府県は、その自然的社会的条件から環境保全の意

欲の増進を効果的に推進するために必要があると認める

ときは、基本方針を参酌して、条例で、前項各号に掲げ

る要件に加えて適用すべき要件を定めることができる。  
３ 第１項の認定（以下この条から第２０条の３まで、第

２０条の５、第２０条の６、第２０条の９及び第２０条

の１０において単に「認定」という。）の申請をしようと

する者は、主務省令で定めるところにより、次に掲げる

事項を記載した申請書を都道府県知事に提出しなければ

ならない。  
(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人その他の団体に

あっては代表者の氏名  
(2) 体験の機会の場の名称及び所在地  
(3) 当該体験の機会の場で行う環境保全の意欲の増進

に関する事業の内容  
(4) その他主務省令で定める事項  

４ 次の各号のいずれかに該当する者は、認定の申請をす

ることができない。  
(1) 第２０条の６第１項の規定により認定を取り消さ

れ、その取消しの日から２年を経過しない者  
(2) 法人その他の団体であって、その役員（法人でない

団体にあっては、その代表者）のうちに前号に該当す

る者があるもの  
５ 都道府県知事は、認定をしようとするときは、あらか

じめ都道府県教育委員会に協議しなければならない。  
６ 都道府県知事は、認定をした場合においては、遅滞な

く、その旨を申請者に通知しなければならない。  
７ 都道府県知事は、認定の申請に係る体験の機会の場で

行う事業の内容等が第１項各号に掲げる要件（第２項の

規定により条例で要件を定める場合にあっては、当該要

件を含む。）に適合しないと認める場合においては、遅滞

なく、その理由を示して、その旨を申請者に通知しなけ

ればならない。  
８ 認定を受けた体験の機会の場（以下「認定体験の機会

の場」という。）を提供する国民、民間団体等（以下「認

定民間団体等」という。）は、第３項各号に掲げる事項を

変更したとき又はその提供を行わなくなったときは、主

務省令で定めるところにより、遅滞なく、その旨を都道

府県知事に届け出なければならない。  
（認定の有効期間）  
第２０条の２ 都道府県知事は、認定をする場合において、

当該認定の日から起算して５年を超えない範囲内におい

てその有効期間を定めるものとする。  
２ 前項の有効期間の更新を受けようとする者は、主務省

令で定めるところにより、都道府県知事に申請書を提出

しなければならない。  
（認定体験の機会の場に係る周知等）  
第２０条の３ 都道府県知事は、認定をしたときは、イン

ターネットの利用、印刷物の配布その他適切な方法によ

り、第２０条第３項各号に掲げる事項について周知する

よう努めるものとする。  
２ 認定民間団体等は、当該土地又は建物が認定体験の機

会の場である旨の表示をすることができる。  
（報告、助言等）  
第２０条の４ 認定民間団体等は、毎年、主務省令で定め

るところにより、その運営の状況を都道府県知事に報告

しなければならない。  
２ 都道府県知事は、認定民間団体等に対し、当該認定体

験の機会の場の提供の適正な実施を確保するために必要

な限度において報告若しくは資料の提出を求め、又は当

該認定体験の機会の場の適正な運営を図るため必要な助

言をすることができる。  
（表示の制限）  
第２０条の５ 体験の機会の場を提供する者は、当該体験

の機会の場の提供に係る土地又は建物が、認定を受けて

いないのに、認定を受けた体験の機会の場であると明ら

かに誤認されるおそれのある表示をしてはならない。  
（認定の取消し）  
第２０条の６ 都道府県知事は、次の各号のいずれかに該

当する場合には、認定を取り消すことができる。  
(1) 認定体験の機会の場で行う事業の内容等が、第２０

条第１項各号に掲げる要件（同条第２項の規定により

条例で要件を定める場合にあっては、当該要件を含む。）

に適合しなくなったとき。  
(2) 認定民間団体等が、第２０条第８項の規定による届

出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。  
(3) 認定民間団体等が、第２０条の４第２項の規定によ

る報告又は資料の提出を求められて、報告若しくは資

料の提出をせず、又は虚偽の報告若しくは資料の提出

をしたとき。  
(4) 認定民間団体等が、偽りその他不正の手段により認

定を受けたとき。  
２ 都道府県知事は、前項の規定に基づき認定を取り消し

たときは、遅滞なく、その理由を示して、その旨を当該

認定の取消しを受けた者に通知しなければならない。  
（大都市等の特例）  
第２０条の７ 第２０条、第２０条の２、第２０条の３第

１項、第２０条の４及び前条の規定により都道府県知事

の権限に属するものとされている事務は、体験の機会の

場として提供される土地又は建物の全部が地方自治法 
（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項 の
指定都市（第２１条の５第６項において「指定都市」と

いう。）、同法第２５２条の２２第１項 の中核市（第２１

条の５第６項において「中核市」という。）又は都道府県

に代わって当該事務を処理することにつきあらかじめそ

の長が都道府県知事と協議を行った市町村（以下この条

及び第２０条の９において「指定都市等」という。）の区

域内に含まれる場合においては、当該指定都市等の長が

行う。この場合においては、第２０条、第２０条の２、

第２０条の３第１項、第２０条の４及び前条中都道府県

又は都道府県知事に関する規定は、指定都市等又は指定

都市等の長に関する規定として指定都市等又は指定都市

等の長に適用があるものとする。  
２ 前項の場合においては、第２０条第５項中「都道府県

教育委員会」とあるのは「指定都市等の教育委員会」と

する。  
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３ 第１項の規定により都道府県に代わって同項に規定す

る事務を処理することにつき都道府県知事と協議を行っ

た市町村は、主務省令で定めるところにより、その旨及

び当該事務を開始する日を公示するものとする。  
（体験の機会の場として提供される土地又は建物が２以上

の都府県にわたる場合の認定等）  
第２０条の８ 体験の機会の場として提供される土地又は

建物が２以上の都府県にわたる場合における第２０条

（第２項及び第５項を除く。）、第２０条の２、第２０条

の３第１項、第２０条の４及び第２０条の６の規定の適

用については、これらの規定中「都道府県知事」とある

のは「主務大臣」と、第２０条第１項中「次の各号」と

あるのは「次の各号（第２号を除く。）」と、同条第６項

中「申請者」とあるのは「申請者並びに当該認定に係る

土地及び建物が所在する都府県の知事」と、同条第７項

中「第１項各号に掲げる要件（第２項の規定により条例

で要件を定める場合にあっては、当該要件を含む。）」と

あるのは「第１項各号（第２号を除く。）に掲げる要件」

と、第２０条の６第１項第１号中「第２０条第１項各号

に掲げる要件（同条第２項の規定により条例で要件を定

める場合にあっては、当該要件を含む。）」とあるのは「第

２０条第１項各号（第２号を除く。）に掲げる要件」とす

る。この場合において第２０条第２項及び第５項の規定

は適用しない。  
（認定等に対する国の情報提供等）  
第２０条の９ 国は、都道府県知事又は指定都市等の長が

認定を行う場合において必要があると認めるときは、情

報の提供、助言その他の必要な措置を講ずるとともに、

体験の機会の場の提供及びその活用が促進されるよう必

要な措置を講ずるものとする。  
（省令への委任）  
第２０条の１０ 第２０条から前条までに定めるもののほ

か、認定に関し必要な事項は、主務省令で定める。  
    第２節 協働取組の推進   
（協働取組の在り方等の周知）  
第２１条 国は、協働取組について、その在り方、その有

効かつ適切な実施の方法及び協働取組相互の連携の在り

方の周知のために必要な措置を講ずるよう努めるものと

する。  
（政策形成への民意の反映等）  
第２１条の２ 国及び地方公共団体は、環境保全活動、環

境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組に関す

る政策形成に民意を反映させるため、政策形成に関する

情報を積極的に公表するとともに、国民、民間団体等そ

の他の多様な主体の意見を求め、これを十分考慮した上

で政策形成を行う仕組みの整備及び活用を図るよう努め

るものとする。  
２ 国民、民間団体等は、前項に規定する政策形成に資す

るよう、国又は地方公共団体に対して、政策に関する提

案をすることができる。  
（民間団体の公共サービスへの参入の機会の増大等）  
第２１条の３ 国及び独立行政法人等（国等における温室

効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する

法律 （平成１９年法律第５６号）第２条第３項に規定す

る独立行政法人等をいう。以下この条において同じ。）は、

環境の保全に関する公共サービス（国民、民間団体等の

環境の保全に関する取組を推進するための施設の運営又

は管理、環境の保全に関する取組についての調査研究（当

該取組に関する政策に係るものを含む。）等の国及び独立

行政法人等の事務又は事業として行われる国民、民間団

体等に対する環境の保全に関するサービスの提供その他

の環境の保全の推進に資する業務をいう。以下この条に

おいて同じ。）の実施に当たっては、民間団体がその専門

的な知見又は地域の特性を生かすことができる分野にお

いて、当該民間団体の参入の機会の増大を図るよう努め

るものとする。  
２ 国及び独立行政法人等は、民間団体がその専門的な知

見又は地域の特性を生かすことができる分野において環

境の保全に関する公共サービスを協働取組により実施す

ることが効果的であると認められる場合には、経済性に

留意しつつ価格以外の多様な要素をも考慮して、協働取

組による当該公共サービスの効果が十分に発揮される契

約の推進に努めるものとする。  
３ 前項に規定する契約の締結及びその履行に関する事務

を行うに当たって配慮すべき事項その他の当該契約の推

進に関して必要な事項は、環境省令で定める。  
４ 地方公共団体は、第１項及び第２項に規定する施策に

準じて、民間団体の参入の機会の増大及び協働取組によ

る公共サービスの実施の効果が十分に発揮される契約の

推進に努めるものとする。  
（環境保全に係る協定の締結等）  
第２１条の４ 国又は地方公共団体及び国民、民間団体等

は、協働取組を推進するための役割分担を定めた協定の

締結並びに当該協定の作成に関する協議及び当該協定の

実施に係る連絡調整を行うための協議会の設置を行うこ

とができる。  
２ 国は、前項の規定による協定の締結を行った場合には、

インターネットの利用その他適切な方法により協定の内

容その他主務省令で定める事項を公表するものとする。  
３ 国及び国民、民間団体等は、第１項の規定による協定

の締結を行った場合には、当該協定に定められた事項を

誠実に履行するとともに、当該協定に定める事項の実施

の状況について評価を行い、その結果を公表するものと

する。  
４ 地方公共団体は、第１項の規定による協定の締結を行

った場合には、前２項に規定する国の措置に準じて、必

要な措置を講ずるよう努めるものとする。  
５ 国民、民間団体等は、国又は地方公共団体と協働取組

を行う必要があるときは、主務省令で定めるところによ

り、当該国又は地方公共団体に対し、その旨を申し出る

ことができる。  
６ 国又は地方公共団体は、前項の規定による申出を受け

た場合において、主務省令で定める基準に照らして適切

であると認めるときは、協働取組を行うよう努めるもの

とする。  
（国民、民間団体等による協定の届出等）  
第２１条の５ 国民、民間団体等が協働取組の推進に関し

協定を締結した場合には、当該国民、民間団体等は、都

道府県知事（当該取組が２以上の都道府県にわたる場合

にあっては、主務大臣。第３項、第６項及び第７項を除

き、以下この条において同じ。）に対し、当該協定を届け

出ることができる。  
２ 都道府県知事は、前項の規定による届出（以下この条

において単に「届出」という。）のあった協定の内容が、
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３ 第１項の規定により都道府県に代わって同項に規定す

る事務を処理することにつき都道府県知事と協議を行っ

た市町村は、主務省令で定めるところにより、その旨及

び当該事務を開始する日を公示するものとする。  
（体験の機会の場として提供される土地又は建物が２以上

の都府県にわたる場合の認定等）  
第２０条の８ 体験の機会の場として提供される土地又は

建物が２以上の都府県にわたる場合における第２０条

（第２項及び第５項を除く。）、第２０条の２、第２０条

の３第１項、第２０条の４及び第２０条の６の規定の適

用については、これらの規定中「都道府県知事」とある

のは「主務大臣」と、第２０条第１項中「次の各号」と

あるのは「次の各号（第２号を除く。）」と、同条第６項

中「申請者」とあるのは「申請者並びに当該認定に係る

土地及び建物が所在する都府県の知事」と、同条第７項

中「第１項各号に掲げる要件（第２項の規定により条例

で要件を定める場合にあっては、当該要件を含む。）」と

あるのは「第１項各号（第２号を除く。）に掲げる要件」

と、第２０条の６第１項第１号中「第２０条第１項各号

に掲げる要件（同条第２項の規定により条例で要件を定

める場合にあっては、当該要件を含む。）」とあるのは「第

２０条第１項各号（第２号を除く。）に掲げる要件」とす

る。この場合において第２０条第２項及び第５項の規定

は適用しない。  
（認定等に対する国の情報提供等）  
第２０条の９ 国は、都道府県知事又は指定都市等の長が

認定を行う場合において必要があると認めるときは、情

報の提供、助言その他の必要な措置を講ずるとともに、

体験の機会の場の提供及びその活用が促進されるよう必

要な措置を講ずるものとする。  
（省令への委任）  
第２０条の１０ 第２０条から前条までに定めるもののほ

か、認定に関し必要な事項は、主務省令で定める。  
    第２節 協働取組の推進   
（協働取組の在り方等の周知）  
第２１条 国は、協働取組について、その在り方、その有

効かつ適切な実施の方法及び協働取組相互の連携の在り

方の周知のために必要な措置を講ずるよう努めるものと

する。  
（政策形成への民意の反映等）  
第２１条の２ 国及び地方公共団体は、環境保全活動、環

境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組に関す

る政策形成に民意を反映させるため、政策形成に関する

情報を積極的に公表するとともに、国民、民間団体等そ

の他の多様な主体の意見を求め、これを十分考慮した上

で政策形成を行う仕組みの整備及び活用を図るよう努め

るものとする。  
２ 国民、民間団体等は、前項に規定する政策形成に資す

るよう、国又は地方公共団体に対して、政策に関する提

案をすることができる。  
（民間団体の公共サービスへの参入の機会の増大等）  
第２１条の３ 国及び独立行政法人等（国等における温室

効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する

法律 （平成１９年法律第５６号）第２条第３項に規定す

る独立行政法人等をいう。以下この条において同じ。）は、

環境の保全に関する公共サービス（国民、民間団体等の

環境の保全に関する取組を推進するための施設の運営又

は管理、環境の保全に関する取組についての調査研究（当

該取組に関する政策に係るものを含む。）等の国及び独立

行政法人等の事務又は事業として行われる国民、民間団

体等に対する環境の保全に関するサービスの提供その他

の環境の保全の推進に資する業務をいう。以下この条に

おいて同じ。）の実施に当たっては、民間団体がその専門

的な知見又は地域の特性を生かすことができる分野にお

いて、当該民間団体の参入の機会の増大を図るよう努め

るものとする。  
２ 国及び独立行政法人等は、民間団体がその専門的な知

見又は地域の特性を生かすことができる分野において環

境の保全に関する公共サービスを協働取組により実施す

ることが効果的であると認められる場合には、経済性に

留意しつつ価格以外の多様な要素をも考慮して、協働取

組による当該公共サービスの効果が十分に発揮される契

約の推進に努めるものとする。  
３ 前項に規定する契約の締結及びその履行に関する事務

を行うに当たって配慮すべき事項その他の当該契約の推

進に関して必要な事項は、環境省令で定める。  
４ 地方公共団体は、第１項及び第２項に規定する施策に

準じて、民間団体の参入の機会の増大及び協働取組によ

る公共サービスの実施の効果が十分に発揮される契約の

推進に努めるものとする。  
（環境保全に係る協定の締結等）  
第２１条の４ 国又は地方公共団体及び国民、民間団体等

は、協働取組を推進するための役割分担を定めた協定の

締結並びに当該協定の作成に関する協議及び当該協定の

実施に係る連絡調整を行うための協議会の設置を行うこ

とができる。  
２ 国は、前項の規定による協定の締結を行った場合には、

インターネットの利用その他適切な方法により協定の内

容その他主務省令で定める事項を公表するものとする。  
３ 国及び国民、民間団体等は、第１項の規定による協定

の締結を行った場合には、当該協定に定められた事項を

誠実に履行するとともに、当該協定に定める事項の実施

の状況について評価を行い、その結果を公表するものと

する。  
４ 地方公共団体は、第１項の規定による協定の締結を行

った場合には、前２項に規定する国の措置に準じて、必

要な措置を講ずるよう努めるものとする。  
５ 国民、民間団体等は、国又は地方公共団体と協働取組

を行う必要があるときは、主務省令で定めるところによ

り、当該国又は地方公共団体に対し、その旨を申し出る

ことができる。  
６ 国又は地方公共団体は、前項の規定による申出を受け

た場合において、主務省令で定める基準に照らして適切

であると認めるときは、協働取組を行うよう努めるもの

とする。  
（国民、民間団体等による協定の届出等）  
第２１条の５ 国民、民間団体等が協働取組の推進に関し

協定を締結した場合には、当該国民、民間団体等は、都

道府県知事（当該取組が２以上の都道府県にわたる場合

にあっては、主務大臣。第３項、第６項及び第７項を除

き、以下この条において同じ。）に対し、当該協定を届け

出ることができる。  
２ 都道府県知事は、前項の規定による届出（以下この条

において単に「届出」という。）のあった協定の内容が、

環境の保全上の効果を有するものであり、かつ、法令に

違反しないと認めるときは、インターネットの利用その

他適切な方法により協定の内容その他主務省令で定める

事項を公表するよう努めるものとする。  
３ 都道府県知事は、第１項に規定する協定の締結に際し

て当該国民、民間団体等から事前に申出があった場合そ

の他必要と認める場合には、主務大臣に対し、当該協定

が法令に適合しているかどうかについて関係行政機関の

長に確認するよう要請することができる。  
４ 届出をした国民、民間団体等は、当該協定に定められ

た事項を誠実に履行するものとする。  
５ 都道府県知事は、届出をした国民、民間団体等に対し、

届出のあった協定に定める事項が円滑に実施されるよう

必要な助言又は指導に努めるものとする。  
６ 前各項（第４項を除く。）の規定により都道府県知事の

権限に属するものとされている事務は、第１項に規定す

る協働取組が指定都市、中核市又は都道府県に代わって

当該事務を処理することにつきあらかじめその長が都道

府県知事と協議を行った市町村の区域内に限られる場合

においては、当該指定都市、中核市又は市町村の長が行

う。  
７ 第２０条の７第３項の規定は、前項の規定により都道

府県に代わって同項に規定する事務を処理することにつ

き都道府県知事と協議を行った市町村について準用する。  
８ 前各項に定めるもののほか、届出及び第１項に規定す

る協定の廃止に関し必要な事項は、主務省令で定める。  
（協働取組に対する情報提供等）  
第２１条の６ 環境大臣は、協働取組に関する情報の収集、

整理及び分析並びにその結果の提供を行うものとする。  
２ 環境大臣は、協働取組の一層の推進を図るため必要が

あると認めるときは、関係行政機関の長に対して必要な

協力を求めることができる。  
   第４章 雑則   
（経済的価値が付与される仕組みを通じた国民の環境の保

全に配慮する行動の促進）  
第２２条 国及び地方公共団体は、国民の環境の保全に配

慮する行動に対して経済的価値が付与される仕組みの普

及を通じて、当該行動を促進するよう努めるものとする。  
（財政上の措置等）  
第２２条の２ 国及び地方公共団体は、環境保全活動、環

境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組を推進

する上で重要な認定体験の機会の場の提供、環境の保全

に資する活動の事業化、環境の保全に関する人材の育成

その他の取組を効果的に実施するため、必要な財政上又

は税制上の措置その他の措置を講ずるよう努めるものと

する。  
２ 主務大臣は、環境保全活動、環境保全の意欲の増進若

しくは環境教育又は協働取組を行う国民、民間団体等で、

持続可能な社会の構築に関し特に顕著な功績があると認

められるものに対し、表彰を行うことができる。  
（情報の積極的公表等）  
第２３条 国、地方公共団体、民間団体及び事業者は、環

境保全の意欲の増進その他の環境の保全に関する取組へ

の国民、民間団体等の参加を促進するため、その行う環

境保全の意欲の増進の内容に関する情報その他の環境の

保全に関する情報を積極的に公表するよう努めるものと

する。  

２ 国は、前項の情報の収集、整理及び分析並びにその結

果の提供を行うよう努めるものとする。  
（配慮等）  
第２４条 国及び地方公共団体は、この法律に基づく措置

を実施するに当たっては、環境保全活動、環境保全の意

欲の増進若しくは環境教育又は協働取組を行う国民、民

間団体等の自立性を阻害することがないよう配慮すると

ともに、当該措置の公正性及び透明性を確保するために

必要な措置を講ずるものとする。  
（環境教育等推進会議）  
第２４条の２ 政府は、環境省、文部科学省、農林水産省、

経済産業省、国土交通省その他の関係行政機関の職員を

もって構成する環境教育等推進会議を設け、環境保全活

動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組

の総合的、効果的かつ効率的な推進を図るための連絡調

整を行うものとする。  
２ 環境教育等推進会議に、環境保全活動、環境保全の意

欲の増進及び環境教育並びに協働取組の推進に関し専門

的知識を有する者によって構成する環境教育等推進専門

家会議を置く。  
３ 環境教育等推進専門家会議は、環境保全活動、環境保

全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組の推進に係

る事項について、環境教育等推進会議に進言する。  
（主務大臣等）  
第２５条 この法律における主務大臣は、環境大臣、文部

科学大臣、農林水産大臣、経済産業大臣及び国土交通大

臣とする。ただし、次の各号に掲げる事項については、

当該各号に定める大臣とする。  
(1) 支援団体に係る事項 農林水産大臣、経済産業大臣

又は国土交通大臣であって第１０条の２第１項の規定

による指定の対象となる者の行う支援事業を所管する

大臣並びに環境大臣及び文部科学大臣  
(2) 人材認定等事業に係る事項 文部科学大臣、農林水

産大臣、経済産業大臣又は国土交通大臣であって第１

１条第１項の規定による登録の対象となる者の行う人

材認定等事業を所管する大臣及び環境大臣  
(3) 体験の機会の場の提供に係る事項 農林水産大臣、

経済産業大臣又は国土交通大臣であって第２０条第１

項の規定による認定の対象となる体験の機会の場で行

う事業を所管する大臣並びに環境大臣及び文部科学大

臣  
(4) 協働取組の推進に関する協定に係る事項 文部科

学大臣、農林水産大臣、経済産業大臣又は国土交通大

臣であって第２１条の５第１項に規定する協定を締結

する者の行う当該協定に定める事項を所管する大臣及

び環境大臣  
２ 各主務大臣は、この法律の規定の的確かつ円滑な実施

を図るため、相互に緊密に連絡し、及び協力するよう努

めるものとする。  
３ この法律における主務省令は、環境大臣、文部科学大

臣、農林水産大臣、経済産業大臣及び国土交通大臣が共

同で発する命令とする。  
（罰則）  
第２６条 次の各号のいずれかに該当する者は、３０万円

以下の罰金に処する。  
(1) 偽りその他不正の手段により第１１条第１項の登

録を受けた者 



－　　－35

３ 第１項の規定により都道府県に代わって同項に規定す

る事務を処理することにつき都道府県知事と協議を行っ

た市町村は、主務省令で定めるところにより、その旨及

び当該事務を開始する日を公示するものとする。  
（体験の機会の場として提供される土地又は建物が２以上

の都府県にわたる場合の認定等）  
第２０条の８ 体験の機会の場として提供される土地又は

建物が２以上の都府県にわたる場合における第２０条

（第２項及び第５項を除く。）、第２０条の２、第２０条

の３第１項、第２０条の４及び第２０条の６の規定の適

用については、これらの規定中「都道府県知事」とある

のは「主務大臣」と、第２０条第１項中「次の各号」と

あるのは「次の各号（第２号を除く。）」と、同条第６項

中「申請者」とあるのは「申請者並びに当該認定に係る

土地及び建物が所在する都府県の知事」と、同条第７項

中「第１項各号に掲げる要件（第２項の規定により条例

で要件を定める場合にあっては、当該要件を含む。）」と

あるのは「第１項各号（第２号を除く。）に掲げる要件」

と、第２０条の６第１項第１号中「第２０条第１項各号

に掲げる要件（同条第２項の規定により条例で要件を定

める場合にあっては、当該要件を含む。）」とあるのは「第

２０条第１項各号（第２号を除く。）に掲げる要件」とす

る。この場合において第２０条第２項及び第５項の規定

は適用しない。  
（認定等に対する国の情報提供等）  
第２０条の９ 国は、都道府県知事又は指定都市等の長が

認定を行う場合において必要があると認めるときは、情

報の提供、助言その他の必要な措置を講ずるとともに、

体験の機会の場の提供及びその活用が促進されるよう必

要な措置を講ずるものとする。  
（省令への委任）  
第２０条の１０ 第２０条から前条までに定めるもののほ

か、認定に関し必要な事項は、主務省令で定める。  
    第２節 協働取組の推進   
（協働取組の在り方等の周知）  
第２１条 国は、協働取組について、その在り方、その有

効かつ適切な実施の方法及び協働取組相互の連携の在り

方の周知のために必要な措置を講ずるよう努めるものと

する。  
（政策形成への民意の反映等）  
第２１条の２ 国及び地方公共団体は、環境保全活動、環

境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組に関す

る政策形成に民意を反映させるため、政策形成に関する

情報を積極的に公表するとともに、国民、民間団体等そ

の他の多様な主体の意見を求め、これを十分考慮した上

で政策形成を行う仕組みの整備及び活用を図るよう努め

るものとする。  
２ 国民、民間団体等は、前項に規定する政策形成に資す

るよう、国又は地方公共団体に対して、政策に関する提

案をすることができる。  
（民間団体の公共サービスへの参入の機会の増大等）  
第２１条の３ 国及び独立行政法人等（国等における温室

効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する

法律 （平成１９年法律第５６号）第２条第３項に規定す

る独立行政法人等をいう。以下この条において同じ。）は、

環境の保全に関する公共サービス（国民、民間団体等の

環境の保全に関する取組を推進するための施設の運営又

は管理、環境の保全に関する取組についての調査研究（当

該取組に関する政策に係るものを含む。）等の国及び独立

行政法人等の事務又は事業として行われる国民、民間団

体等に対する環境の保全に関するサービスの提供その他

の環境の保全の推進に資する業務をいう。以下この条に

おいて同じ。）の実施に当たっては、民間団体がその専門

的な知見又は地域の特性を生かすことができる分野にお

いて、当該民間団体の参入の機会の増大を図るよう努め

るものとする。  
２ 国及び独立行政法人等は、民間団体がその専門的な知

見又は地域の特性を生かすことができる分野において環

境の保全に関する公共サービスを協働取組により実施す

ることが効果的であると認められる場合には、経済性に

留意しつつ価格以外の多様な要素をも考慮して、協働取

組による当該公共サービスの効果が十分に発揮される契

約の推進に努めるものとする。  
３ 前項に規定する契約の締結及びその履行に関する事務

を行うに当たって配慮すべき事項その他の当該契約の推

進に関して必要な事項は、環境省令で定める。  
４ 地方公共団体は、第１項及び第２項に規定する施策に

準じて、民間団体の参入の機会の増大及び協働取組によ

る公共サービスの実施の効果が十分に発揮される契約の

推進に努めるものとする。  
（環境保全に係る協定の締結等）  
第２１条の４ 国又は地方公共団体及び国民、民間団体等

は、協働取組を推進するための役割分担を定めた協定の

締結並びに当該協定の作成に関する協議及び当該協定の

実施に係る連絡調整を行うための協議会の設置を行うこ

とができる。  
２ 国は、前項の規定による協定の締結を行った場合には、

インターネットの利用その他適切な方法により協定の内

容その他主務省令で定める事項を公表するものとする。  
３ 国及び国民、民間団体等は、第１項の規定による協定

の締結を行った場合には、当該協定に定められた事項を

誠実に履行するとともに、当該協定に定める事項の実施

の状況について評価を行い、その結果を公表するものと

する。  
４ 地方公共団体は、第１項の規定による協定の締結を行

った場合には、前２項に規定する国の措置に準じて、必

要な措置を講ずるよう努めるものとする。  
５ 国民、民間団体等は、国又は地方公共団体と協働取組

を行う必要があるときは、主務省令で定めるところによ

り、当該国又は地方公共団体に対し、その旨を申し出る

ことができる。  
６ 国又は地方公共団体は、前項の規定による申出を受け

た場合において、主務省令で定める基準に照らして適切

であると認めるときは、協働取組を行うよう努めるもの

とする。  
（国民、民間団体等による協定の届出等）  
第２１条の５ 国民、民間団体等が協働取組の推進に関し

協定を締結した場合には、当該国民、民間団体等は、都

道府県知事（当該取組が２以上の都道府県にわたる場合

にあっては、主務大臣。第３項、第６項及び第７項を除

き、以下この条において同じ。）に対し、当該協定を届け

出ることができる。  
２ 都道府県知事は、前項の規定による届出（以下この条

において単に「届出」という。）のあった協定の内容が、

環境の保全上の効果を有するものであり、かつ、法令に

違反しないと認めるときは、インターネットの利用その

他適切な方法により協定の内容その他主務省令で定める

事項を公表するよう努めるものとする。  
３ 都道府県知事は、第１項に規定する協定の締結に際し

て当該国民、民間団体等から事前に申出があった場合そ

の他必要と認める場合には、主務大臣に対し、当該協定

が法令に適合しているかどうかについて関係行政機関の

長に確認するよう要請することができる。  
４ 届出をした国民、民間団体等は、当該協定に定められ

た事項を誠実に履行するものとする。  
５ 都道府県知事は、届出をした国民、民間団体等に対し、

届出のあった協定に定める事項が円滑に実施されるよう

必要な助言又は指導に努めるものとする。  
６ 前各項（第４項を除く。）の規定により都道府県知事の

権限に属するものとされている事務は、第１項に規定す

る協働取組が指定都市、中核市又は都道府県に代わって

当該事務を処理することにつきあらかじめその長が都道

府県知事と協議を行った市町村の区域内に限られる場合

においては、当該指定都市、中核市又は市町村の長が行

う。  
７ 第２０条の７第３項の規定は、前項の規定により都道

府県に代わって同項に規定する事務を処理することにつ

き都道府県知事と協議を行った市町村について準用する。  
８ 前各項に定めるもののほか、届出及び第１項に規定す

る協定の廃止に関し必要な事項は、主務省令で定める。  
（協働取組に対する情報提供等）  
第２１条の６ 環境大臣は、協働取組に関する情報の収集、

整理及び分析並びにその結果の提供を行うものとする。  
２ 環境大臣は、協働取組の一層の推進を図るため必要が

あると認めるときは、関係行政機関の長に対して必要な

協力を求めることができる。  
   第４章 雑則   
（経済的価値が付与される仕組みを通じた国民の環境の保

全に配慮する行動の促進）  
第２２条 国及び地方公共団体は、国民の環境の保全に配

慮する行動に対して経済的価値が付与される仕組みの普

及を通じて、当該行動を促進するよう努めるものとする。  
（財政上の措置等）  
第２２条の２ 国及び地方公共団体は、環境保全活動、環

境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組を推進

する上で重要な認定体験の機会の場の提供、環境の保全

に資する活動の事業化、環境の保全に関する人材の育成

その他の取組を効果的に実施するため、必要な財政上又

は税制上の措置その他の措置を講ずるよう努めるものと

する。  
２ 主務大臣は、環境保全活動、環境保全の意欲の増進若

しくは環境教育又は協働取組を行う国民、民間団体等で、

持続可能な社会の構築に関し特に顕著な功績があると認

められるものに対し、表彰を行うことができる。  
（情報の積極的公表等）  
第２３条 国、地方公共団体、民間団体及び事業者は、環

境保全の意欲の増進その他の環境の保全に関する取組へ

の国民、民間団体等の参加を促進するため、その行う環

境保全の意欲の増進の内容に関する情報その他の環境の

保全に関する情報を積極的に公表するよう努めるものと

する。  

２ 国は、前項の情報の収集、整理及び分析並びにその結

果の提供を行うよう努めるものとする。  
（配慮等）  
第２４条 国及び地方公共団体は、この法律に基づく措置

を実施するに当たっては、環境保全活動、環境保全の意

欲の増進若しくは環境教育又は協働取組を行う国民、民

間団体等の自立性を阻害することがないよう配慮すると

ともに、当該措置の公正性及び透明性を確保するために

必要な措置を講ずるものとする。  
（環境教育等推進会議）  
第２４条の２ 政府は、環境省、文部科学省、農林水産省、

経済産業省、国土交通省その他の関係行政機関の職員を

もって構成する環境教育等推進会議を設け、環境保全活

動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組

の総合的、効果的かつ効率的な推進を図るための連絡調

整を行うものとする。  
２ 環境教育等推進会議に、環境保全活動、環境保全の意

欲の増進及び環境教育並びに協働取組の推進に関し専門

的知識を有する者によって構成する環境教育等推進専門

家会議を置く。  
３ 環境教育等推進専門家会議は、環境保全活動、環境保

全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組の推進に係

る事項について、環境教育等推進会議に進言する。  
（主務大臣等）  
第２５条 この法律における主務大臣は、環境大臣、文部

科学大臣、農林水産大臣、経済産業大臣及び国土交通大

臣とする。ただし、次の各号に掲げる事項については、

当該各号に定める大臣とする。  
(1) 支援団体に係る事項 農林水産大臣、経済産業大臣

又は国土交通大臣であって第１０条の２第１項の規定

による指定の対象となる者の行う支援事業を所管する

大臣並びに環境大臣及び文部科学大臣  
(2) 人材認定等事業に係る事項 文部科学大臣、農林水

産大臣、経済産業大臣又は国土交通大臣であって第１

１条第１項の規定による登録の対象となる者の行う人

材認定等事業を所管する大臣及び環境大臣  
(3) 体験の機会の場の提供に係る事項 農林水産大臣、

経済産業大臣又は国土交通大臣であって第２０条第１

項の規定による認定の対象となる体験の機会の場で行

う事業を所管する大臣並びに環境大臣及び文部科学大

臣  
(4) 協働取組の推進に関する協定に係る事項 文部科

学大臣、農林水産大臣、経済産業大臣又は国土交通大

臣であって第２１条の５第１項に規定する協定を締結

する者の行う当該協定に定める事項を所管する大臣及

び環境大臣  
２ 各主務大臣は、この法律の規定の的確かつ円滑な実施

を図るため、相互に緊密に連絡し、及び協力するよう努

めるものとする。  
３ この法律における主務省令は、環境大臣、文部科学大

臣、農林水産大臣、経済産業大臣及び国土交通大臣が共

同で発する命令とする。  
（罰則）  
第２６条 次の各号のいずれかに該当する者は、３０万円

以下の罰金に処する。  
(1) 偽りその他不正の手段により第１１条第１項の登

録を受けた者 
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(2) 第１２条の規定による報告若しくは資料の提出を

せず、又は虚偽の報告若しくは資料の提出をした者  
第２７条  法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使

用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関し、

前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、そ

の法人又は人に対して同条の刑を科する。  
第２８条  次の各号のいずれかに該当する者は、１０万円

以下の過料に処する。  
(1) 第１１条第７項若しくは第２０条第８項の規定に

よる届出をせず、又は虚偽の届出をした者  
(2) 第１３条又は第２０条の５の規定に違反した者  
(3) 偽りその他不正の手段により第２０条第１項の認

定を受けた者  
(4) 第２０条の４第２項の規定による報告若しくは資

料の提出をせず、又は虚偽の報告若しくは資料の提出

をした者  
    附 則  
（施行期日） 
１ この法律は、平成１５年１０月１日から施行する。た

だし、第１１条から第１６条まで及び第２６条から第２

８条までの規定は、平成１６年１０月１日から施行する。  
（検討） 
２ 政府は、この法律の施行後５年を目途として、この法

律の施行の状況について検討を加え、その結果に基づい

て必要な措置を講ずるものとする。  
   附 則 （平成２３年６月１５日法律第６７号） 抄  
（施行期日） 
第１条 この法律は、平成２３年１０月１日から施行する。

ただし、第１０条の次に１条を加える改正規定、第１１

条の改正規定（同条第１項中「国民、民間団体等」を「企

業、大学の設置者その他の事業者、国民及びこれらの者

の組織する民間の団体（第７項及び第１７条において「民

間の団体等」という。）」に改める部分及び同条第７項中

「国民、民間団体等」を「民間の団体等」に改める部分

を除く。）、第２０条の改正規定、第２０条の次に９条及

び節名を加える改正規定（節名を加える部分を除く。）、

第２１条の次に５条を加える改正規定（第２１条の２及

び第２１条の３を加える部分を除く。）、第２５条の改正

規定及び第２８条の改正規定並びに附則第３条の規定は、

平成２４年１０月１日から施行する。  
（検討） 
第２条 政府は、この法律の施行後５年を目途として、こ

の法律による改正後の環境教育等による環境保全の取組

の促進に関する法律（以下「新法」という。）の施行の状

況について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置

を講ずるものとする。  
２ 学校教育における環境教育については、新法の目的を

踏まえ、この法律の施行後における学校教育における環

境教育の実施状況等を勘案し、教育職員を志望する者の

育成の在り方を含め、環境教育の充実のための措置につ

いて検討が加えられ、その結果に基づき、必要な措置が

講ぜられるものとする。 
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(2) 第１２条の規定による報告若しくは資料の提出を

せず、又は虚偽の報告若しくは資料の提出をした者  
第２７条  法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使

用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関し、

前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、そ

の法人又は人に対して同条の刑を科する。  
第２８条  次の各号のいずれかに該当する者は、１０万円

以下の過料に処する。  
(1) 第１１条第７項若しくは第２０条第８項の規定に

よる届出をせず、又は虚偽の届出をした者  
(2) 第１３条又は第２０条の５の規定に違反した者  
(3) 偽りその他不正の手段により第２０条第１項の認

定を受けた者  
(4) 第２０条の４第２項の規定による報告若しくは資

料の提出をせず、又は虚偽の報告若しくは資料の提出

をした者  
    附 則  
（施行期日） 
１ この法律は、平成１５年１０月１日から施行する。た

だし、第１１条から第１６条まで及び第２６条から第２

８条までの規定は、平成１６年１０月１日から施行する。  
（検討） 
２ 政府は、この法律の施行後５年を目途として、この法

律の施行の状況について検討を加え、その結果に基づい

て必要な措置を講ずるものとする。  
   附 則 （平成２３年６月１５日法律第６７号） 抄  
（施行期日） 
第１条 この法律は、平成２３年１０月１日から施行する。

ただし、第１０条の次に１条を加える改正規定、第１１

条の改正規定（同条第１項中「国民、民間団体等」を「企

業、大学の設置者その他の事業者、国民及びこれらの者

の組織する民間の団体（第７項及び第１７条において「民

間の団体等」という。）」に改める部分及び同条第７項中

「国民、民間団体等」を「民間の団体等」に改める部分

を除く。）、第２０条の改正規定、第２０条の次に９条及

び節名を加える改正規定（節名を加える部分を除く。）、

第２１条の次に５条を加える改正規定（第２１条の２及

び第２１条の３を加える部分を除く。）、第２５条の改正

規定及び第２８条の改正規定並びに附則第３条の規定は、

平成２４年１０月１日から施行する。  
（検討） 
第２条 政府は、この法律の施行後５年を目途として、こ

の法律による改正後の環境教育等による環境保全の取組

の促進に関する法律（以下「新法」という。）の施行の状

況について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置

を講ずるものとする。  
２ 学校教育における環境教育については、新法の目的を

踏まえ、この法律の施行後における学校教育における環

境教育の実施状況等を勘案し、教育職員を志望する者の

育成の在り方を含め、環境教育の充実のための措置につ

いて検討が加えられ、その結果に基づき、必要な措置が

講ぜられるものとする。 

環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに

協働取組の推進に関する基本的な方針 

（平成２４年６月２６日閣議決定） 
 
はじめに 
私たち人間は、一つの生物種として、この地球上の他の

生物と同様に、地球全体の環境の一部を形成しています。

つまり、人間と他の生物は運命共同体とも言える関係をな

しており、お互いに尊い「いのち」を持つ存在として、尊

重し合うべきものです。私たちが生態系の中で生きている

ことを理解することは、生物の、そして人間のいのちを尊

ぶ心を育むことにもつながります。 
私たちは、化石燃料をはじめとした、地球上の様々なも

のや資源を利用して、地球環境に負荷をかけながら生きて

います。そして、世界中の経済が相互に密接な関係を有し

ている現在、私たちの行動が地球環境に影響を与え、また、

地球環境の悪化も私たちの生活に影響を与えており、日本

にいながら、世界の様々な場所で発生している環境問題と

は無縁ではいられなくなっています。 
このため、私たちは「地球市民」として環境問題に取り

組むことが求められています。 
改正前の基本方針が制定された後、我が国の環境問題に

ついて様々な動きがありました。地球温暖化問題について

は、2005 年（平成17 年）に京都議定書が発効し、また、

2020年以降の将来枠組みの構築に向けて、2011 年（平成

23 年）の国連気候変動枠組条約第 17 回締約国会議

（COP17）において道筋が示される等大きな前進を得まし

た。我が国は、長期目標として2050 年までに80％の温室

効果ガスの排出削減を目指し、中期目標として2020 年ま

でに 1990 年比で 25％の排出削減をすることとしていま

す。 
また、生物多様性については、2008 年（平成 20 年）

に生物多様性基本法が制定され、2010 年（平成 22 年）

に生物多様性国家戦略2010 が策定されました。同年に愛

知県名古屋市で開催された生物多様性条約第 10 回締約国

会議（COP10）では、2011 年以降の新たな世界目標であ

る「愛知目標」が採択されたほか、条約制定時以来の懸案

であった遺伝資源へのアクセスと利益配分に関する名古屋

議定書も採択されました。一方、近年、ニホンジカやイノ

シシなどの野生鳥獣による、生態系被害、生活環境被害、

農林水産業被害が深刻化しており、また、国外や国内の他

地域から侵入した外来種が、地域固有の生物相や生態系に

対する大きな脅威となっています。こうしたことを受けて、

特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法

律が 2004 年（平成 16 年）に制定され、鳥獣の保護及び

狩猟の適正化に関する法律が 2006 年（平成 18 年）に改

正されるとともに、2007 年（平成 19 年）には鳥獣によ

る農林水産業等に係る被害の防止のための特別措置に関す

る法律が制定（2012 年に一部改正）されるなどしました。 
さらに、従来の大量生産、大量流通、大量消費、大量廃

棄による経済社会活動は、廃棄物の増加を招き、健全な物

質循環を阻害しています。2000 年（平成 12 年）に制定

された循環型社会形成推進基本法の規定により、2008 年
（平成 20 年）に策定された第二次循環型社会形成推進基

本計画に基づいて、廃棄物等の発生抑制や循環資源の利用

などの取組を進めています。 
また、2011 年（平成23 年）３月11 日に発生した東北

地方太平洋沖地震やこれに伴う原子力発電所の事故を受け

て、国民の間に大きな価値観や意識の変化が生じています。

一方、被災地のみならず、我が国全体において、人と人と

のつながり、地域とのつながりやボランティアなどの社会

への貢献が強く意識されるようになりました。 
環境教育や環境保全活動等の推進に当たっては、こうし

た幅広く多岐にわたる諸情勢を適切に勘案することが必要

です。そして、多種の取組を一過性に終わらせるのではな

く、それぞれの主体の意識を更に高めるとともに、個々の

主体が取り組みやすくする仕組みづくりが求められていま

す。 
また、問題の本質や取組の方法を自ら考え、解決する能

力を身につけ、自ら進んで環境問題に取り組む人材を育て

ていくことが不可欠です。すなわち、私たちの生活が環境

の恵みの上に成り立っていることを実感し、私たちの活動

に起因する環境負荷が、環境に大きな影響を及ぼしている

ことを理解し、問題の本質や取組の方法を自ら考え、解決

する能力を身に付け、何よりも「行動」に結びつけていく

ための、環境教育・環境学習が必要です。 
私たちは、環境教育等による環境保全の取組の促進に関

する法律（以下「法」という。）に基づき、持続可能な社会

づくりに向けて、様々な主体の自発的な活動を支援し、そ

の基盤となる環境教育等の推進に取り組みます。 
政府としては、国民、事業者、民間団体、地方公共団体

等様々な主体の自発性を尊重し、これらと協働しながら持

続可能な社会づくりに共に取り組んでいきます。 
 
１ 環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並び

に協働取組の推進に関する基本的な事項 
 
（１）私たちの目指す持続可能な社会と環境の保全 
 
私たちが直面する環境問題は、私たち一人一人が取り組

まなければならない問題です。一方、私たちの行動は、私

たちの属する社会の価値観や風習、経済の在り方と深く結

びついています。このため、一人一人の意識を変え、環境

保全に主体性を持って取り組むようになること、そして、

それがいかされる社会経済の仕組みを整えることにより、

持続可能な社会を目指していく必要があります。 
「持続可能な開発」という考え方は、「環境と開発に関す

る世界委員会（ブルントラント委員会）」が1987 年（昭和

62 年）に公表した報告書「我ら共有の未来」の中で初め

て提示され、その内容は国際的な議論等の中で深められて

おり、現在、その理念や考え方として、以下の４つの共通

的理解があります。 
第１は、環境のもたらす恵みを将来世代にまで引き継い

でいこうという、長期的な視点を持っている点です。 
第２は、地球の大自然の営みとのきずなを深めるような

新しい社会や文化を求めている点です。地球の生態系の一

員として環境を維持し、その中の生物やその他の環境との

共存共栄を図る中で人々が生き、暮らすことが、持続可能

な社会の一つの要件と考えられています。 
第３は、人間としての基礎的なニーズの充足を重視し、

他方で、浪費を退けるような新しい発展の道を実践するこ

とにより、世界全体で社会経済の持続可能性を高めようと

している点です。 
第４は、多様な立場の人々の参加、協力、役割の分担が
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(2) 第１２条の規定による報告若しくは資料の提出を

せず、又は虚偽の報告若しくは資料の提出をした者  
第２７条  法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使

用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関し、

前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、そ

の法人又は人に対して同条の刑を科する。  
第２８条  次の各号のいずれかに該当する者は、１０万円

以下の過料に処する。  
(1) 第１１条第７項若しくは第２０条第８項の規定に

よる届出をせず、又は虚偽の届出をした者  
(2) 第１３条又は第２０条の５の規定に違反した者  
(3) 偽りその他不正の手段により第２０条第１項の認

定を受けた者  
(4) 第２０条の４第２項の規定による報告若しくは資

料の提出をせず、又は虚偽の報告若しくは資料の提出

をした者  
    附 則  
（施行期日） 
１ この法律は、平成１５年１０月１日から施行する。た

だし、第１１条から第１６条まで及び第２６条から第２

８条までの規定は、平成１６年１０月１日から施行する。  
（検討） 
２ 政府は、この法律の施行後５年を目途として、この法

律の施行の状況について検討を加え、その結果に基づい

て必要な措置を講ずるものとする。  
   附 則 （平成２３年６月１５日法律第６７号） 抄  
（施行期日） 
第１条 この法律は、平成２３年１０月１日から施行する。

ただし、第１０条の次に１条を加える改正規定、第１１

条の改正規定（同条第１項中「国民、民間団体等」を「企

業、大学の設置者その他の事業者、国民及びこれらの者

の組織する民間の団体（第７項及び第１７条において「民

間の団体等」という。）」に改める部分及び同条第７項中

「国民、民間団体等」を「民間の団体等」に改める部分

を除く。）、第２０条の改正規定、第２０条の次に９条及

び節名を加える改正規定（節名を加える部分を除く。）、

第２１条の次に５条を加える改正規定（第２１条の２及

び第２１条の３を加える部分を除く。）、第２５条の改正

規定及び第２８条の改正規定並びに附則第３条の規定は、

平成２４年１０月１日から施行する。  
（検討） 
第２条 政府は、この法律の施行後５年を目途として、こ

の法律による改正後の環境教育等による環境保全の取組

の促進に関する法律（以下「新法」という。）の施行の状

況について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置

を講ずるものとする。  
２ 学校教育における環境教育については、新法の目的を

踏まえ、この法律の施行後における学校教育における環

境教育の実施状況等を勘案し、教育職員を志望する者の

育成の在り方を含め、環境教育の充実のための措置につ

いて検討が加えられ、その結果に基づき、必要な措置が

講ぜられるものとする。 

環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに

協働取組の推進に関する基本的な方針 

（平成２４年６月２６日閣議決定） 
 
はじめに 
私たち人間は、一つの生物種として、この地球上の他の

生物と同様に、地球全体の環境の一部を形成しています。

つまり、人間と他の生物は運命共同体とも言える関係をな

しており、お互いに尊い「いのち」を持つ存在として、尊

重し合うべきものです。私たちが生態系の中で生きている

ことを理解することは、生物の、そして人間のいのちを尊

ぶ心を育むことにもつながります。 
私たちは、化石燃料をはじめとした、地球上の様々なも

のや資源を利用して、地球環境に負荷をかけながら生きて

います。そして、世界中の経済が相互に密接な関係を有し

ている現在、私たちの行動が地球環境に影響を与え、また、

地球環境の悪化も私たちの生活に影響を与えており、日本

にいながら、世界の様々な場所で発生している環境問題と

は無縁ではいられなくなっています。 
このため、私たちは「地球市民」として環境問題に取り

組むことが求められています。 
改正前の基本方針が制定された後、我が国の環境問題に

ついて様々な動きがありました。地球温暖化問題について

は、2005 年（平成17 年）に京都議定書が発効し、また、

2020年以降の将来枠組みの構築に向けて、2011 年（平成

23 年）の国連気候変動枠組条約第 17 回締約国会議

（COP17）において道筋が示される等大きな前進を得まし

た。我が国は、長期目標として2050 年までに80％の温室

効果ガスの排出削減を目指し、中期目標として2020 年ま

でに 1990 年比で 25％の排出削減をすることとしていま

す。 
また、生物多様性については、2008 年（平成 20 年）

に生物多様性基本法が制定され、2010 年（平成 22 年）

に生物多様性国家戦略2010 が策定されました。同年に愛

知県名古屋市で開催された生物多様性条約第 10 回締約国

会議（COP10）では、2011 年以降の新たな世界目標であ

る「愛知目標」が採択されたほか、条約制定時以来の懸案

であった遺伝資源へのアクセスと利益配分に関する名古屋

議定書も採択されました。一方、近年、ニホンジカやイノ

シシなどの野生鳥獣による、生態系被害、生活環境被害、

農林水産業被害が深刻化しており、また、国外や国内の他

地域から侵入した外来種が、地域固有の生物相や生態系に

対する大きな脅威となっています。こうしたことを受けて、

特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法

律が 2004 年（平成 16 年）に制定され、鳥獣の保護及び

狩猟の適正化に関する法律が 2006 年（平成 18 年）に改

正されるとともに、2007 年（平成 19 年）には鳥獣によ

る農林水産業等に係る被害の防止のための特別措置に関す

る法律が制定（2012 年に一部改正）されるなどしました。 
さらに、従来の大量生産、大量流通、大量消費、大量廃

棄による経済社会活動は、廃棄物の増加を招き、健全な物

質循環を阻害しています。2000 年（平成 12 年）に制定

された循環型社会形成推進基本法の規定により、2008 年
（平成 20 年）に策定された第二次循環型社会形成推進基

本計画に基づいて、廃棄物等の発生抑制や循環資源の利用

などの取組を進めています。 
また、2011 年（平成23 年）３月11 日に発生した東北

地方太平洋沖地震やこれに伴う原子力発電所の事故を受け

て、国民の間に大きな価値観や意識の変化が生じています。

一方、被災地のみならず、我が国全体において、人と人と

のつながり、地域とのつながりやボランティアなどの社会

への貢献が強く意識されるようになりました。 
環境教育や環境保全活動等の推進に当たっては、こうし

た幅広く多岐にわたる諸情勢を適切に勘案することが必要

です。そして、多種の取組を一過性に終わらせるのではな

く、それぞれの主体の意識を更に高めるとともに、個々の

主体が取り組みやすくする仕組みづくりが求められていま

す。 
また、問題の本質や取組の方法を自ら考え、解決する能

力を身につけ、自ら進んで環境問題に取り組む人材を育て

ていくことが不可欠です。すなわち、私たちの生活が環境

の恵みの上に成り立っていることを実感し、私たちの活動

に起因する環境負荷が、環境に大きな影響を及ぼしている

ことを理解し、問題の本質や取組の方法を自ら考え、解決

する能力を身に付け、何よりも「行動」に結びつけていく

ための、環境教育・環境学習が必要です。 
私たちは、環境教育等による環境保全の取組の促進に関

する法律（以下「法」という。）に基づき、持続可能な社会

づくりに向けて、様々な主体の自発的な活動を支援し、そ

の基盤となる環境教育等の推進に取り組みます。 
政府としては、国民、事業者、民間団体、地方公共団体

等様々な主体の自発性を尊重し、これらと協働しながら持

続可能な社会づくりに共に取り組んでいきます。 
 
１ 環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並び

に協働取組の推進に関する基本的な事項 
 
（１）私たちの目指す持続可能な社会と環境の保全 
 
私たちが直面する環境問題は、私たち一人一人が取り組

まなければならない問題です。一方、私たちの行動は、私

たちの属する社会の価値観や風習、経済の在り方と深く結

びついています。このため、一人一人の意識を変え、環境

保全に主体性を持って取り組むようになること、そして、

それがいかされる社会経済の仕組みを整えることにより、

持続可能な社会を目指していく必要があります。 
「持続可能な開発」という考え方は、「環境と開発に関す

る世界委員会（ブルントラント委員会）」が1987 年（昭和

62 年）に公表した報告書「我ら共有の未来」の中で初め

て提示され、その内容は国際的な議論等の中で深められて

おり、現在、その理念や考え方として、以下の４つの共通

的理解があります。 
第１は、環境のもたらす恵みを将来世代にまで引き継い

でいこうという、長期的な視点を持っている点です。 
第２は、地球の大自然の営みとのきずなを深めるような

新しい社会や文化を求めている点です。地球の生態系の一

員として環境を維持し、その中の生物やその他の環境との

共存共栄を図る中で人々が生き、暮らすことが、持続可能

な社会の一つの要件と考えられています。 
第３は、人間としての基礎的なニーズの充足を重視し、

他方で、浪費を退けるような新しい発展の道を実践するこ

とにより、世界全体で社会経済の持続可能性を高めようと

している点です。 
第４は、多様な立場の人々の参加、協力、役割の分担が
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不可欠であるとしている点です。 
こうした理念や考え方を踏まえた我が国としての持続可

能な社会づくりを目指し、法に基づく措置を進めていく必

要があります。 
今私たちは、地球温暖化の防止、生物多様性の保全、健

全な物質循環など多くの課題に直面しています。こうした

問題は、日々の暮らしに深く関わっている私たち自身が、

家庭、学校、職場、地域等における日々の生活の一部とし

て、そして民間団体による活動の中で、取り組まなくては

なりません。 
私たちが、自発的な行動により、持続可能な社会の構築

を目指していくためには、社会を構成する多様な主体の参

加と協力を得ることが必要です。また、持続可能な社会は、

様々な産業、家庭や地域といった社会、科学技術、文化、

歴史の継承とも深く関わってきます。さらに、持続可能な

社会をつくるためには、世界的な視野に立ち、地球市民と

して取り組むことが必要です。 
こうした視点に立つと、持続可能な社会づくりのために

は、環境問題以外の問題も含めて取り組むことが必要とな

ってきます。例えば、開発途上地域における貧困や人口の

急増は、自然破壊、居住環境の悪化等の環境問題を引き起

こします。自然環境に近い所で日々生活している女性や先

住民の意思は、環境への影響を判断する上で尊重されなけ

ればなりません。様々な国家、民族等の平和的共存が損な

われれば、戦闘行為や難民の発生により、環境が破壊され

ます。科学技術は、必ずしも環境に配慮して発展してきた

とは言えない側面がある一方で、環境問題の解決に向けて

積極的な役割を果たすことが期待されます。私たちが法に

基づく措置を推進していく際には、持続可能な社会づくり

に必要な様々な問題に配慮し、取組の中に位置付けていく

必要があります。 
 

（２）環境保全のために求められる人間像 
 
環境保全を推進していくために求められる人間像として

は例えば以下が挙げられます。 
 

・知識の習得にとどまらず、自ら考え、公正に判断し、主

体的に行動し、成果を導き出すことのできる人間 
・知識を得て理解した内容を他者に伝えることのできる人

間 
・他者と議論し、合意形成することのできる人間 
・「人と自然」「人と人」「人と社会」のつながりやきずなを

想像し、理解することのできる人間 
・他者の痛みに共感し、共に働き、汗を流すとともに、協

働することのできる人間 
・理想とする社会像を自ら描き、それぞれの立場と役割で

社会づくりを担っていける人間 
・既成概念にとらわれず、新しい価値を創り出すことので

きる人間 
 
こうした要素を備えた人材は、環境保全に限って求めら

れるものではなく、持続可能な社会づくりのために求めら

れる理想的な人間像と言えます。また、こうした人材は環

境教育のみならず、家庭、学校、職場、地域等における、

あらゆる教育の取組によって育成されていくべきものです。 
 

（３）取組の基本的な方向 
 
① 環境保全活動及び環境保全の意欲の増進についての

取組の方向 
 
ア 地球温暖化問題等の課題に自ら進んで取り組むこ

との重要性 
 
環境という私たち共通の生存基盤は、だれのものでもあ

りません。だれのものでもないだけに、だれかが守り、良

くしてくれるものではありません。社会を構成する個人、

家庭、民間団体、事業者、行政等といったあらゆる主体が、

自らの問題としてとらえ、環境問題に取り組む必要があり

ます。こうした自覚を持った主体による自発的な取組は、

自主性を基にした創意工夫により、より効果的な取組の枠

組みをつくり出し、取組を更に進める原動力となります。

さらに、各主体の参加により、環境問題にとどまらない様々

な問題を地域や社会の中で自律的に改善し、持続可能な社

会を多面的につくっていく力にもつながります。 
地球温暖化対策、循環型社会の形成、生物多様性の保全

をはじめとする今日私たちが直面する課題は、こうした自

発的な取組を必要としています。法にいう環境保全活動は、

これらの課題に自発的に手足を動かして取り組んでいこう

とする活動です。政府は、法に定める基本理念に基づき、

また、地球温暖化対策その他の課題への取組の確固たる基

盤とするべく、環境保全活動を支援し、環境保全の意欲の

増進のための活動を促進する施策を講じていきます。 
 

イ あらゆる主体に取組が広がっていくことの重要性 
 

1992 年（平成４年）の「環境と開発に関する国連会議

（地球サミット）」で採択された「環境と開発に関するリオ

宣言（リオ宣言）」においては、環境問題は、それぞれのレ

ベルで、関心のあるすべての市民が参加することによって、

最も適切に扱われると記述され、民間団体その他の様々な

主体の環境保全への取組が重要であり、かつ、不可欠であ

ることが明らかにされました。 
社会を構成する個人、家庭、民間団体、事業者、行政等

が、環境問題への取組を自らの問題としてとらえ、自発的

に活動し、お互いの活動を理解し、立場を尊重し、適切な

役割分担をすることにより、持続可能な社会づくりに取り

組んでいくことが必要です。 
特に、喫緊の課題となっている地球温暖化問題や生物多

様性の喪失等については、あらゆる主体による取組が必要

であり、温室効果ガスの排出削減対策及び吸収源対策や、

自然と共生する社会の実現等の具体的な成果に結びつくよ

う総合的に施策を進めていきます。 
また、「新しい公共」円卓会議による「新しい公共」宣言

（平成 22 年）においては、官庁などの行政機関のみなら

ず、市民、特定非営利活動法人（NPO 法人）、企業などの

民間主体が、積極的に公共的な財・サービスの提供主体と

なり、国民の身近な分野において共助の精神で活動すると

いう「新しい公共」の在り方が示され、活気のある社会づ

くりのために、様々な主体の支え合いによる自発的な協働

取組の必要性が示されています。 
この「新しい公共」の考え方ともあいまって、社会を構

成する各主体による自発的な活動を活発化させることが必



－　　－39

不可欠であるとしている点です。 
こうした理念や考え方を踏まえた我が国としての持続可

能な社会づくりを目指し、法に基づく措置を進めていく必

要があります。 
今私たちは、地球温暖化の防止、生物多様性の保全、健

全な物質循環など多くの課題に直面しています。こうした

問題は、日々の暮らしに深く関わっている私たち自身が、

家庭、学校、職場、地域等における日々の生活の一部とし

て、そして民間団体による活動の中で、取り組まなくては

なりません。 
私たちが、自発的な行動により、持続可能な社会の構築

を目指していくためには、社会を構成する多様な主体の参

加と協力を得ることが必要です。また、持続可能な社会は、

様々な産業、家庭や地域といった社会、科学技術、文化、

歴史の継承とも深く関わってきます。さらに、持続可能な

社会をつくるためには、世界的な視野に立ち、地球市民と

して取り組むことが必要です。 
こうした視点に立つと、持続可能な社会づくりのために

は、環境問題以外の問題も含めて取り組むことが必要とな

ってきます。例えば、開発途上地域における貧困や人口の

急増は、自然破壊、居住環境の悪化等の環境問題を引き起

こします。自然環境に近い所で日々生活している女性や先

住民の意思は、環境への影響を判断する上で尊重されなけ

ればなりません。様々な国家、民族等の平和的共存が損な

われれば、戦闘行為や難民の発生により、環境が破壊され

ます。科学技術は、必ずしも環境に配慮して発展してきた

とは言えない側面がある一方で、環境問題の解決に向けて

積極的な役割を果たすことが期待されます。私たちが法に

基づく措置を推進していく際には、持続可能な社会づくり

に必要な様々な問題に配慮し、取組の中に位置付けていく

必要があります。 
 

（２）環境保全のために求められる人間像 
 
環境保全を推進していくために求められる人間像として

は例えば以下が挙げられます。 
 

・知識の習得にとどまらず、自ら考え、公正に判断し、主

体的に行動し、成果を導き出すことのできる人間 
・知識を得て理解した内容を他者に伝えることのできる人

間 
・他者と議論し、合意形成することのできる人間 
・「人と自然」「人と人」「人と社会」のつながりやきずなを

想像し、理解することのできる人間 
・他者の痛みに共感し、共に働き、汗を流すとともに、協

働することのできる人間 
・理想とする社会像を自ら描き、それぞれの立場と役割で

社会づくりを担っていける人間 
・既成概念にとらわれず、新しい価値を創り出すことので

きる人間 
 
こうした要素を備えた人材は、環境保全に限って求めら

れるものではなく、持続可能な社会づくりのために求めら

れる理想的な人間像と言えます。また、こうした人材は環

境教育のみならず、家庭、学校、職場、地域等における、

あらゆる教育の取組によって育成されていくべきものです。 
 

（３）取組の基本的な方向 
 
① 環境保全活動及び環境保全の意欲の増進についての

取組の方向 
 
ア 地球温暖化問題等の課題に自ら進んで取り組むこ

との重要性 
 
環境という私たち共通の生存基盤は、だれのものでもあ

りません。だれのものでもないだけに、だれかが守り、良

くしてくれるものではありません。社会を構成する個人、

家庭、民間団体、事業者、行政等といったあらゆる主体が、

自らの問題としてとらえ、環境問題に取り組む必要があり

ます。こうした自覚を持った主体による自発的な取組は、

自主性を基にした創意工夫により、より効果的な取組の枠

組みをつくり出し、取組を更に進める原動力となります。

さらに、各主体の参加により、環境問題にとどまらない様々

な問題を地域や社会の中で自律的に改善し、持続可能な社

会を多面的につくっていく力にもつながります。 
地球温暖化対策、循環型社会の形成、生物多様性の保全

をはじめとする今日私たちが直面する課題は、こうした自

発的な取組を必要としています。法にいう環境保全活動は、

これらの課題に自発的に手足を動かして取り組んでいこう

とする活動です。政府は、法に定める基本理念に基づき、

また、地球温暖化対策その他の課題への取組の確固たる基

盤とするべく、環境保全活動を支援し、環境保全の意欲の

増進のための活動を促進する施策を講じていきます。 
 

イ あらゆる主体に取組が広がっていくことの重要性 
 

1992 年（平成４年）の「環境と開発に関する国連会議

（地球サミット）」で採択された「環境と開発に関するリオ

宣言（リオ宣言）」においては、環境問題は、それぞれのレ

ベルで、関心のあるすべての市民が参加することによって、

最も適切に扱われると記述され、民間団体その他の様々な

主体の環境保全への取組が重要であり、かつ、不可欠であ

ることが明らかにされました。 
社会を構成する個人、家庭、民間団体、事業者、行政等

が、環境問題への取組を自らの問題としてとらえ、自発的

に活動し、お互いの活動を理解し、立場を尊重し、適切な

役割分担をすることにより、持続可能な社会づくりに取り

組んでいくことが必要です。 
特に、喫緊の課題となっている地球温暖化問題や生物多

様性の喪失等については、あらゆる主体による取組が必要

であり、温室効果ガスの排出削減対策及び吸収源対策や、

自然と共生する社会の実現等の具体的な成果に結びつくよ

う総合的に施策を進めていきます。 
また、「新しい公共」円卓会議による「新しい公共」宣言

（平成 22 年）においては、官庁などの行政機関のみなら

ず、市民、特定非営利活動法人（NPO 法人）、企業などの

民間主体が、積極的に公共的な財・サービスの提供主体と

なり、国民の身近な分野において共助の精神で活動すると

いう「新しい公共」の在り方が示され、活気のある社会づ

くりのために、様々な主体の支え合いによる自発的な協働

取組の必要性が示されています。 
この「新しい公共」の考え方ともあいまって、社会を構

成する各主体による自発的な活動を活発化させることが必

要です。 
 

ウ 家庭、学校、職場、地域等における環境保全活動及

び環境保全の意欲の増進を進める環境の整備 
 

こうした活動を支える枠組みとして、1998 年（平成 10 
年）に「特定非営利活動促進法」が制定され、その後、民

間活動の促進に関連した法律の整備が進められてきました。 
こうした枠組みにより民間活動が社会の中に位置付けられ、

更に取組が活発化するという好循環が見られています。加

えて、税制、助成、事業委託等により活動の経済的基盤が

形づくられています。民間活動を支援するためには、自立

的な活動を支える観点、行政や事業者との効果的な連携促

進の観点から仕組みの整備や運用を進めていく必要があり

ます。また、自発的な活動の重要性、自主性を尊重した取

組の在り方についての各主体の理解を深める必要がありま

す。 
さらに、体系的な環境保全活動等を行うためには、多様

な主体による連携が不可欠です。そのためには、活動の場

で参加者の自発的な行動を上手に引き出したり促進したり

する役割を担う人（ファシリテーター）、環境保全について

異なる認識を持つ様々な人や組織の間の調整やネットワー

クづくりを行う役割を担う人（コーディネーター）の存在

は欠かせないものであり、こうした人材を育てていく必要

があります。 
また、特に地域における環境保全活動は、住民や民間団

体等が参加し、地域の環境を保全、改善し、循環型の地域

社会づくりを目指すことが大切です。ふるさとから学び、

地域ぐるみで身近な環境を守り、良くしていこうとする動

きが見られます。一方、都市の住民等にとっては、普段の

生活において環境と社会とのつながりを実感する機会は多

くありません。都市特有のヒートアイランド現象や大気汚

染の状況について学んだり、廃棄物処理施設の見学、自然

とのふれあい等の体験を通じて、自らが環境保全に取り組

むことの必要性を認識し、都市生活における取組につなげ

ていくことが重要です。こうした地域における各主体の取

組は、地域のかけがえのない環境とあいまって「地域環境

力」としてとらえることができます。この地域環境力を高

めることが、今日求められています。 
また、環境問題は、日々の暮らしの中で、意識して取り

組むことが大切となっており、環境保全の問題意識や取組

を引き出す役割は、家庭、学校、職場、地域等の社会のあ

らゆる主体やあらゆる場が担っているといえます。 
政府としては、家庭、学校、職場、地域等に対して、環

境の保全に関する情報又は機会の提供等の支援を行い、各

種行事等の自発的な活動が、主体性をいかしながら自律的

に社会経済や地域の中で定着していくよう、その環境づく

りを進めます。 
 
② 環境教育の推進方策についての取組の方向 

 
環境教育については、1972 年（昭和 47 年）の「スト

ックホルム人間環境宣言」においてその重要性が指摘され、

その後、様々な国際会議での議論において、環境教育の目

的は、①環境問題に関心を持ち、②環境に対する人間の責

任と役割を理解し、③環境保全に参加する態度と環境問題

解決のための能力を育成することであることが明確に示さ

れました。行動に結びつく人材を育てることが環境教育の

重要な目的とされています。 
環境教育は、このような指摘等から分かるように、あら

ゆる場において、また、対象となる人の発達段階又は生活

の在り方に応じ、行動に結びつくような人材を育てるとい

う視点で行われることが必要です。 
また、2007 年（平成19 年）に政府が閣議決定した「21 

世紀環境立国戦略」においては、持続可能な社会の実現に

向けた重点戦略の一つとして、「環境を感じ、考え、行動す

る人づくり」を掲げており、それを具体化するために「21 
世紀環境教育プラン～いつでも（Anytime）、どこでも

（Anywhere）、誰でも（Anyone）環境教育AAA（トリプ

ルエー）プラン～」が策定されました。この中では、子ど

もから大人までのあらゆる年齢層に対し、家庭、学校、地

域等のあらゆる場において、生涯にわたって質の高い環境

教育・環境学習の機会を提供していくことが示されました。 
環境教育の目標、内容、手法とその実現のための施策に

ついては、以下のような共通の方向性があり、これを踏ま

えて推進する必要があります。 
 
ア 環境教育がはぐくむべき能力 

 
環境教育によって育成することを目指す人間像は、１（２）

「環境保全のために求められる人間像」において示したと

おりですが、そうした人間に求められる能力としては、大

きく「未来を創る力」と「環境保全のための力」に分ける

ことができ、これらをはぐくむのが環境教育の役割だとい

うことができます。 
 

・「未来を創る力」 
社会経済の動向やその仕組みを横断的・包括的に見る

力 
課題を発見・解決する力 
客観的・論理的思考力と判断力・選択力 
情報を活用する力 
計画を立てる力 
意思疎通する力（コミュニケーション能力） 
他者に共感する力 
多様な視点から考察し、多様性を受容する力 
想像し、推論する力 
他者に働きかけ、共通理解を求め、協力して行動する

力 
地域を創り、育てる力 
新しい価値を生み出す力 等 
 

・「環境保全のための力」 
地球規模及び身近な環境の変化に気付く力 
資源の有限性や自然環境の不可逆性を理解する力 
環境配慮行動をするための知識や技能 
環境保全のために行動する力 等 
 
イ 環境教育に求められる要素 

 
学校における環境教育は、各教科や総合的な学習の時間

等で扱われています。また、職場や地域社会では、事業活

動や地域の自然や社会に応じた環境教育が実施されていま

す。 
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不可欠であるとしている点です。 
こうした理念や考え方を踏まえた我が国としての持続可

能な社会づくりを目指し、法に基づく措置を進めていく必

要があります。 
今私たちは、地球温暖化の防止、生物多様性の保全、健

全な物質循環など多くの課題に直面しています。こうした

問題は、日々の暮らしに深く関わっている私たち自身が、

家庭、学校、職場、地域等における日々の生活の一部とし

て、そして民間団体による活動の中で、取り組まなくては

なりません。 
私たちが、自発的な行動により、持続可能な社会の構築

を目指していくためには、社会を構成する多様な主体の参

加と協力を得ることが必要です。また、持続可能な社会は、

様々な産業、家庭や地域といった社会、科学技術、文化、

歴史の継承とも深く関わってきます。さらに、持続可能な

社会をつくるためには、世界的な視野に立ち、地球市民と

して取り組むことが必要です。 
こうした視点に立つと、持続可能な社会づくりのために

は、環境問題以外の問題も含めて取り組むことが必要とな

ってきます。例えば、開発途上地域における貧困や人口の

急増は、自然破壊、居住環境の悪化等の環境問題を引き起

こします。自然環境に近い所で日々生活している女性や先

住民の意思は、環境への影響を判断する上で尊重されなけ

ればなりません。様々な国家、民族等の平和的共存が損な

われれば、戦闘行為や難民の発生により、環境が破壊され

ます。科学技術は、必ずしも環境に配慮して発展してきた

とは言えない側面がある一方で、環境問題の解決に向けて

積極的な役割を果たすことが期待されます。私たちが法に

基づく措置を推進していく際には、持続可能な社会づくり

に必要な様々な問題に配慮し、取組の中に位置付けていく

必要があります。 
 

（２）環境保全のために求められる人間像 
 
環境保全を推進していくために求められる人間像として

は例えば以下が挙げられます。 
 

・知識の習得にとどまらず、自ら考え、公正に判断し、主

体的に行動し、成果を導き出すことのできる人間 
・知識を得て理解した内容を他者に伝えることのできる人

間 
・他者と議論し、合意形成することのできる人間 
・「人と自然」「人と人」「人と社会」のつながりやきずなを

想像し、理解することのできる人間 
・他者の痛みに共感し、共に働き、汗を流すとともに、協

働することのできる人間 
・理想とする社会像を自ら描き、それぞれの立場と役割で

社会づくりを担っていける人間 
・既成概念にとらわれず、新しい価値を創り出すことので

きる人間 
 
こうした要素を備えた人材は、環境保全に限って求めら

れるものではなく、持続可能な社会づくりのために求めら

れる理想的な人間像と言えます。また、こうした人材は環

境教育のみならず、家庭、学校、職場、地域等における、

あらゆる教育の取組によって育成されていくべきものです。 
 

（３）取組の基本的な方向 
 
① 環境保全活動及び環境保全の意欲の増進についての

取組の方向 
 
ア 地球温暖化問題等の課題に自ら進んで取り組むこ

との重要性 
 
環境という私たち共通の生存基盤は、だれのものでもあ

りません。だれのものでもないだけに、だれかが守り、良

くしてくれるものではありません。社会を構成する個人、

家庭、民間団体、事業者、行政等といったあらゆる主体が、

自らの問題としてとらえ、環境問題に取り組む必要があり

ます。こうした自覚を持った主体による自発的な取組は、

自主性を基にした創意工夫により、より効果的な取組の枠

組みをつくり出し、取組を更に進める原動力となります。

さらに、各主体の参加により、環境問題にとどまらない様々

な問題を地域や社会の中で自律的に改善し、持続可能な社

会を多面的につくっていく力にもつながります。 
地球温暖化対策、循環型社会の形成、生物多様性の保全

をはじめとする今日私たちが直面する課題は、こうした自

発的な取組を必要としています。法にいう環境保全活動は、

これらの課題に自発的に手足を動かして取り組んでいこう

とする活動です。政府は、法に定める基本理念に基づき、

また、地球温暖化対策その他の課題への取組の確固たる基

盤とするべく、環境保全活動を支援し、環境保全の意欲の

増進のための活動を促進する施策を講じていきます。 
 

イ あらゆる主体に取組が広がっていくことの重要性 
 

1992 年（平成４年）の「環境と開発に関する国連会議

（地球サミット）」で採択された「環境と開発に関するリオ

宣言（リオ宣言）」においては、環境問題は、それぞれのレ

ベルで、関心のあるすべての市民が参加することによって、

最も適切に扱われると記述され、民間団体その他の様々な

主体の環境保全への取組が重要であり、かつ、不可欠であ

ることが明らかにされました。 
社会を構成する個人、家庭、民間団体、事業者、行政等

が、環境問題への取組を自らの問題としてとらえ、自発的

に活動し、お互いの活動を理解し、立場を尊重し、適切な

役割分担をすることにより、持続可能な社会づくりに取り

組んでいくことが必要です。 
特に、喫緊の課題となっている地球温暖化問題や生物多

様性の喪失等については、あらゆる主体による取組が必要

であり、温室効果ガスの排出削減対策及び吸収源対策や、

自然と共生する社会の実現等の具体的な成果に結びつくよ

う総合的に施策を進めていきます。 
また、「新しい公共」円卓会議による「新しい公共」宣言

（平成 22 年）においては、官庁などの行政機関のみなら

ず、市民、特定非営利活動法人（NPO 法人）、企業などの

民間主体が、積極的に公共的な財・サービスの提供主体と

なり、国民の身近な分野において共助の精神で活動すると

いう「新しい公共」の在り方が示され、活気のある社会づ

くりのために、様々な主体の支え合いによる自発的な協働

取組の必要性が示されています。 
この「新しい公共」の考え方ともあいまって、社会を構

成する各主体による自発的な活動を活発化させることが必

要です。 
 

ウ 家庭、学校、職場、地域等における環境保全活動及

び環境保全の意欲の増進を進める環境の整備 
 

こうした活動を支える枠組みとして、1998 年（平成 10 
年）に「特定非営利活動促進法」が制定され、その後、民

間活動の促進に関連した法律の整備が進められてきました。 
こうした枠組みにより民間活動が社会の中に位置付けられ、

更に取組が活発化するという好循環が見られています。加

えて、税制、助成、事業委託等により活動の経済的基盤が

形づくられています。民間活動を支援するためには、自立

的な活動を支える観点、行政や事業者との効果的な連携促

進の観点から仕組みの整備や運用を進めていく必要があり

ます。また、自発的な活動の重要性、自主性を尊重した取

組の在り方についての各主体の理解を深める必要がありま

す。 
さらに、体系的な環境保全活動等を行うためには、多様

な主体による連携が不可欠です。そのためには、活動の場

で参加者の自発的な行動を上手に引き出したり促進したり

する役割を担う人（ファシリテーター）、環境保全について

異なる認識を持つ様々な人や組織の間の調整やネットワー

クづくりを行う役割を担う人（コーディネーター）の存在

は欠かせないものであり、こうした人材を育てていく必要

があります。 
また、特に地域における環境保全活動は、住民や民間団

体等が参加し、地域の環境を保全、改善し、循環型の地域

社会づくりを目指すことが大切です。ふるさとから学び、

地域ぐるみで身近な環境を守り、良くしていこうとする動

きが見られます。一方、都市の住民等にとっては、普段の

生活において環境と社会とのつながりを実感する機会は多

くありません。都市特有のヒートアイランド現象や大気汚

染の状況について学んだり、廃棄物処理施設の見学、自然

とのふれあい等の体験を通じて、自らが環境保全に取り組

むことの必要性を認識し、都市生活における取組につなげ

ていくことが重要です。こうした地域における各主体の取

組は、地域のかけがえのない環境とあいまって「地域環境

力」としてとらえることができます。この地域環境力を高

めることが、今日求められています。 
また、環境問題は、日々の暮らしの中で、意識して取り

組むことが大切となっており、環境保全の問題意識や取組

を引き出す役割は、家庭、学校、職場、地域等の社会のあ

らゆる主体やあらゆる場が担っているといえます。 
政府としては、家庭、学校、職場、地域等に対して、環

境の保全に関する情報又は機会の提供等の支援を行い、各

種行事等の自発的な活動が、主体性をいかしながら自律的

に社会経済や地域の中で定着していくよう、その環境づく

りを進めます。 
 
② 環境教育の推進方策についての取組の方向 

 
環境教育については、1972 年（昭和 47 年）の「スト

ックホルム人間環境宣言」においてその重要性が指摘され、

その後、様々な国際会議での議論において、環境教育の目

的は、①環境問題に関心を持ち、②環境に対する人間の責

任と役割を理解し、③環境保全に参加する態度と環境問題

解決のための能力を育成することであることが明確に示さ

れました。行動に結びつく人材を育てることが環境教育の

重要な目的とされています。 
環境教育は、このような指摘等から分かるように、あら

ゆる場において、また、対象となる人の発達段階又は生活

の在り方に応じ、行動に結びつくような人材を育てるとい

う視点で行われることが必要です。 
また、2007 年（平成19 年）に政府が閣議決定した「21 

世紀環境立国戦略」においては、持続可能な社会の実現に

向けた重点戦略の一つとして、「環境を感じ、考え、行動す

る人づくり」を掲げており、それを具体化するために「21 
世紀環境教育プラン～いつでも（Anytime）、どこでも

（Anywhere）、誰でも（Anyone）環境教育AAA（トリプ

ルエー）プラン～」が策定されました。この中では、子ど

もから大人までのあらゆる年齢層に対し、家庭、学校、地

域等のあらゆる場において、生涯にわたって質の高い環境

教育・環境学習の機会を提供していくことが示されました。 
環境教育の目標、内容、手法とその実現のための施策に

ついては、以下のような共通の方向性があり、これを踏ま

えて推進する必要があります。 
 
ア 環境教育がはぐくむべき能力 

 
環境教育によって育成することを目指す人間像は、１（２）

「環境保全のために求められる人間像」において示したと

おりですが、そうした人間に求められる能力としては、大

きく「未来を創る力」と「環境保全のための力」に分ける

ことができ、これらをはぐくむのが環境教育の役割だとい

うことができます。 
 

・「未来を創る力」 
社会経済の動向やその仕組みを横断的・包括的に見る

力 
課題を発見・解決する力 
客観的・論理的思考力と判断力・選択力 
情報を活用する力 
計画を立てる力 
意思疎通する力（コミュニケーション能力） 
他者に共感する力 
多様な視点から考察し、多様性を受容する力 
想像し、推論する力 
他者に働きかけ、共通理解を求め、協力して行動する

力 
地域を創り、育てる力 
新しい価値を生み出す力 等 
 

・「環境保全のための力」 
地球規模及び身近な環境の変化に気付く力 
資源の有限性や自然環境の不可逆性を理解する力 
環境配慮行動をするための知識や技能 
環境保全のために行動する力 等 
 
イ 環境教育に求められる要素 

 
学校における環境教育は、各教科や総合的な学習の時間

等で扱われています。また、職場や地域社会では、事業活

動や地域の自然や社会に応じた環境教育が実施されていま

す。 

－　　－40

このように環境教育は、様々な場で様々な内容で実施さ

れていますが、共通の基礎的要素として、以下のことを重

視していきます。 
 

・自然体験、社会体験、生活体験など実体験を通じた様々

な経験をする機会を設けること。地域を教材とし、より

実践的に実感をもって学ぶこと 
 
経験や生活に即さない学びや、実感を伴わない学びは具

体的な行動には結びつきにくいため、環境教育の観点から

も、地域の身近な課題に対する取組を体験することによっ

て、学びに実感を伴わせることができ、地域への関心・愛

着に裏打ちされた行動につなげることができます。 
 

・双方向型のコミュニケーションにより、気付きを「引き

出す」こと 
 
知識の一方通行に終始させるのではなく、協働経験を通

じた双方向型のコミュニケーションによって、学習に参加

する者から気付きを「引き出す」ことが重要です。 
 
・人間と環境との関わりに関するものと、環境に関連する

人間と人間との関わりに関するもの、その両方を学ぶこ

とが大切であること 
 
人間と環境との関わりに関するものとしては、例えば、

日常の消費生活や事業活動等は健全な環境があって初めて

実現するものであること、私たちの活動が、こうした微妙

な環境のバランスに影響を与えていること等が挙げられま

す。 
人間と人間との関わりに関するものとしては、環境負荷

を生み出している社会経済の仕組み、私たちの生活や文化

の在り方について理解すること等が挙げられます。 
この両方を学ぶことで、持続可能な社会に向けての道筋

を把握することができます。 
 
・環境に関わる問題を客観的かつ公平な態度でとらえるこ

と 
 
環境問題は、科学的に原因を追求し、対策を講ずること

が必要です。環境教育も科学的な視点を踏まえ、環境問題

を客観的かつ公平な態度でとらえていくことが求められま

す。 
例えば、東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所事故

に起因する放射性物質からの放射線による影響についても、

客観的な科学的知見に基づいた知識を身に付けて、適切に

判断することが必要で、そのための教育活動が求められま

す。 
また、環境教育を受ける者が環境問題を客観的かつ公平

な態度でとらえるためには、環境教育を進めるに当たって、

環境問題には複雑な因果関係があり、あらゆる人が環境を

破壊したり負荷をかける側にも、環境破壊によって被害を

受ける側にもなり得るという視点を盛り込むことが重要で

す。 
 
・生産・流通・消費・廃棄の社会経済システムにおいて、

ライフサイクルの視点で環境負荷をとらえること 

環境問題が生産・流通・消費・廃棄によって成り立って

いる社会経済の構造の中で生じており、私たちの消費生活

が直接見えない部分で環境に影響を与えていることについ

て、気付きを引き出すために、製品のライフサイクルの視

点で温室効果ガスの排出量や生物多様性への影響等の環境

負荷をとらえる視点を盛り込むことが重要です。 
 
・豊かな環境とその恵みを大切に思う心をはぐくむこと 

 
環境教育を通じて、恵み豊かな環境が人間の生存にとっ

て不可欠であるのみならず、物質的にも精神的にも、さら

に、学術的にも価値あるものと認識し、これを大切に思う

気持ちをはぐくむことが必要です。 
 
・いのちの大切さを学ぶこと 
 
いのちの大切さを学ぶことも環境教育に期待されている

大きな役割です。昨今、国内外でいのちを軽視する悲しい

行動、出来事が見られています。環境教育により、いのち

あるものに触れ、いのちの感動を得て、いのちを尊ぶ心を

はぐくむことが期待されています。また、この地球上でい

のちのあるものは相互に関わり合い、支え合う存在である

ことを感じ、理解することにより、社会全体がいのちを大

切にするようになることが必要です。 
この際、外来種や増えすぎた野生生物が本来あるべき生

態系を乱し、様々な被害の原因となっているとき、これら

の生物を駆除する活動が、他の動物や植物のいのちを守り

はぐくむために必要な場合もあることを、バランスよく学

ぶことも重要です。 
 
③ 協働取組についての取組の方向 

 
分野横断的な環境保全活動や環境教育等を体系的に推進

するためには、単独の主体では限界があります。このため、

国民、民間団体、学校、事業者等、そして国又は地方公共

団体が相互に協力して取り組むことによって、環境保全活

動や環境教育等の効果を高めることが可能となります。 
また、協働取組を通じて形成されるネットワークや仲間

は、社会関係資本（ソーシャル・キャピタル）とも言える

財産となるものであり、社会経済の発展の土台ともなる重

要なものです。 
そうした協働取組を効果的に実施するためには、次に掲

げるような事項に留意することが必要です。 
 

ア 対等な立場と役割分担 
 
協働取組を推進するに当たっては、参加する各主体は、

市民社会の構成員として負っている役割に応じて、協力し

合いながら社会経済を支えるパートナーとして対等な立場

にある、という考え方が重要となります。そうした精神に

基づいて、対等な立場を互いに確認しつつ、参加する主体

がそれぞれ分担する役割にのっとった自主的取組を、各主

体が相互に連携しながら行うことが必要です。 
 

イ 相互理解と信頼醸成 
 
環境保全に対する現状認識や問題意識、活動目的などは
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このように環境教育は、様々な場で様々な内容で実施さ

れていますが、共通の基礎的要素として、以下のことを重

視していきます。 
 

・自然体験、社会体験、生活体験など実体験を通じた様々

な経験をする機会を設けること。地域を教材とし、より

実践的に実感をもって学ぶこと 
 
経験や生活に即さない学びや、実感を伴わない学びは具

体的な行動には結びつきにくいため、環境教育の観点から

も、地域の身近な課題に対する取組を体験することによっ

て、学びに実感を伴わせることができ、地域への関心・愛

着に裏打ちされた行動につなげることができます。 
 

・双方向型のコミュニケーションにより、気付きを「引き

出す」こと 
 
知識の一方通行に終始させるのではなく、協働経験を通

じた双方向型のコミュニケーションによって、学習に参加

する者から気付きを「引き出す」ことが重要です。 
 
・人間と環境との関わりに関するものと、環境に関連する

人間と人間との関わりに関するもの、その両方を学ぶこ

とが大切であること 
 
人間と環境との関わりに関するものとしては、例えば、

日常の消費生活や事業活動等は健全な環境があって初めて

実現するものであること、私たちの活動が、こうした微妙

な環境のバランスに影響を与えていること等が挙げられま

す。 
人間と人間との関わりに関するものとしては、環境負荷

を生み出している社会経済の仕組み、私たちの生活や文化

の在り方について理解すること等が挙げられます。 
この両方を学ぶことで、持続可能な社会に向けての道筋

を把握することができます。 
 
・環境に関わる問題を客観的かつ公平な態度でとらえるこ

と 
 
環境問題は、科学的に原因を追求し、対策を講ずること

が必要です。環境教育も科学的な視点を踏まえ、環境問題

を客観的かつ公平な態度でとらえていくことが求められま

す。 
例えば、東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所事故

に起因する放射性物質からの放射線による影響についても、

客観的な科学的知見に基づいた知識を身に付けて、適切に

判断することが必要で、そのための教育活動が求められま

す。 
また、環境教育を受ける者が環境問題を客観的かつ公平

な態度でとらえるためには、環境教育を進めるに当たって、

環境問題には複雑な因果関係があり、あらゆる人が環境を

破壊したり負荷をかける側にも、環境破壊によって被害を

受ける側にもなり得るという視点を盛り込むことが重要で

す。 
 
・生産・流通・消費・廃棄の社会経済システムにおいて、

ライフサイクルの視点で環境負荷をとらえること 

環境問題が生産・流通・消費・廃棄によって成り立って

いる社会経済の構造の中で生じており、私たちの消費生活

が直接見えない部分で環境に影響を与えていることについ

て、気付きを引き出すために、製品のライフサイクルの視

点で温室効果ガスの排出量や生物多様性への影響等の環境

負荷をとらえる視点を盛り込むことが重要です。 
 
・豊かな環境とその恵みを大切に思う心をはぐくむこと 

 
環境教育を通じて、恵み豊かな環境が人間の生存にとっ

て不可欠であるのみならず、物質的にも精神的にも、さら

に、学術的にも価値あるものと認識し、これを大切に思う

気持ちをはぐくむことが必要です。 
 
・いのちの大切さを学ぶこと 
 
いのちの大切さを学ぶことも環境教育に期待されている

大きな役割です。昨今、国内外でいのちを軽視する悲しい

行動、出来事が見られています。環境教育により、いのち

あるものに触れ、いのちの感動を得て、いのちを尊ぶ心を

はぐくむことが期待されています。また、この地球上でい

のちのあるものは相互に関わり合い、支え合う存在である

ことを感じ、理解することにより、社会全体がいのちを大

切にするようになることが必要です。 
この際、外来種や増えすぎた野生生物が本来あるべき生

態系を乱し、様々な被害の原因となっているとき、これら

の生物を駆除する活動が、他の動物や植物のいのちを守り

はぐくむために必要な場合もあることを、バランスよく学

ぶことも重要です。 
 
③ 協働取組についての取組の方向 

 
分野横断的な環境保全活動や環境教育等を体系的に推進

するためには、単独の主体では限界があります。このため、

国民、民間団体、学校、事業者等、そして国又は地方公共

団体が相互に協力して取り組むことによって、環境保全活

動や環境教育等の効果を高めることが可能となります。 
また、協働取組を通じて形成されるネットワークや仲間

は、社会関係資本（ソーシャル・キャピタル）とも言える

財産となるものであり、社会経済の発展の土台ともなる重

要なものです。 
そうした協働取組を効果的に実施するためには、次に掲

げるような事項に留意することが必要です。 
 

ア 対等な立場と役割分担 
 
協働取組を推進するに当たっては、参加する各主体は、

市民社会の構成員として負っている役割に応じて、協力し

合いながら社会経済を支えるパートナーとして対等な立場

にある、という考え方が重要となります。そうした精神に

基づいて、対等な立場を互いに確認しつつ、参加する主体

がそれぞれ分担する役割にのっとった自主的取組を、各主

体が相互に連携しながら行うことが必要です。 
 

イ 相互理解と信頼醸成 
 
環境保全に対する現状認識や問題意識、活動目的などは

主体ごとに異なることがあり、効果的な協働取組は、それ

らを相互に理解し、尊重することが大前提となります。そ

のためには、参加主体同士が対話を重ねて、認識や目的を

共有していくことが必要です。 
また、相互理解を深め、議論し、合意形成していく過程

で、時間をかけて醸成されていく信頼関係は強固なネット

ワークを築くための礎になるものです。 
 

ウ 調整役（コーディネーター）や促進役（ファシリテ

ーター）の活用 
 
異なる考え方を持つ各主体の間で相互理解を深め、合意

形成して、ネットワークを形成していくに当たっては、主

体間の違いを埋め合わせ、つなげる役割をもった調整役（コ

ーディネーター）の存在が重要となります。適切な協働相

手が見つからない場合においては、コーディネーターが連

携先を見つけ出すことが重要です。 
また、各主体から問題意識や意欲を引き出し、それらの

内容を明らかにすることを助け、自発的な行動につなげて

いく役割を持った促進役（ファシリテーター）も、ネット

ワーク形成のためには重要です。 
 

エ 情報公開と政策形成への参画 
 
協働取組の参加主体同士のコミュニケーションを円滑化

し、相互理解と信頼醸成を図るためには、国や地方公共団

体を含めた各参加主体が、それぞれが有する情報を公開す

ることが重要です。 
また、国や地方公共団体を含めた協働取組を進め、国や

地方公共団体が行う政策を効果的に実施するためにも、政

策の実施段階のみならず、計画段階から多様な主体が参加

する機会を設けることが重要です。さらに、国や地方公共

団体が政策に関する情報を適切に公開していくことが求め

られます。 
情報へのアクセス、政策決定への市民参画、という考え

方も視野に入れつつ取り組むことが必要です。 
 
２ 環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並び

に協働取組の推進に関し政府が実施すべき施策に関する

基本的な方針 
 
政府は、持続可能な社会の構築に向け、国民のあらゆる

主体が環境保全活動に取り組んでいくために、１（３）で

示した方向に施策を進めていきます。政府及び地方公共団

体は、地域社会と連携し、環境保全活動、環境保全の意欲

の増進及び環境教育並びに協働取組が体系的かつ継続的に

実施されるよう２（２）に掲げるような個別の措置を講ず

ることが求められます。 
また、こうした措置により地域社会では、積極的に環境

保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働

取組に関する基盤を活用し、体系的かつ継続的に取り組む

ことが期待されます。 
 

（１）環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育

並びに協働取組の推進に当たっての基本的な考え方 
 
政府は、豊かな自然を保全、育成し、これと共生する社

会を構築すること、循環型社会を形成し、環境への負荷を

低減すること、森林、田園、公園、河川、湖沼、海岸、海

洋等における自然体験活動その他の体験活動や協働取組の

経験を通じて、環境の保全についての理解と関心、環境に

対する畏敬の念を深め、気付きを「引き出す」ことの重要

性を踏まえつつ、以下の基本的な考え方に基づき施策を進

めます。 
 
① 環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並

びに協働取組に関する考え方 
 

ア 国民、民間団体、事業者等との連携 
 
持続可能な社会づくりのため、環境保全に関する施策を

策定し、実施する際には、環境保全活動、環境保全の意欲

の増進若しくは環境教育又は協働取組を行う国民、民間団

体、事業者等の意見を十分に聴くとともに、その参加や協

力を得て、適切な連携を図っていきます。 
 

イ 自発的な意思の尊重 
 
国民、民間団体、事業者等は、それぞれの問題意識や使

命感、興味や関心等の自発的な意思によって環境保全活動、

環境保全の意欲の増進、環境教育等を行っています。この

ような自発的な意思は、環境保全活動等を始めるきっかけ

や活動を継続していく動機となります。また、自発性は先

進的で独創的な取組の原動力となります。このような自発

的な意思を尊重し、施策を進めていきます。 
 

ウ 適切な役割分担 
 
環境保全活動、環境保全の意欲の増進、環境教育等に参

加する主体はそれぞれ異なる得意分野や他の主体にはでき

ない特色を持っています。それぞれの主体が、対等な立場

を尊重し、お互いの得意分野や他の主体にはできない役割

を理解した上で、いかし合い、足りないところを補い合っ

て、適切な役割分担の下、効果的な環境教育等が行われる

よう施策を進めていきます。 
 

エ 参加と協働 
 
環境保全活動、環境保全の意欲の増進、環境教育等に関

する自発的な取組がより大きな成果を得るためには、多く

の人が参加し、それぞれの持つ能力、資源、資金等をいか

し、協働していくことが必要です。さらに、幅広い参加と

協力を得るためには、それぞれの活動について情報を発信、

共有し、活動の目的や理念に賛同を得る努力を払う必要が

あります。各主体の幅広い参加と協力が得られるよう交流、

情報の発信に関する施策を進めていきます。 
 

オ 公正性、透明性の確保 
 
環境保全活動、環境保全の意欲の増進、環境教育等は、

活動の自発性をいかしていくためにも公正性や透明性の確

保が不可欠となります。特に、様々な主体が協働して行う

ためには、公正性や透明性は、連携する主体の相互の理解

や信頼関係の前提となります。こうした点を踏まえ、施策
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このように環境教育は、様々な場で様々な内容で実施さ

れていますが、共通の基礎的要素として、以下のことを重

視していきます。 
 

・自然体験、社会体験、生活体験など実体験を通じた様々

な経験をする機会を設けること。地域を教材とし、より

実践的に実感をもって学ぶこと 
 
経験や生活に即さない学びや、実感を伴わない学びは具

体的な行動には結びつきにくいため、環境教育の観点から

も、地域の身近な課題に対する取組を体験することによっ

て、学びに実感を伴わせることができ、地域への関心・愛

着に裏打ちされた行動につなげることができます。 
 

・双方向型のコミュニケーションにより、気付きを「引き

出す」こと 
 
知識の一方通行に終始させるのではなく、協働経験を通

じた双方向型のコミュニケーションによって、学習に参加

する者から気付きを「引き出す」ことが重要です。 
 
・人間と環境との関わりに関するものと、環境に関連する

人間と人間との関わりに関するもの、その両方を学ぶこ

とが大切であること 
 
人間と環境との関わりに関するものとしては、例えば、

日常の消費生活や事業活動等は健全な環境があって初めて

実現するものであること、私たちの活動が、こうした微妙

な環境のバランスに影響を与えていること等が挙げられま

す。 
人間と人間との関わりに関するものとしては、環境負荷

を生み出している社会経済の仕組み、私たちの生活や文化

の在り方について理解すること等が挙げられます。 
この両方を学ぶことで、持続可能な社会に向けての道筋

を把握することができます。 
 
・環境に関わる問題を客観的かつ公平な態度でとらえるこ

と 
 
環境問題は、科学的に原因を追求し、対策を講ずること

が必要です。環境教育も科学的な視点を踏まえ、環境問題

を客観的かつ公平な態度でとらえていくことが求められま

す。 
例えば、東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所事故

に起因する放射性物質からの放射線による影響についても、

客観的な科学的知見に基づいた知識を身に付けて、適切に

判断することが必要で、そのための教育活動が求められま

す。 
また、環境教育を受ける者が環境問題を客観的かつ公平

な態度でとらえるためには、環境教育を進めるに当たって、

環境問題には複雑な因果関係があり、あらゆる人が環境を

破壊したり負荷をかける側にも、環境破壊によって被害を

受ける側にもなり得るという視点を盛り込むことが重要で

す。 
 
・生産・流通・消費・廃棄の社会経済システムにおいて、

ライフサイクルの視点で環境負荷をとらえること 

環境問題が生産・流通・消費・廃棄によって成り立って

いる社会経済の構造の中で生じており、私たちの消費生活

が直接見えない部分で環境に影響を与えていることについ

て、気付きを引き出すために、製品のライフサイクルの視

点で温室効果ガスの排出量や生物多様性への影響等の環境

負荷をとらえる視点を盛り込むことが重要です。 
 
・豊かな環境とその恵みを大切に思う心をはぐくむこと 

 
環境教育を通じて、恵み豊かな環境が人間の生存にとっ

て不可欠であるのみならず、物質的にも精神的にも、さら

に、学術的にも価値あるものと認識し、これを大切に思う

気持ちをはぐくむことが必要です。 
 
・いのちの大切さを学ぶこと 
 
いのちの大切さを学ぶことも環境教育に期待されている

大きな役割です。昨今、国内外でいのちを軽視する悲しい

行動、出来事が見られています。環境教育により、いのち

あるものに触れ、いのちの感動を得て、いのちを尊ぶ心を

はぐくむことが期待されています。また、この地球上でい

のちのあるものは相互に関わり合い、支え合う存在である

ことを感じ、理解することにより、社会全体がいのちを大

切にするようになることが必要です。 
この際、外来種や増えすぎた野生生物が本来あるべき生

態系を乱し、様々な被害の原因となっているとき、これら

の生物を駆除する活動が、他の動物や植物のいのちを守り

はぐくむために必要な場合もあることを、バランスよく学

ぶことも重要です。 
 
③ 協働取組についての取組の方向 

 
分野横断的な環境保全活動や環境教育等を体系的に推進

するためには、単独の主体では限界があります。このため、

国民、民間団体、学校、事業者等、そして国又は地方公共

団体が相互に協力して取り組むことによって、環境保全活

動や環境教育等の効果を高めることが可能となります。 
また、協働取組を通じて形成されるネットワークや仲間

は、社会関係資本（ソーシャル・キャピタル）とも言える

財産となるものであり、社会経済の発展の土台ともなる重

要なものです。 
そうした協働取組を効果的に実施するためには、次に掲

げるような事項に留意することが必要です。 
 

ア 対等な立場と役割分担 
 
協働取組を推進するに当たっては、参加する各主体は、

市民社会の構成員として負っている役割に応じて、協力し

合いながら社会経済を支えるパートナーとして対等な立場

にある、という考え方が重要となります。そうした精神に

基づいて、対等な立場を互いに確認しつつ、参加する主体

がそれぞれ分担する役割にのっとった自主的取組を、各主

体が相互に連携しながら行うことが必要です。 
 

イ 相互理解と信頼醸成 
 
環境保全に対する現状認識や問題意識、活動目的などは

主体ごとに異なることがあり、効果的な協働取組は、それ

らを相互に理解し、尊重することが大前提となります。そ

のためには、参加主体同士が対話を重ねて、認識や目的を

共有していくことが必要です。 
また、相互理解を深め、議論し、合意形成していく過程

で、時間をかけて醸成されていく信頼関係は強固なネット

ワークを築くための礎になるものです。 
 

ウ 調整役（コーディネーター）や促進役（ファシリテ

ーター）の活用 
 
異なる考え方を持つ各主体の間で相互理解を深め、合意

形成して、ネットワークを形成していくに当たっては、主

体間の違いを埋め合わせ、つなげる役割をもった調整役（コ

ーディネーター）の存在が重要となります。適切な協働相

手が見つからない場合においては、コーディネーターが連

携先を見つけ出すことが重要です。 
また、各主体から問題意識や意欲を引き出し、それらの

内容を明らかにすることを助け、自発的な行動につなげて

いく役割を持った促進役（ファシリテーター）も、ネット

ワーク形成のためには重要です。 
 

エ 情報公開と政策形成への参画 
 
協働取組の参加主体同士のコミュニケーションを円滑化

し、相互理解と信頼醸成を図るためには、国や地方公共団

体を含めた各参加主体が、それぞれが有する情報を公開す

ることが重要です。 
また、国や地方公共団体を含めた協働取組を進め、国や

地方公共団体が行う政策を効果的に実施するためにも、政

策の実施段階のみならず、計画段階から多様な主体が参加

する機会を設けることが重要です。さらに、国や地方公共

団体が政策に関する情報を適切に公開していくことが求め

られます。 
情報へのアクセス、政策決定への市民参画、という考え

方も視野に入れつつ取り組むことが必要です。 
 
２ 環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並び

に協働取組の推進に関し政府が実施すべき施策に関する

基本的な方針 
 
政府は、持続可能な社会の構築に向け、国民のあらゆる

主体が環境保全活動に取り組んでいくために、１（３）で

示した方向に施策を進めていきます。政府及び地方公共団

体は、地域社会と連携し、環境保全活動、環境保全の意欲

の増進及び環境教育並びに協働取組が体系的かつ継続的に

実施されるよう２（２）に掲げるような個別の措置を講ず

ることが求められます。 
また、こうした措置により地域社会では、積極的に環境

保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働

取組に関する基盤を活用し、体系的かつ継続的に取り組む

ことが期待されます。 
 

（１）環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育

並びに協働取組の推進に当たっての基本的な考え方 
 
政府は、豊かな自然を保全、育成し、これと共生する社

会を構築すること、循環型社会を形成し、環境への負荷を

低減すること、森林、田園、公園、河川、湖沼、海岸、海

洋等における自然体験活動その他の体験活動や協働取組の

経験を通じて、環境の保全についての理解と関心、環境に

対する畏敬の念を深め、気付きを「引き出す」ことの重要

性を踏まえつつ、以下の基本的な考え方に基づき施策を進

めます。 
 
① 環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並

びに協働取組に関する考え方 
 

ア 国民、民間団体、事業者等との連携 
 
持続可能な社会づくりのため、環境保全に関する施策を

策定し、実施する際には、環境保全活動、環境保全の意欲

の増進若しくは環境教育又は協働取組を行う国民、民間団

体、事業者等の意見を十分に聴くとともに、その参加や協

力を得て、適切な連携を図っていきます。 
 

イ 自発的な意思の尊重 
 
国民、民間団体、事業者等は、それぞれの問題意識や使

命感、興味や関心等の自発的な意思によって環境保全活動、

環境保全の意欲の増進、環境教育等を行っています。この

ような自発的な意思は、環境保全活動等を始めるきっかけ

や活動を継続していく動機となります。また、自発性は先

進的で独創的な取組の原動力となります。このような自発

的な意思を尊重し、施策を進めていきます。 
 

ウ 適切な役割分担 
 
環境保全活動、環境保全の意欲の増進、環境教育等に参

加する主体はそれぞれ異なる得意分野や他の主体にはでき

ない特色を持っています。それぞれの主体が、対等な立場

を尊重し、お互いの得意分野や他の主体にはできない役割

を理解した上で、いかし合い、足りないところを補い合っ

て、適切な役割分担の下、効果的な環境教育等が行われる

よう施策を進めていきます。 
 

エ 参加と協働 
 
環境保全活動、環境保全の意欲の増進、環境教育等に関

する自発的な取組がより大きな成果を得るためには、多く

の人が参加し、それぞれの持つ能力、資源、資金等をいか

し、協働していくことが必要です。さらに、幅広い参加と

協力を得るためには、それぞれの活動について情報を発信、

共有し、活動の目的や理念に賛同を得る努力を払う必要が

あります。各主体の幅広い参加と協力が得られるよう交流、

情報の発信に関する施策を進めていきます。 
 

オ 公正性、透明性の確保 
 
環境保全活動、環境保全の意欲の増進、環境教育等は、

活動の自発性をいかしていくためにも公正性や透明性の確

保が不可欠となります。特に、様々な主体が協働して行う

ためには、公正性や透明性は、連携する主体の相互の理解

や信頼関係の前提となります。こうした点を踏まえ、施策
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を進めていきます。 
 

カ 継続的な取組 
 
私たちと環境との関わりは、過去から未来へと続いてい

きます。環境保全活動、環境保全の意欲の増進、環境教育

等も、息長く取り組んでいくことが重要です。国民、民間

団体、事業者等が継続的に環境保全活動等に取り組めるよ

うにするために、人材確保や育成を通じて、又は税制、助

成、事業委託等を活用して活動の人的、経済的基盤を充実

させることが大切です。こうした人的、経済的基盤が安定

するような環境づくりに取り組みます。 
 

キ 自然環境をはぐくみ、維持管理することの重要性へ

の理解 
 
里地里山等の自然環境は、人の手をかけることによって

維持されます。人の手をかけることで自然環境が形づくら

れることを体験することは、環境と私たちとの間の生き生

きとした関係を回復することにもつながります。また、限

りある自然や資源を大切にしてきた伝統的な智恵や自然観

を学ぶことが必要です。地域の豊かな文化を育てていくた

めにも、身近な自然をはじめとした私たちを取り巻く森林、

田園、公園、河川、湖沼、海岸、海洋等において自然環境

を保全、再生、創出し、また、これを維持管理していくこ

との重要性を理解するよう施策を進めていきます。 
 

ク 様々な公益への配慮 
 
持続可能な社会づくりのため、環境保全だけでなく国土

の保全やその他の公益との調整に留意するとともに、農林

水産業やその他の地域における産業との調和、地域住民の

生活の安定や福祉の維持向上、地域における環境の保全に

関する文化や歴史の継承にも配慮して幅広い視点を持って

取り組みます。 
 
② 環境教育の推進方策に関する考え方 

 
ア 環境教育を進める手法の考え方 

 
環境教育については、その目指すところや内容に加え、

その効果的な実施のための手法について研究、実践が積み

重ねられています。過去の蓄積を踏まえ、以下の考え方に

基づき、環境教育に関する施策を実施していきます。 
 
・ 環境教育の活動を「関心の喚起→理解の深化→参加する

態度や問題解決能力の育成」を通じて「具体的な行動」

を促し、問題解決に向けた成果を目指すという一連の流

れの中に位置付けること 
 
・ 知識や理解に実感を持たせ、行動に結びつけるため、自

然や暮らしの中での体験活動や実践体験を環境教育の中

心に位置付けることや、子どもにとっては遊びを通じて

学ぶという観点が大切になること。その際、指導に当た

っては、体験や遊びを行うこと自体が目的化されないよ

う留意すること 
 

・ 環境教育が行われるあらゆる場において、体系的かつ総

合的な環境教育を着実に進めることが可能となるような

効果的な仕組みを構築すること 
 

イ 環境教育を進めるための施策の考え方 
 
環境は様々な形で私たちの生活や社会経済活動に関わっ

ており、環境教育に関する取組は、協働しながら取り組ん

でいくことが大切です。環境教育を推進する施策の効果的

な実施のため、様々な場、主体、施策をつないで、多角的

な視点を盛り込んでいくという考え方に基づいて進めてい

きます。 
 
・ 場をつなぐ 
 
家庭、学校、職場、地域等の様々な場で環境教育が提供

されることが必要です。それぞれの場における教育効果が、

他の場における教育や活動につながっていくよう留意しま

す。また、地域での取組が地域を超えて幅広く共有され、

全国に広がっていくという地域発のアプローチを大切にし

ます。 
 
・ 主体をつなぐ 
 
環境教育には、国民、民間団体、事業者、学校、行政等

の様々な主体が関わります。こうした主体がその特徴をい

かし、連携、協働しながら活動を展開していきます。 
 
・ 施策をつなぐ 
 
環境教育の対象は、様々な社会経済活動に関わります。

地域づくりや防災、民間活動、事業者の社会貢献活動、国

際協力等に関する施策の中でも環境教育は取り扱われます。

環境教育を他の施策と適切につなぐことにより、効果的、

総合的に実施していきます。 
 
（２）環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育

並びに協働取組の推進のための施策 
 
① 学校、地域、社会等幅広い場における環境教育 

 
ア 学校における環境教育 

 
学校においては、教育活動の全体を通じて、児童生徒等

の発達の段階に応じた環境教育を行うこと、各教科間の関

連に配慮しながら進めることが必要です。このためには、

各学校において環境教育に関する全体的な計画等を作成し、

総合的な取組を進めること等が大切です。また、この際、

異なる学年や小学校、中学校、高等学校等の間の連携、地

域の住民や民間団体、事業者等との連携に配慮しながら進

めることが大切です。 
平成 18 年に改正された教育基本法においては、教育の

目標の一つに「生命を尊び、自然を大切にし、環境の保全

に寄与する態度を養うこと」が規定されました。また、幼

小中高の新学習指導要領等においては、社会科、理科、技

術・家庭科のみならず他教科等においても環境に関する内

容を充実しています。また、環境に関する教科横断的・総
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を進めていきます。 
 

カ 継続的な取組 
 
私たちと環境との関わりは、過去から未来へと続いてい

きます。環境保全活動、環境保全の意欲の増進、環境教育

等も、息長く取り組んでいくことが重要です。国民、民間

団体、事業者等が継続的に環境保全活動等に取り組めるよ

うにするために、人材確保や育成を通じて、又は税制、助

成、事業委託等を活用して活動の人的、経済的基盤を充実

させることが大切です。こうした人的、経済的基盤が安定

するような環境づくりに取り組みます。 
 

キ 自然環境をはぐくみ、維持管理することの重要性へ

の理解 
 
里地里山等の自然環境は、人の手をかけることによって

維持されます。人の手をかけることで自然環境が形づくら

れることを体験することは、環境と私たちとの間の生き生

きとした関係を回復することにもつながります。また、限

りある自然や資源を大切にしてきた伝統的な智恵や自然観

を学ぶことが必要です。地域の豊かな文化を育てていくた

めにも、身近な自然をはじめとした私たちを取り巻く森林、

田園、公園、河川、湖沼、海岸、海洋等において自然環境

を保全、再生、創出し、また、これを維持管理していくこ

との重要性を理解するよう施策を進めていきます。 
 

ク 様々な公益への配慮 
 
持続可能な社会づくりのため、環境保全だけでなく国土

の保全やその他の公益との調整に留意するとともに、農林

水産業やその他の地域における産業との調和、地域住民の

生活の安定や福祉の維持向上、地域における環境の保全に

関する文化や歴史の継承にも配慮して幅広い視点を持って

取り組みます。 
 
② 環境教育の推進方策に関する考え方 

 
ア 環境教育を進める手法の考え方 

 
環境教育については、その目指すところや内容に加え、

その効果的な実施のための手法について研究、実践が積み

重ねられています。過去の蓄積を踏まえ、以下の考え方に

基づき、環境教育に関する施策を実施していきます。 
 
・ 環境教育の活動を「関心の喚起→理解の深化→参加する

態度や問題解決能力の育成」を通じて「具体的な行動」

を促し、問題解決に向けた成果を目指すという一連の流

れの中に位置付けること 
 
・ 知識や理解に実感を持たせ、行動に結びつけるため、自

然や暮らしの中での体験活動や実践体験を環境教育の中

心に位置付けることや、子どもにとっては遊びを通じて

学ぶという観点が大切になること。その際、指導に当た

っては、体験や遊びを行うこと自体が目的化されないよ

う留意すること 
 

・ 環境教育が行われるあらゆる場において、体系的かつ総

合的な環境教育を着実に進めることが可能となるような

効果的な仕組みを構築すること 
 

イ 環境教育を進めるための施策の考え方 
 
環境は様々な形で私たちの生活や社会経済活動に関わっ

ており、環境教育に関する取組は、協働しながら取り組ん

でいくことが大切です。環境教育を推進する施策の効果的

な実施のため、様々な場、主体、施策をつないで、多角的

な視点を盛り込んでいくという考え方に基づいて進めてい

きます。 
 
・ 場をつなぐ 
 
家庭、学校、職場、地域等の様々な場で環境教育が提供

されることが必要です。それぞれの場における教育効果が、

他の場における教育や活動につながっていくよう留意しま

す。また、地域での取組が地域を超えて幅広く共有され、

全国に広がっていくという地域発のアプローチを大切にし

ます。 
 
・ 主体をつなぐ 
 
環境教育には、国民、民間団体、事業者、学校、行政等

の様々な主体が関わります。こうした主体がその特徴をい

かし、連携、協働しながら活動を展開していきます。 
 
・ 施策をつなぐ 
 
環境教育の対象は、様々な社会経済活動に関わります。

地域づくりや防災、民間活動、事業者の社会貢献活動、国

際協力等に関する施策の中でも環境教育は取り扱われます。

環境教育を他の施策と適切につなぐことにより、効果的、

総合的に実施していきます。 
 
（２）環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育

並びに協働取組の推進のための施策 
 
① 学校、地域、社会等幅広い場における環境教育 

 
ア 学校における環境教育 

 
学校においては、教育活動の全体を通じて、児童生徒等

の発達の段階に応じた環境教育を行うこと、各教科間の関

連に配慮しながら進めることが必要です。このためには、

各学校において環境教育に関する全体的な計画等を作成し、

総合的な取組を進めること等が大切です。また、この際、

異なる学年や小学校、中学校、高等学校等の間の連携、地

域の住民や民間団体、事業者等との連携に配慮しながら進

めることが大切です。 
平成 18 年に改正された教育基本法においては、教育の

目標の一つに「生命を尊び、自然を大切にし、環境の保全

に寄与する態度を養うこと」が規定されました。また、幼

小中高の新学習指導要領等においては、社会科、理科、技

術・家庭科のみならず他教科等においても環境に関する内

容を充実しています。また、環境に関する教科横断的・総

合的な学習は、多くの学校で総合的な学習の時間において

実践されています。 
今後、小学校、中学校、高等学校等それぞれの発達の段

階に応じて、児童生徒等が体験を通じて環境について学ぶ

機会が充実されるよう、青少年教育施設、地域の自然や文

化等地域社会に存在する資源、様々な社会経済活動、ビオ

トープや学校林等学校が有する施設を活用し、生活体験や

自然体験活動、勤労生産体験活動、社会奉仕体験活動等の

多様な体験活動を促進します。 
また、関係府省は、国有林、国立公園、国営公園や河川

等の公的な場や、国や地方公共団体等が設置、運営してい

る施設を、体験活動の場として活用できるよう適切に対応

します。 
児童生徒が、環境問題やこれに関係する資源やエネルギ

ーの問題についての正しい理解を深め、自ら考えて行動で

きるようにすることは重要です。このため、環境教育に積

極的に取り組んでいる地域や学校への支援や、その成果を

広く普及するための全国規模の実践発表大会を開催するな

ど、学校における教育活動全体を通じた環境教育の更なる

充実を図ります。 
さらに、児童生徒等の学習・生活の場としての学校施設

を環境に配慮したものとするため、環境を考慮した学校施

設（エコスクール）の整備を充実することも重要です。こ

のため、既存の学校施設の改修の際に環境を考慮した改修

を行うこと、地域在来の植物に配慮した緑化やビオトープ

づくり等を通じて学校の屋外教育環境を整備充実させるこ

とにより、その整備された学校施設を教材として活用した

環境教育を進めていきます。 
また、太陽光発電等の新エネルギー設備の導入や校舎等

の断熱性の向上、地域の木材の活用等を支援し、児童生徒

等が環境保全のための技術やその実際の運用を体験するこ

とで、環境負荷の低減の取組についての理解を深めます。

これらの取組において、学校周辺の住民が参加することを

通じて、児童生徒等と住民の双方に学習効果を与えること

も期待されます。 
大学や大学院などの高等教育機関においても、環境を題

材とした講義や研究課程等が多く設けられています。また、

高等教育機関や企業、ＮＰＯ法人等が連携して、大学生等

に対する環境教育に資するインターンシップ等の充実に取

り組むことも重要です。これらを踏まえ、大学や大学院が

自発的に教育研究の更なる改善を図る過程で、多様な主体

との連携が進むよう、必要な情報提供に取り組みます。 
 

イ 学校の教職員の資質の向上 
 
学校における環境教育の推進役として重要な役割が期待

される教職員については、環境に対する豊かな感受性や見

識を高め、指導力の向上を図り、授業の改善や充実に努め

ていくことが求められます。 
このため、関係府省が連携して、環境教育に取り組もう

とする教職員を対象に、地域で環境に関する活動を実践し

ているリーダーと一緒に受講できる研修等を実施します。

その実施に際しては、地域との連携を図るとともに、環境

に関する専門家を研修の講師として活用します。 
また、教職員の環境教育の指導力を向上させるためには、

研修や講習等に参加することが重要であり、そうした参加

が促進されるよう、各学校において環境の醸成や仕組みづ

くりが進められることを期待します。 
一方、熱心な教職員は、自主的な研究会等で他の学校で

の先進事例を学び、地域の環境保全活動に参加するなど、

自ら環境教育に関する研鑽を積んでいます。こうした教職

員の自主的な取組を促進するための措置を講じるとともに、

こうした一部の熱心な教職員のみに頼ることなく、学校に

おける環境教育が組織として進められるよう、教職員への

研修等が適正に行える環境の整備を進めます。 
さらに、学習指導要領の解説や環境教育について解説し

た資料の活用、環境教育の実践例等を紹介した指導資料の

作成、地方公共団体が作成した環境教育指導資料に関する

情報の提供等を通じて、教職員の指導力の向上を図るため

の施策を推進します。 
そのほか、大学の教育学部等の教員養成課程においても、

環境教育の基本的な考え方から実践的な指導方法までを含

め、環境教育を積極的に扱うことを促します。 
 

ウ 社会等幅広い場における環境教育の推進 
 
地域や家庭における環境教育を活性化していくためには、

地域の資源を学習素材として積極的に活用して特色ある環

境教育を展開し、住民の意識を高めていくことや多様な体

験活動の場や機会の充実を図ることが大切です。その中で、

昔から地域に住んでいる人や高齢者が持っている昔ながら

の環境との共生のための知恵をいかすことも大切です。ま

た、地域ごとの取組と平行して、地球温暖化等の地球規模

の問題については、全国的に取り組んでいくことも重要で

す。 
政府としては、学ぶことや調べることに加え、遊びの機

会づくりを進めて、地域や家庭における環境教育の充実を

図るため、関係府省は連携して、子どもの自然体験活動そ

の他の体験活動の充実に努めていきます。子ども農山漁村

交流プロジェクト、森の子くらぶ活動推進プロジェクト、

「子どもの水辺」再発見プロジェクト、「遊々の森」の設定、

水田や水路等を学びの場として活用した体験の場づくり等

を推進します。また、地球環境基金、「子どもゆめ基金」事

業、河川整備基金、緑と水の森林基金の活用等により民間

団体等が実施する子どもの体験活動の支援を進めます。さ

らに、子どもをはじめとする住民が参加する生き物の調査

等により体験活動の機会の確保に努めます。 
環境教育を促すためには、地域の中で、環境学習や実践

活動の場や機会が多様な形で存在していることも必要です。

関係府省が連携して、学校施設を、住民等の様々な主体が

連携した地域ぐるみの環境教育の場として活用し、こうし

た取組を全国へ一層普及していきます。また、社会教育施

設を中心として、様々な機関等が連携して住民自らが地域

課題を解決していく「仕組みづくり」を推進することなど

により、地域における環境教育の取組を支援します。その

ほか、公民館、図書館、博物館、青少年教育施設等の社会

教育施設、国、地方公共団体、民間団体等が設置している

環境学習施設や自然体験活動を行う各種の施設、全国・地

域地球温暖化防止活動推進センター、消費者センター等の

暮らしに関する施設を、地域の環境教育の中に位置付け、

地方公共団体とも連携して、目的、対象に応じて適切に活

用し、環境教育をより一層充実させていきます。 
さらに、政府は、国民、民間団体、学校、事業者、地方

公共団体等が行う環境教育の取組事例を紹介し、幅広く情
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を進めていきます。 
 

カ 継続的な取組 
 
私たちと環境との関わりは、過去から未来へと続いてい

きます。環境保全活動、環境保全の意欲の増進、環境教育

等も、息長く取り組んでいくことが重要です。国民、民間

団体、事業者等が継続的に環境保全活動等に取り組めるよ

うにするために、人材確保や育成を通じて、又は税制、助

成、事業委託等を活用して活動の人的、経済的基盤を充実

させることが大切です。こうした人的、経済的基盤が安定

するような環境づくりに取り組みます。 
 

キ 自然環境をはぐくみ、維持管理することの重要性へ

の理解 
 
里地里山等の自然環境は、人の手をかけることによって

維持されます。人の手をかけることで自然環境が形づくら

れることを体験することは、環境と私たちとの間の生き生

きとした関係を回復することにもつながります。また、限

りある自然や資源を大切にしてきた伝統的な智恵や自然観

を学ぶことが必要です。地域の豊かな文化を育てていくた

めにも、身近な自然をはじめとした私たちを取り巻く森林、

田園、公園、河川、湖沼、海岸、海洋等において自然環境

を保全、再生、創出し、また、これを維持管理していくこ

との重要性を理解するよう施策を進めていきます。 
 

ク 様々な公益への配慮 
 
持続可能な社会づくりのため、環境保全だけでなく国土

の保全やその他の公益との調整に留意するとともに、農林

水産業やその他の地域における産業との調和、地域住民の

生活の安定や福祉の維持向上、地域における環境の保全に

関する文化や歴史の継承にも配慮して幅広い視点を持って

取り組みます。 
 
② 環境教育の推進方策に関する考え方 

 
ア 環境教育を進める手法の考え方 

 
環境教育については、その目指すところや内容に加え、

その効果的な実施のための手法について研究、実践が積み

重ねられています。過去の蓄積を踏まえ、以下の考え方に

基づき、環境教育に関する施策を実施していきます。 
 
・ 環境教育の活動を「関心の喚起→理解の深化→参加する

態度や問題解決能力の育成」を通じて「具体的な行動」

を促し、問題解決に向けた成果を目指すという一連の流

れの中に位置付けること 
 
・ 知識や理解に実感を持たせ、行動に結びつけるため、自

然や暮らしの中での体験活動や実践体験を環境教育の中

心に位置付けることや、子どもにとっては遊びを通じて

学ぶという観点が大切になること。その際、指導に当た

っては、体験や遊びを行うこと自体が目的化されないよ

う留意すること 
 

・ 環境教育が行われるあらゆる場において、体系的かつ総

合的な環境教育を着実に進めることが可能となるような

効果的な仕組みを構築すること 
 

イ 環境教育を進めるための施策の考え方 
 
環境は様々な形で私たちの生活や社会経済活動に関わっ

ており、環境教育に関する取組は、協働しながら取り組ん

でいくことが大切です。環境教育を推進する施策の効果的

な実施のため、様々な場、主体、施策をつないで、多角的

な視点を盛り込んでいくという考え方に基づいて進めてい

きます。 
 
・ 場をつなぐ 
 
家庭、学校、職場、地域等の様々な場で環境教育が提供

されることが必要です。それぞれの場における教育効果が、

他の場における教育や活動につながっていくよう留意しま

す。また、地域での取組が地域を超えて幅広く共有され、

全国に広がっていくという地域発のアプローチを大切にし

ます。 
 
・ 主体をつなぐ 
 
環境教育には、国民、民間団体、事業者、学校、行政等

の様々な主体が関わります。こうした主体がその特徴をい

かし、連携、協働しながら活動を展開していきます。 
 
・ 施策をつなぐ 
 
環境教育の対象は、様々な社会経済活動に関わります。

地域づくりや防災、民間活動、事業者の社会貢献活動、国

際協力等に関する施策の中でも環境教育は取り扱われます。

環境教育を他の施策と適切につなぐことにより、効果的、

総合的に実施していきます。 
 
（２）環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育

並びに協働取組の推進のための施策 
 
① 学校、地域、社会等幅広い場における環境教育 

 
ア 学校における環境教育 

 
学校においては、教育活動の全体を通じて、児童生徒等

の発達の段階に応じた環境教育を行うこと、各教科間の関

連に配慮しながら進めることが必要です。このためには、

各学校において環境教育に関する全体的な計画等を作成し、

総合的な取組を進めること等が大切です。また、この際、

異なる学年や小学校、中学校、高等学校等の間の連携、地

域の住民や民間団体、事業者等との連携に配慮しながら進

めることが大切です。 
平成 18 年に改正された教育基本法においては、教育の

目標の一つに「生命を尊び、自然を大切にし、環境の保全

に寄与する態度を養うこと」が規定されました。また、幼

小中高の新学習指導要領等においては、社会科、理科、技

術・家庭科のみならず他教科等においても環境に関する内

容を充実しています。また、環境に関する教科横断的・総

合的な学習は、多くの学校で総合的な学習の時間において

実践されています。 
今後、小学校、中学校、高等学校等それぞれの発達の段

階に応じて、児童生徒等が体験を通じて環境について学ぶ

機会が充実されるよう、青少年教育施設、地域の自然や文

化等地域社会に存在する資源、様々な社会経済活動、ビオ

トープや学校林等学校が有する施設を活用し、生活体験や

自然体験活動、勤労生産体験活動、社会奉仕体験活動等の

多様な体験活動を促進します。 
また、関係府省は、国有林、国立公園、国営公園や河川

等の公的な場や、国や地方公共団体等が設置、運営してい

る施設を、体験活動の場として活用できるよう適切に対応

します。 
児童生徒が、環境問題やこれに関係する資源やエネルギ

ーの問題についての正しい理解を深め、自ら考えて行動で

きるようにすることは重要です。このため、環境教育に積

極的に取り組んでいる地域や学校への支援や、その成果を

広く普及するための全国規模の実践発表大会を開催するな

ど、学校における教育活動全体を通じた環境教育の更なる

充実を図ります。 
さらに、児童生徒等の学習・生活の場としての学校施設

を環境に配慮したものとするため、環境を考慮した学校施

設（エコスクール）の整備を充実することも重要です。こ

のため、既存の学校施設の改修の際に環境を考慮した改修

を行うこと、地域在来の植物に配慮した緑化やビオトープ

づくり等を通じて学校の屋外教育環境を整備充実させるこ

とにより、その整備された学校施設を教材として活用した

環境教育を進めていきます。 
また、太陽光発電等の新エネルギー設備の導入や校舎等

の断熱性の向上、地域の木材の活用等を支援し、児童生徒

等が環境保全のための技術やその実際の運用を体験するこ

とで、環境負荷の低減の取組についての理解を深めます。

これらの取組において、学校周辺の住民が参加することを

通じて、児童生徒等と住民の双方に学習効果を与えること

も期待されます。 
大学や大学院などの高等教育機関においても、環境を題

材とした講義や研究課程等が多く設けられています。また、

高等教育機関や企業、ＮＰＯ法人等が連携して、大学生等

に対する環境教育に資するインターンシップ等の充実に取

り組むことも重要です。これらを踏まえ、大学や大学院が

自発的に教育研究の更なる改善を図る過程で、多様な主体

との連携が進むよう、必要な情報提供に取り組みます。 
 

イ 学校の教職員の資質の向上 
 
学校における環境教育の推進役として重要な役割が期待

される教職員については、環境に対する豊かな感受性や見

識を高め、指導力の向上を図り、授業の改善や充実に努め

ていくことが求められます。 
このため、関係府省が連携して、環境教育に取り組もう

とする教職員を対象に、地域で環境に関する活動を実践し

ているリーダーと一緒に受講できる研修等を実施します。

その実施に際しては、地域との連携を図るとともに、環境

に関する専門家を研修の講師として活用します。 
また、教職員の環境教育の指導力を向上させるためには、

研修や講習等に参加することが重要であり、そうした参加

が促進されるよう、各学校において環境の醸成や仕組みづ

くりが進められることを期待します。 
一方、熱心な教職員は、自主的な研究会等で他の学校で

の先進事例を学び、地域の環境保全活動に参加するなど、

自ら環境教育に関する研鑽を積んでいます。こうした教職

員の自主的な取組を促進するための措置を講じるとともに、

こうした一部の熱心な教職員のみに頼ることなく、学校に

おける環境教育が組織として進められるよう、教職員への

研修等が適正に行える環境の整備を進めます。 
さらに、学習指導要領の解説や環境教育について解説し

た資料の活用、環境教育の実践例等を紹介した指導資料の

作成、地方公共団体が作成した環境教育指導資料に関する

情報の提供等を通じて、教職員の指導力の向上を図るため

の施策を推進します。 
そのほか、大学の教育学部等の教員養成課程においても、

環境教育の基本的な考え方から実践的な指導方法までを含

め、環境教育を積極的に扱うことを促します。 
 

ウ 社会等幅広い場における環境教育の推進 
 
地域や家庭における環境教育を活性化していくためには、

地域の資源を学習素材として積極的に活用して特色ある環

境教育を展開し、住民の意識を高めていくことや多様な体

験活動の場や機会の充実を図ることが大切です。その中で、

昔から地域に住んでいる人や高齢者が持っている昔ながら

の環境との共生のための知恵をいかすことも大切です。ま

た、地域ごとの取組と平行して、地球温暖化等の地球規模

の問題については、全国的に取り組んでいくことも重要で

す。 
政府としては、学ぶことや調べることに加え、遊びの機

会づくりを進めて、地域や家庭における環境教育の充実を

図るため、関係府省は連携して、子どもの自然体験活動そ

の他の体験活動の充実に努めていきます。子ども農山漁村

交流プロジェクト、森の子くらぶ活動推進プロジェクト、

「子どもの水辺」再発見プロジェクト、「遊々の森」の設定、

水田や水路等を学びの場として活用した体験の場づくり等

を推進します。また、地球環境基金、「子どもゆめ基金」事

業、河川整備基金、緑と水の森林基金の活用等により民間

団体等が実施する子どもの体験活動の支援を進めます。さ

らに、子どもをはじめとする住民が参加する生き物の調査

等により体験活動の機会の確保に努めます。 
環境教育を促すためには、地域の中で、環境学習や実践

活動の場や機会が多様な形で存在していることも必要です。

関係府省が連携して、学校施設を、住民等の様々な主体が

連携した地域ぐるみの環境教育の場として活用し、こうし

た取組を全国へ一層普及していきます。また、社会教育施

設を中心として、様々な機関等が連携して住民自らが地域

課題を解決していく「仕組みづくり」を推進することなど

により、地域における環境教育の取組を支援します。その

ほか、公民館、図書館、博物館、青少年教育施設等の社会

教育施設、国、地方公共団体、民間団体等が設置している

環境学習施設や自然体験活動を行う各種の施設、全国・地

域地球温暖化防止活動推進センター、消費者センター等の

暮らしに関する施設を、地域の環境教育の中に位置付け、

地方公共団体とも連携して、目的、対象に応じて適切に活

用し、環境教育をより一層充実させていきます。 
さらに、政府は、国民、民間団体、学校、事業者、地方

公共団体等が行う環境教育の取組事例を紹介し、幅広く情
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報を共有するとともに、優れた事例について表彰するなど

して、地域や家庭における環境教育が活性化するように支

援します。 
 

エ 人材の育成・活用 
 
学校の教職員の資質の向上だけでなく、地域社会におい

て環境教育を担う人材の育成も重要です。関係府省が連携

して地域で環境に関する活動を実践しているリーダーと教

職員が一緒に環境教育研修を受けられる機会を提供してい

きます。また、政府は、独立行政法人国立青少年教育振興

機構が設置運営する国立青少年教育施設や関係府省の地方

支分部局等において、立地条件や各施設の特徴をいかし、

生活体験活動や自然体験活動等の場、多様な活動の機会の

提供等の取組を一層充実させます。さらに、これらの施設

や自然共生研究センター等の環境研究施設を活用した研修

会の開催等により、生活体験活動や自然体験活動等を支援

する指導者の養成及びその質の向上を推進していきます。 
このような研修を受けた人材をはじめ、効果的な環境教

育を行うことができる人材、科学技術者のように環境に関

する専門的な知識等を有する人材を積極的に活用すること

は、学校や地域における環境教育を充実させる上で有意義

であるのみならず、活躍の場が増えることで、そうした環

境人材の育成が更に推進されることにもなります。 
特に、環境教育で重要となる体験活動や実践活動は、学

校外の専門家や地域で環境に関する活動を実践しているリ

ーダーの参加を得て行うことが有効です。 
環境保全に関する専門的知識と指導を行う能力を有する

人材を育成又は認定する事業（人材認定等事業）等により

育成又は認定された人材等が、学校や地域において積極的

に活用されるよう、必要な情報の提供を行うとともに、特

別非常勤講師制度等の活用を進めていきます。 
学校や地域における出前授業や自然体験活動等の環境教

育において、学校外の専門家や民間団体、事業者等を活用

する際、これらの専門家等と学校や地域とをつなぐコーデ

ィネーターが必要となるため、コーディネーターの育成や

活用にも取り組んでいきます。学校では、学校外の専門家

を効果的に活用するため、教職員と専門家の間の効果的な

連携が大切です。プログラム作成の段階から授業の趣旨や

児童生徒等の発達の段階等について十分に情報交換し、ま

た、専門家の授業への関わり方等について十分意思疎通を

図り、教職員と専門家が適切に役割分担して授業を行う工

夫が必要です。この際、教職員は、コーディネーターとし

ての役割が求められる場合があり、このための能力の向上

を図ることも必要です。 
また、事業者が行う出前授業等の環境教育や環境保全活

動に、NPO 法人等も参画することは、NPO 法人等の人

材を育成し、健全な市民社会を構築することにも資するた

め、事業者とNPO 法人等の協働も進めていきます。 
 

オ プログラムの整備 
 
住民、民間団体、事業者、行政等が連携、協力し、発達

段階、理解力、活動の場やテーマに応じ、学習段階ごとの

ねらいを明らかにし、体系的なプログラム整備を図る必要

があります。また、プログラムは、地域の特性に応じて作

成、改良、応用されることが重要です。 

このため、政府は、プログラムの体系化を念頭に置きつ

つ、効果的な環境教育プログラムを研究、開発します。ま

た、地方公共団体や民間によるプログラムづくりを支援す

るため、様々な主体が作成した環境教育プログラムや指導

資料についてインターネット等を活用した情報共有システ

ムを構築していきます。 
また、児童生徒や教職員が活用できるような環境教育に

関する指導資料等の開発、普及を推進します。 
さらに、教職員の資質の向上や地域社会において環境教

育を担う指導者の育成のための研修等の場で、プログラム

についての情報を提供し、理解してもらうことで、これら

のプログラムを有効に活用できる教職員や地域の指導者を

育成していきます。 
一方、環境教育のプログラムのみならず、指導者を育成

する多様なプログラムの普及を促進します。 
プログラムの内容は、環境問題や自然についての知識を

得たり、体験、調査、遊びを通じて関心を高めるものであ

ることに加え、そこから一歩進んで、環境問題の原因、こ

れを解決するための具体的な対策、また、環境と私たちの

社会の在り方について自ら考え、具体的な取組へと結びつ

けていくことができるようなものであることが重要です。

その際、過去の公害の経験について学び、現在の環境問題

の解決にどのようにいかすかを学ぶこと、また、例えば、

「沈黙の春」、「成長の限界」、「我ら共有の未来」、「地球憲

章」等の国内外の重要な文献や文書について取り上げ、環

境問題への警鐘はどのように鳴らされ、環境問題の解決の

ための基本的な原則としてどのようなことが提案されてい

るか学ぶことも効果的です。 
プログラムを作成した後には、定期的な検証や評価を加

え、必要な改訂を行っていきます。これにより、最新の環

境問題に対応したプログラムとなるだけでなく、開発され

たプログラムが多くの人に共有されることになります。 
 

カ 情報の提供 
 
環境教育の取組を促進していく上では、環境に関する正

確な情報を入手できる情報提供の体制の充実が必要です。

児童生徒等が主体的に学習したり、教職員が授業のために

必要なデータを活用し、環境教育の教材を作成したりする

ためには、環境に関する正確な情報を必要なときに必要な

形で入手できるよう、情報基盤を整備していくことが求め

られます。 
このため、政府は、人材、教材、施設等に関してインタ

ーネット等を活用した情報共有システムを構築していきま

す。 
さらに、政府は、自らの環境教育に関する情報を分かり

やすく提供するだけでなく、国民、民間団体、事業者、学

校、地方公共団体等の環境教育に関する表彰された取組な

どの具体的な事例や情報を収集、分析、整理し、インター

ネット等を活用して、広く国民に提供していきます。 
 

キ 各主体の連携 
 
国民、民間団体、事業者、行政等の各主体による協働を

推進するためには、必要な情報が各主体に行き渡るよう情

報の提供に努めるとともに、地域における活動のコーディ

ネーターを育成し、地域で活躍できるよう支援します。 
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報を共有するとともに、優れた事例について表彰するなど

して、地域や家庭における環境教育が活性化するように支

援します。 
 

エ 人材の育成・活用 
 
学校の教職員の資質の向上だけでなく、地域社会におい

て環境教育を担う人材の育成も重要です。関係府省が連携

して地域で環境に関する活動を実践しているリーダーと教

職員が一緒に環境教育研修を受けられる機会を提供してい

きます。また、政府は、独立行政法人国立青少年教育振興

機構が設置運営する国立青少年教育施設や関係府省の地方

支分部局等において、立地条件や各施設の特徴をいかし、

生活体験活動や自然体験活動等の場、多様な活動の機会の

提供等の取組を一層充実させます。さらに、これらの施設

や自然共生研究センター等の環境研究施設を活用した研修

会の開催等により、生活体験活動や自然体験活動等を支援

する指導者の養成及びその質の向上を推進していきます。 
このような研修を受けた人材をはじめ、効果的な環境教

育を行うことができる人材、科学技術者のように環境に関

する専門的な知識等を有する人材を積極的に活用すること

は、学校や地域における環境教育を充実させる上で有意義

であるのみならず、活躍の場が増えることで、そうした環

境人材の育成が更に推進されることにもなります。 
特に、環境教育で重要となる体験活動や実践活動は、学

校外の専門家や地域で環境に関する活動を実践しているリ

ーダーの参加を得て行うことが有効です。 
環境保全に関する専門的知識と指導を行う能力を有する

人材を育成又は認定する事業（人材認定等事業）等により

育成又は認定された人材等が、学校や地域において積極的

に活用されるよう、必要な情報の提供を行うとともに、特

別非常勤講師制度等の活用を進めていきます。 
学校や地域における出前授業や自然体験活動等の環境教

育において、学校外の専門家や民間団体、事業者等を活用

する際、これらの専門家等と学校や地域とをつなぐコーデ

ィネーターが必要となるため、コーディネーターの育成や

活用にも取り組んでいきます。学校では、学校外の専門家

を効果的に活用するため、教職員と専門家の間の効果的な

連携が大切です。プログラム作成の段階から授業の趣旨や

児童生徒等の発達の段階等について十分に情報交換し、ま

た、専門家の授業への関わり方等について十分意思疎通を

図り、教職員と専門家が適切に役割分担して授業を行う工

夫が必要です。この際、教職員は、コーディネーターとし

ての役割が求められる場合があり、このための能力の向上

を図ることも必要です。 
また、事業者が行う出前授業等の環境教育や環境保全活

動に、NPO 法人等も参画することは、NPO 法人等の人

材を育成し、健全な市民社会を構築することにも資するた

め、事業者とNPO 法人等の協働も進めていきます。 
 

オ プログラムの整備 
 
住民、民間団体、事業者、行政等が連携、協力し、発達

段階、理解力、活動の場やテーマに応じ、学習段階ごとの

ねらいを明らかにし、体系的なプログラム整備を図る必要

があります。また、プログラムは、地域の特性に応じて作

成、改良、応用されることが重要です。 

このため、政府は、プログラムの体系化を念頭に置きつ

つ、効果的な環境教育プログラムを研究、開発します。ま

た、地方公共団体や民間によるプログラムづくりを支援す

るため、様々な主体が作成した環境教育プログラムや指導

資料についてインターネット等を活用した情報共有システ

ムを構築していきます。 
また、児童生徒や教職員が活用できるような環境教育に

関する指導資料等の開発、普及を推進します。 
さらに、教職員の資質の向上や地域社会において環境教

育を担う指導者の育成のための研修等の場で、プログラム

についての情報を提供し、理解してもらうことで、これら

のプログラムを有効に活用できる教職員や地域の指導者を

育成していきます。 
一方、環境教育のプログラムのみならず、指導者を育成

する多様なプログラムの普及を促進します。 
プログラムの内容は、環境問題や自然についての知識を

得たり、体験、調査、遊びを通じて関心を高めるものであ

ることに加え、そこから一歩進んで、環境問題の原因、こ

れを解決するための具体的な対策、また、環境と私たちの

社会の在り方について自ら考え、具体的な取組へと結びつ

けていくことができるようなものであることが重要です。

その際、過去の公害の経験について学び、現在の環境問題

の解決にどのようにいかすかを学ぶこと、また、例えば、

「沈黙の春」、「成長の限界」、「我ら共有の未来」、「地球憲

章」等の国内外の重要な文献や文書について取り上げ、環

境問題への警鐘はどのように鳴らされ、環境問題の解決の

ための基本的な原則としてどのようなことが提案されてい

るか学ぶことも効果的です。 
プログラムを作成した後には、定期的な検証や評価を加

え、必要な改訂を行っていきます。これにより、最新の環

境問題に対応したプログラムとなるだけでなく、開発され

たプログラムが多くの人に共有されることになります。 
 

カ 情報の提供 
 
環境教育の取組を促進していく上では、環境に関する正

確な情報を入手できる情報提供の体制の充実が必要です。

児童生徒等が主体的に学習したり、教職員が授業のために

必要なデータを活用し、環境教育の教材を作成したりする

ためには、環境に関する正確な情報を必要なときに必要な

形で入手できるよう、情報基盤を整備していくことが求め

られます。 
このため、政府は、人材、教材、施設等に関してインタ

ーネット等を活用した情報共有システムを構築していきま

す。 
さらに、政府は、自らの環境教育に関する情報を分かり

やすく提供するだけでなく、国民、民間団体、事業者、学

校、地方公共団体等の環境教育に関する表彰された取組な

どの具体的な事例や情報を収集、分析、整理し、インター

ネット等を活用して、広く国民に提供していきます。 
 

キ 各主体の連携 
 
国民、民間団体、事業者、行政等の各主体による協働を

推進するためには、必要な情報が各主体に行き渡るよう情

報の提供に努めるとともに、地域における活動のコーディ

ネーターを育成し、地域で活躍できるよう支援します。 

また、地域の協力も得ながら総合的な学習の時間を効果

的に実施すること、地域に根ざし、地域と一緒に日常的な

環境教育を進めるため「環境クラブ」のような課外活動を

設けること、学校評議員制度や学校評価を通じて地域と学

校が連携し、環境教育の視点を確保することも大切です。

また、各地の先進的な連携の事例についての情報の収集や

提供を行うととともに、シンポジウムや全国規模の実践発

表大会等を通じて、各主体をつなぐ手法等を全国に普及し

ていきます。 
地方公共団体において、環境部局と教育部局のみならず、

市民、農林水産、経済、都市、土木、交通等環境教育に関

係する様々な部局間で連絡調整が行われるようになること

が重要です。特に、環境部局と、教育部局又は教育委員会

との間の連携が必要不可欠です。 
このため、都道府県又は市町村が法第８条の２に基づい

て環境部局と教育部局や教育委員会、その他の関係部局か

ら構成される環境教育等推進協議会を組織する場合には各

部局の連携が推進されるよう、政府は助言を行います。 
 

ク 環境教育の更なる改善に向けた調査研究 
 
政府は、環境教育の実施状況、内容や方法についての国

内外の調査研究を行い、この調査研究結果を踏まえて環境

教育の改善に努めていきます。また、この調査研究結果を

幅広く提供し、様々な場での環境教育や指導者育成のため

の研修にいかしていきます。 
 
② 職場における環境保全活動、環境保全の意欲の増進及

び環境教育並びに協働取組 
 
職場において職員一人一人の環境に関する意識を高め、

自発的に取組を進める意欲を増進することは、その職場か

らの環境負荷を低減するだけでなく、その職場で取り組ま

れる施策や事業をより環境に良いものとし、ひいては持続

可能な経済システムを構築していく上での基盤となります。

さらに、職場における環境保全の意欲の増進及び環境教育

は、社会人への環境教育等を行う有効な機会の一つであり、

また、職場において環境教育を受けることにより、その人

の家庭や地域における取組につながることが期待されます。

また、職場としてボランティア活動等の社会貢献活動に取

り組んだり、職員が個人として社会貢献活動に参加しやす

い職場の環境づくりに取り組むことは、民間団体、事業者、

行政を問わず、社会的責任の観点や外部との協働取組を進

める上で重要です。また、ISO14001 やエコアクション21 
等の環境マネジメントシステムは、その組織の環境保全の

取組を外部から見えやすくします。こうした職場における

取組は、国や地方公共団体において率先垂範して取り組む

ことが重要です。 
 

ア 環境に関する研修等の充実 
 
国においては、行政のみならず立法、司法すべての機関

の職員が、通常の業務や各種施策を実施する際に、環境へ

の配慮を織り込むために必要な知識が得られるよう、政府

で行われている様々な研修において環境に関する講座の充

実を図ります。 
また、より高度で専門的な環境教育を受けられるよう、

環境省の環境調査研修所の研修をはじめ、関係府省の研修

を強化し、職員が必要な研修を受講するよう積極的に働き

かけます。 
これらの研修は、単に環境についての知識を得るだけの

ものではなく、職員の環境保全に取り組む意欲を高めるよ

う体験的な手法を取り入れるなど研修の内容や手法の改善

を検討していきます。また、政府は、所管する独立行政法

人等及び地方公共団体の職員、とりわけ地域と密接につな

がる市区町村の職員に対し、国の職員と同様に、その職員

に対する研修において環境に関する講座を設けることにつ

いて働きかけていきます。 
事業者においては、その多くで従業員に対し環境教育等

を実施していますが、定期的な環境教育等を行っている事

業者は多くはなく、また、中小規模の事業者では十分に行

われていない現状にあります。また、環境法規の遵守に必

要な知識の教授だけでなく、事業者の社会貢献や社会的責

任として環境問題に積極的に取り組むため、従業員に必要

な知識、判断能力、意欲をはぐくむとの観点から環境教育

等が必要になっています。これを支援するため、従業員向

けの環境教育等に関しノウハウが不足している事業者に対

して、共通的な環境教育プログラムを作成して提供します。

また、事業者の環境教育プログラムの作成に必要な情報提

供を進めます。 
また、それらの環境教育等を進める際には、地域の民間

団体等の社外の主体と協働することが望ましいため、適切

な連携先を見つけやすくするための情報を提供していきま

す。 
 

イ 環境に関するボランティア活動の促進 
 
政府として、職員が環境に関するボランティア活動に取

り組むことを支援するため、研修を充実するとともに、環

境に関するボランティアについての情報提供を行い、年次

休暇を活用したボランティア活動を促進します。 
また、独立行政法人等や地方公共団体において、職員が

年次休暇やボランティア休暇を活用して環境に関するボラ

ンティア活動へ参加しています。政府は、こうした制度の

活用について働きかけていきます。 
事業者は、自らボランティア活動等の社会貢献活動に取

り組んだり、その従業員が社会貢献活動に参加しやすい職

場の環境づくりに取り組むことが求められています。この

ため、事業者、従業員、こうした従業員を受け入れる民間

団体等それぞれの意識を高めたり、休暇制度やインターン

制度等を活用し、従業員がボランティア活動に参加しやす

いような仕組みを工夫する必要があります。また、退職者

によるボランティア活動の促進も重要です。 
政府としては、ボランティアに関する情報提供、普及啓発、

積極的な取組事例の表彰等を通じて、ボランティア活動の

促進を図ります。 
 

ウ 情報の提供、表彰 
 
環境省は、従業員向けの環境教育等に関して助言や指導

を行うことができる人材を環境カウンセラーとして登録、

公表します。その他、民間団体、事業者、行政等が育成又

は認定している環境保全に関する指導者の中には、事業者

が従業員向けに行う環境教育等に活用できる人材も多いこ
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報を共有するとともに、優れた事例について表彰するなど

して、地域や家庭における環境教育が活性化するように支

援します。 
 

エ 人材の育成・活用 
 
学校の教職員の資質の向上だけでなく、地域社会におい

て環境教育を担う人材の育成も重要です。関係府省が連携

して地域で環境に関する活動を実践しているリーダーと教

職員が一緒に環境教育研修を受けられる機会を提供してい

きます。また、政府は、独立行政法人国立青少年教育振興

機構が設置運営する国立青少年教育施設や関係府省の地方

支分部局等において、立地条件や各施設の特徴をいかし、

生活体験活動や自然体験活動等の場、多様な活動の機会の

提供等の取組を一層充実させます。さらに、これらの施設

や自然共生研究センター等の環境研究施設を活用した研修

会の開催等により、生活体験活動や自然体験活動等を支援

する指導者の養成及びその質の向上を推進していきます。 
このような研修を受けた人材をはじめ、効果的な環境教

育を行うことができる人材、科学技術者のように環境に関

する専門的な知識等を有する人材を積極的に活用すること

は、学校や地域における環境教育を充実させる上で有意義

であるのみならず、活躍の場が増えることで、そうした環

境人材の育成が更に推進されることにもなります。 
特に、環境教育で重要となる体験活動や実践活動は、学

校外の専門家や地域で環境に関する活動を実践しているリ

ーダーの参加を得て行うことが有効です。 
環境保全に関する専門的知識と指導を行う能力を有する

人材を育成又は認定する事業（人材認定等事業）等により

育成又は認定された人材等が、学校や地域において積極的

に活用されるよう、必要な情報の提供を行うとともに、特

別非常勤講師制度等の活用を進めていきます。 
学校や地域における出前授業や自然体験活動等の環境教

育において、学校外の専門家や民間団体、事業者等を活用

する際、これらの専門家等と学校や地域とをつなぐコーデ

ィネーターが必要となるため、コーディネーターの育成や

活用にも取り組んでいきます。学校では、学校外の専門家

を効果的に活用するため、教職員と専門家の間の効果的な

連携が大切です。プログラム作成の段階から授業の趣旨や

児童生徒等の発達の段階等について十分に情報交換し、ま

た、専門家の授業への関わり方等について十分意思疎通を

図り、教職員と専門家が適切に役割分担して授業を行う工

夫が必要です。この際、教職員は、コーディネーターとし

ての役割が求められる場合があり、このための能力の向上

を図ることも必要です。 
また、事業者が行う出前授業等の環境教育や環境保全活

動に、NPO 法人等も参画することは、NPO 法人等の人

材を育成し、健全な市民社会を構築することにも資するた

め、事業者とNPO 法人等の協働も進めていきます。 
 

オ プログラムの整備 
 
住民、民間団体、事業者、行政等が連携、協力し、発達

段階、理解力、活動の場やテーマに応じ、学習段階ごとの

ねらいを明らかにし、体系的なプログラム整備を図る必要

があります。また、プログラムは、地域の特性に応じて作

成、改良、応用されることが重要です。 

このため、政府は、プログラムの体系化を念頭に置きつ

つ、効果的な環境教育プログラムを研究、開発します。ま

た、地方公共団体や民間によるプログラムづくりを支援す

るため、様々な主体が作成した環境教育プログラムや指導

資料についてインターネット等を活用した情報共有システ

ムを構築していきます。 
また、児童生徒や教職員が活用できるような環境教育に

関する指導資料等の開発、普及を推進します。 
さらに、教職員の資質の向上や地域社会において環境教

育を担う指導者の育成のための研修等の場で、プログラム

についての情報を提供し、理解してもらうことで、これら

のプログラムを有効に活用できる教職員や地域の指導者を

育成していきます。 
一方、環境教育のプログラムのみならず、指導者を育成

する多様なプログラムの普及を促進します。 
プログラムの内容は、環境問題や自然についての知識を

得たり、体験、調査、遊びを通じて関心を高めるものであ

ることに加え、そこから一歩進んで、環境問題の原因、こ

れを解決するための具体的な対策、また、環境と私たちの

社会の在り方について自ら考え、具体的な取組へと結びつ

けていくことができるようなものであることが重要です。

その際、過去の公害の経験について学び、現在の環境問題

の解決にどのようにいかすかを学ぶこと、また、例えば、

「沈黙の春」、「成長の限界」、「我ら共有の未来」、「地球憲

章」等の国内外の重要な文献や文書について取り上げ、環

境問題への警鐘はどのように鳴らされ、環境問題の解決の

ための基本的な原則としてどのようなことが提案されてい

るか学ぶことも効果的です。 
プログラムを作成した後には、定期的な検証や評価を加

え、必要な改訂を行っていきます。これにより、最新の環

境問題に対応したプログラムとなるだけでなく、開発され

たプログラムが多くの人に共有されることになります。 
 

カ 情報の提供 
 
環境教育の取組を促進していく上では、環境に関する正

確な情報を入手できる情報提供の体制の充実が必要です。

児童生徒等が主体的に学習したり、教職員が授業のために

必要なデータを活用し、環境教育の教材を作成したりする

ためには、環境に関する正確な情報を必要なときに必要な

形で入手できるよう、情報基盤を整備していくことが求め

られます。 
このため、政府は、人材、教材、施設等に関してインタ

ーネット等を活用した情報共有システムを構築していきま

す。 
さらに、政府は、自らの環境教育に関する情報を分かり

やすく提供するだけでなく、国民、民間団体、事業者、学

校、地方公共団体等の環境教育に関する表彰された取組な

どの具体的な事例や情報を収集、分析、整理し、インター

ネット等を活用して、広く国民に提供していきます。 
 

キ 各主体の連携 
 
国民、民間団体、事業者、行政等の各主体による協働を

推進するためには、必要な情報が各主体に行き渡るよう情

報の提供に努めるとともに、地域における活動のコーディ

ネーターを育成し、地域で活躍できるよう支援します。 

また、地域の協力も得ながら総合的な学習の時間を効果

的に実施すること、地域に根ざし、地域と一緒に日常的な

環境教育を進めるため「環境クラブ」のような課外活動を

設けること、学校評議員制度や学校評価を通じて地域と学

校が連携し、環境教育の視点を確保することも大切です。

また、各地の先進的な連携の事例についての情報の収集や

提供を行うととともに、シンポジウムや全国規模の実践発

表大会等を通じて、各主体をつなぐ手法等を全国に普及し

ていきます。 
地方公共団体において、環境部局と教育部局のみならず、

市民、農林水産、経済、都市、土木、交通等環境教育に関

係する様々な部局間で連絡調整が行われるようになること

が重要です。特に、環境部局と、教育部局又は教育委員会

との間の連携が必要不可欠です。 
このため、都道府県又は市町村が法第８条の２に基づい

て環境部局と教育部局や教育委員会、その他の関係部局か

ら構成される環境教育等推進協議会を組織する場合には各

部局の連携が推進されるよう、政府は助言を行います。 
 

ク 環境教育の更なる改善に向けた調査研究 
 
政府は、環境教育の実施状況、内容や方法についての国

内外の調査研究を行い、この調査研究結果を踏まえて環境

教育の改善に努めていきます。また、この調査研究結果を

幅広く提供し、様々な場での環境教育や指導者育成のため

の研修にいかしていきます。 
 
② 職場における環境保全活動、環境保全の意欲の増進及

び環境教育並びに協働取組 
 
職場において職員一人一人の環境に関する意識を高め、

自発的に取組を進める意欲を増進することは、その職場か

らの環境負荷を低減するだけでなく、その職場で取り組ま

れる施策や事業をより環境に良いものとし、ひいては持続

可能な経済システムを構築していく上での基盤となります。

さらに、職場における環境保全の意欲の増進及び環境教育

は、社会人への環境教育等を行う有効な機会の一つであり、

また、職場において環境教育を受けることにより、その人

の家庭や地域における取組につながることが期待されます。

また、職場としてボランティア活動等の社会貢献活動に取

り組んだり、職員が個人として社会貢献活動に参加しやす

い職場の環境づくりに取り組むことは、民間団体、事業者、

行政を問わず、社会的責任の観点や外部との協働取組を進

める上で重要です。また、ISO14001 やエコアクション21 
等の環境マネジメントシステムは、その組織の環境保全の

取組を外部から見えやすくします。こうした職場における

取組は、国や地方公共団体において率先垂範して取り組む

ことが重要です。 
 

ア 環境に関する研修等の充実 
 
国においては、行政のみならず立法、司法すべての機関

の職員が、通常の業務や各種施策を実施する際に、環境へ

の配慮を織り込むために必要な知識が得られるよう、政府

で行われている様々な研修において環境に関する講座の充

実を図ります。 
また、より高度で専門的な環境教育を受けられるよう、

環境省の環境調査研修所の研修をはじめ、関係府省の研修

を強化し、職員が必要な研修を受講するよう積極的に働き

かけます。 
これらの研修は、単に環境についての知識を得るだけの

ものではなく、職員の環境保全に取り組む意欲を高めるよ

う体験的な手法を取り入れるなど研修の内容や手法の改善

を検討していきます。また、政府は、所管する独立行政法

人等及び地方公共団体の職員、とりわけ地域と密接につな

がる市区町村の職員に対し、国の職員と同様に、その職員

に対する研修において環境に関する講座を設けることにつ

いて働きかけていきます。 
事業者においては、その多くで従業員に対し環境教育等

を実施していますが、定期的な環境教育等を行っている事

業者は多くはなく、また、中小規模の事業者では十分に行

われていない現状にあります。また、環境法規の遵守に必

要な知識の教授だけでなく、事業者の社会貢献や社会的責

任として環境問題に積極的に取り組むため、従業員に必要

な知識、判断能力、意欲をはぐくむとの観点から環境教育

等が必要になっています。これを支援するため、従業員向

けの環境教育等に関しノウハウが不足している事業者に対

して、共通的な環境教育プログラムを作成して提供します。

また、事業者の環境教育プログラムの作成に必要な情報提

供を進めます。 
また、それらの環境教育等を進める際には、地域の民間

団体等の社外の主体と協働することが望ましいため、適切

な連携先を見つけやすくするための情報を提供していきま

す。 
 

イ 環境に関するボランティア活動の促進 
 
政府として、職員が環境に関するボランティア活動に取

り組むことを支援するため、研修を充実するとともに、環

境に関するボランティアについての情報提供を行い、年次

休暇を活用したボランティア活動を促進します。 
また、独立行政法人等や地方公共団体において、職員が

年次休暇やボランティア休暇を活用して環境に関するボラ

ンティア活動へ参加しています。政府は、こうした制度の

活用について働きかけていきます。 
事業者は、自らボランティア活動等の社会貢献活動に取

り組んだり、その従業員が社会貢献活動に参加しやすい職

場の環境づくりに取り組むことが求められています。この

ため、事業者、従業員、こうした従業員を受け入れる民間

団体等それぞれの意識を高めたり、休暇制度やインターン

制度等を活用し、従業員がボランティア活動に参加しやす

いような仕組みを工夫する必要があります。また、退職者

によるボランティア活動の促進も重要です。 
政府としては、ボランティアに関する情報提供、普及啓発、

積極的な取組事例の表彰等を通じて、ボランティア活動の

促進を図ります。 
 

ウ 情報の提供、表彰 
 
環境省は、従業員向けの環境教育等に関して助言や指導

を行うことができる人材を環境カウンセラーとして登録、

公表します。その他、民間団体、事業者、行政等が育成又

は認定している環境保全に関する指導者の中には、事業者

が従業員向けに行う環境教育等に活用できる人材も多いこ
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とから、そのような情報についても広く提供します。 
また、積極的に従業員向けの環境教育、環境保全の意欲

の増進、環境保全活動の支援を行っている事業者に対し、

表彰その他により支援します。 
 
③ 環境教育等支援団体の指定 

 
国民や民間団体等が、環境保全活動や環境教育等の活動

を効果的に行うためには、他地域における同様の活動等に

関する情報の入手や、各分野における専門的な助言を得る

こと、さらには指導者などのあっせん又は紹介を受けるこ

となどが有効です。 
そのため、そうしたサービスを提供する団体の社会的な

信頼性を高め、支援を求める者が適確な支援を受けること

ができるよう、業務を継続的に実施するための必要な資力

を有していることや、十分な経験を有していること、そし

て公正かつ適確な支援業務の実施が見込まれることを指定

の要件として、環境教育等支援団体の指定制度の適切な運

用をしていきます。 
また、民間団体による独自の創意工夫によって自発的に

行われてきた支援が、指定によって損なわれることがない

ように運用を図ります。 
 
④ 人材育成、人材認定事業及び教材開発・提供事業の登

録及び情報提供 
 

ア 人材育成、人材認定事業及び教材開発・提供事業の

登録制度 
 
民間団体、事業者等の人材認定等事業の社会的な信頼性

を高めること、環境教育等の指導者や協働取組の促進に必

要な能力を有するコーディネータ－やファシリテーターに

関する情報を入手しやすくすることが求められています。

また、環境教育の教材についても、要望に応じた適切な教

材を入手するために必要な情報が求められています。法に

基づいて、人材認定等事業の登録制度の適切な運用をして

いきます。 
この登録制度の対象となる事業は、本来、自発的に行わ

れてきた事業であり、民間ならではの創意工夫により、社

会のニーズに対応して事業が展開されています。こうした

民間ならではの良さを損なうことのない運用を図ります。 
学校や社会教育等の環境教育の現場においては、信頼に

足る人材や教材についての情報が欲しいという要請があり

ます。このため、登録制度では、人材認定事業又は人材育

成事業については、指導者を育成する上で必要最低限度の

レベルを有している事業であって、公正かつ継続的な運営

を行っているものを登録の対象とし、現場に提示していき

ます。 
また、教材開発・提供事業については、政治的、宗教的

に一方に偏った立場のものでなく、環境の保全についての

理解を深め、環境保全活動を行う意欲を増進するために効

果的な教材開発を行っている事業であって、公正かつ継続

的な運営及び教材提供を行っているものを登録の対象とし、

現場に提示していきます。 
さらに、登録された事業によって認定又は育成された人

材や、開発・提供された教材については、地域の実態等を

踏まえつつ、家庭、学校、地域、職場等の様々な場におい

て適切に活用していくことが期待されています。このため、

登録された事業に関し、その事業の内容、事業により育成

又は認定される人材の有する技術の内容やその程度、事業

により開発・提供される教材の内容等の情報について分か

りやすく、かつ、適切に情報提供を行うことにより、教育

現場の判断の材料を提供します。 
なお、当該事業により開発・提供される教材を学校の補

助教材として選択するに当たっては、その内容が教育基本

法、学校教育法、学習指導要領等の趣旨に従ったものであ

るか、また、地域や学校の実態、児童生徒等の心身の発達

の段階や特性に即して適切なものであるか等について、各

教育委員会及び学校において十分留意することが必要です。 
 

イ 人材育成、人材認定事業及び教材開発・提供事業に

関する情報提供等 
 
民間団体、事業者、政府、地方公共団体等により行われ

ている多様な人材育成、人材認定事業及び教材開発・提供

事業や、作成されている人材育成のプログラムについては、

その情報が十分に整理されてはいません。そこで、人材認

定等事業者や人材育成プログラム等に関する情報を収集、

整理、分析して体系的なデータベースを構築し、インター

ネットを通じて提供します。 
また、人材育成プログラムの質の向上を図るため、求め

に応じて必要な助言を行います。 
 
⑤ 拠点機能整備 
 
ア 政府の拠点機能整備 

 
環境省は、国連大学と共同で企画し設置した地球環境パ

ートナーシッププラザや、地方環境事務所ごとに設置して

いる地方環境パートナーシップオフィスを、住民、民間団

体、事業者、行政等のネットワークづくりを行うための拠

点として活用し、先進事例の紹介、各主体間の連携促進の

ための意見交換会の開催等に努め、世代を超えた環境教育

や協働取組の促進等に取り組んでいきます。このほか、拠

点の機能の強化の観点から関係府省の地方支分部局等では、

環境教育等に関する情報の収集や提供を行うほか、事業を

実施する際に民間団体や地方公共団体等との協力を推進し

ます。また、防災ステーション等における地域のニーズを

反映した環境教育等の支援機能の整備を進めます。 
現在、各地にある青少年教育施設、森林、自然公園、都

市公園、河川、湖沼、海岸、港湾、漁港、農地等でも、環

境保全活動や環境教育等を行っていることから、こうした

拠点の充実や機能強化、拠点間の連携を図り、効果的な支

援を進めていきます。 
さらに、周辺の地方公共団体が整備した拠点、公民館、

学校、博物館等の文教施設、民間団体や事業者等が設立又

は運営している環境学習施設、自然体験活動を行う各種の

施設、全国・地域地球温暖化防止活動推進センター、民間

団体等を支援するための施設、見学を受け入れている工場

等各種拠点との連携の強化や役割分担を図っていきます。 
 

イ 地方公共団体の拠点機能整備に対する支援 
 
地方公共団体が行う拠点の整備や運営に関し、全国各地
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とから、そのような情報についても広く提供します。 
また、積極的に従業員向けの環境教育、環境保全の意欲

の増進、環境保全活動の支援を行っている事業者に対し、

表彰その他により支援します。 
 
③ 環境教育等支援団体の指定 

 
国民や民間団体等が、環境保全活動や環境教育等の活動

を効果的に行うためには、他地域における同様の活動等に

関する情報の入手や、各分野における専門的な助言を得る

こと、さらには指導者などのあっせん又は紹介を受けるこ

となどが有効です。 
そのため、そうしたサービスを提供する団体の社会的な

信頼性を高め、支援を求める者が適確な支援を受けること

ができるよう、業務を継続的に実施するための必要な資力

を有していることや、十分な経験を有していること、そし

て公正かつ適確な支援業務の実施が見込まれることを指定

の要件として、環境教育等支援団体の指定制度の適切な運

用をしていきます。 
また、民間団体による独自の創意工夫によって自発的に

行われてきた支援が、指定によって損なわれることがない

ように運用を図ります。 
 
④ 人材育成、人材認定事業及び教材開発・提供事業の登

録及び情報提供 
 

ア 人材育成、人材認定事業及び教材開発・提供事業の

登録制度 
 
民間団体、事業者等の人材認定等事業の社会的な信頼性

を高めること、環境教育等の指導者や協働取組の促進に必

要な能力を有するコーディネータ－やファシリテーターに

関する情報を入手しやすくすることが求められています。

また、環境教育の教材についても、要望に応じた適切な教

材を入手するために必要な情報が求められています。法に

基づいて、人材認定等事業の登録制度の適切な運用をして

いきます。 
この登録制度の対象となる事業は、本来、自発的に行わ

れてきた事業であり、民間ならではの創意工夫により、社

会のニーズに対応して事業が展開されています。こうした

民間ならではの良さを損なうことのない運用を図ります。 
学校や社会教育等の環境教育の現場においては、信頼に

足る人材や教材についての情報が欲しいという要請があり

ます。このため、登録制度では、人材認定事業又は人材育

成事業については、指導者を育成する上で必要最低限度の

レベルを有している事業であって、公正かつ継続的な運営

を行っているものを登録の対象とし、現場に提示していき

ます。 
また、教材開発・提供事業については、政治的、宗教的

に一方に偏った立場のものでなく、環境の保全についての

理解を深め、環境保全活動を行う意欲を増進するために効

果的な教材開発を行っている事業であって、公正かつ継続

的な運営及び教材提供を行っているものを登録の対象とし、

現場に提示していきます。 
さらに、登録された事業によって認定又は育成された人

材や、開発・提供された教材については、地域の実態等を

踏まえつつ、家庭、学校、地域、職場等の様々な場におい

て適切に活用していくことが期待されています。このため、

登録された事業に関し、その事業の内容、事業により育成

又は認定される人材の有する技術の内容やその程度、事業

により開発・提供される教材の内容等の情報について分か

りやすく、かつ、適切に情報提供を行うことにより、教育

現場の判断の材料を提供します。 
なお、当該事業により開発・提供される教材を学校の補

助教材として選択するに当たっては、その内容が教育基本

法、学校教育法、学習指導要領等の趣旨に従ったものであ

るか、また、地域や学校の実態、児童生徒等の心身の発達

の段階や特性に即して適切なものであるか等について、各

教育委員会及び学校において十分留意することが必要です。 
 

イ 人材育成、人材認定事業及び教材開発・提供事業に

関する情報提供等 
 
民間団体、事業者、政府、地方公共団体等により行われ

ている多様な人材育成、人材認定事業及び教材開発・提供

事業や、作成されている人材育成のプログラムについては、

その情報が十分に整理されてはいません。そこで、人材認

定等事業者や人材育成プログラム等に関する情報を収集、

整理、分析して体系的なデータベースを構築し、インター

ネットを通じて提供します。 
また、人材育成プログラムの質の向上を図るため、求め

に応じて必要な助言を行います。 
 
⑤ 拠点機能整備 
 
ア 政府の拠点機能整備 

 
環境省は、国連大学と共同で企画し設置した地球環境パ

ートナーシッププラザや、地方環境事務所ごとに設置して

いる地方環境パートナーシップオフィスを、住民、民間団

体、事業者、行政等のネットワークづくりを行うための拠

点として活用し、先進事例の紹介、各主体間の連携促進の

ための意見交換会の開催等に努め、世代を超えた環境教育

や協働取組の促進等に取り組んでいきます。このほか、拠

点の機能の強化の観点から関係府省の地方支分部局等では、

環境教育等に関する情報の収集や提供を行うほか、事業を

実施する際に民間団体や地方公共団体等との協力を推進し

ます。また、防災ステーション等における地域のニーズを

反映した環境教育等の支援機能の整備を進めます。 
現在、各地にある青少年教育施設、森林、自然公園、都

市公園、河川、湖沼、海岸、港湾、漁港、農地等でも、環

境保全活動や環境教育等を行っていることから、こうした

拠点の充実や機能強化、拠点間の連携を図り、効果的な支

援を進めていきます。 
さらに、周辺の地方公共団体が整備した拠点、公民館、

学校、博物館等の文教施設、民間団体や事業者等が設立又

は運営している環境学習施設、自然体験活動を行う各種の

施設、全国・地域地球温暖化防止活動推進センター、民間

団体等を支援するための施設、見学を受け入れている工場

等各種拠点との連携の強化や役割分担を図っていきます。 
 

イ 地方公共団体の拠点機能整備に対する支援 
 
地方公共団体が行う拠点の整備や運営に関し、全国各地

の取組事例や人的資源に関する情報交換等を通じて、地方

公共団体の拠点が有効に運営されるよう支援を行います。 
また、拠点を効果的に運営できるよう、環境調査研修所

等において研修を様々な形で開催し、地方公共団体の拠点

を担う人材を育成していきます。特に、こうした拠点では

住民、民間団体、事業者、行政等の間のパートナーシップ

づくりを促進できるようなコーディネーターの存在が不可

欠であり、こうした人材の育成に取り組みます。 
 
⑥ 体験の機会の場の認定 

 
個人や事業者等が環境保全活動、環境保全の意欲の増進、

環境教育のために自らの土地等を提供することは、民間団

体等の取組を支える基盤となります。 
優れた自然が残されている土地について、民間団体等が、

所有者から寄附や遺贈等の形で譲り受け、買い取り、又は

所有者と賃貸借協定を結ぶナショナルトラスト活動が進め

られているほか、事業者による展示施設や社有林の提供と

いった取組が進められています。このような土地等は、多

くの場合、自然観察会やエコツーリズム等自然体験の場と

して活用されています。ナショナルトラスト活動等民間団

体等が行う取組では、土地の取得や管理のために必要な資

金の確保が大きな課題となっています。資金を確保するた

めには、全国的な支援の輪が広がることが必要ですが、民

間団体等の取組の多くはその地域周辺の住民にしか知られ

ていません。 
一方、事業者は、工場等の施設に見学者を受け入れ、環

境教育を行っています。ものづくりやサービス提供等の現

場の見学、事業の経験に基づいて実施される環境教育によ

り、見学者、事業者の双方で、事業活動と環境の関係につ

いて学び、理解を深めることが期待されます。事業者等に

よる土地や建物の提供、施設の活用においては、事業者等

側には土地や建物等を保全、管理し、安全を確保しながら

自然体験や環境学習等を効果的に行うノウハウや資金が不

足していることが課題となっています。 
また、子どもの保護者やその所属する学校等は、自然体

験活動に伴う安全性についての関心が高く、自然体験活動

を推進するに当たっては安全確保に関する信頼性が求めら

れています。 
こうした課題を踏まえ、土地や建物の所有者等が提供す

る自然体験活動等の体験の機会の場を、都道府県知事が認

定する制度について、適切に運用します。 
具体的には、安全管理体制の整備、危険箇所の表示や事

前講習の実施など、安全対策が講じられることを認定要件

とすることによって、体験の機会の場を求めている者に対

して安全性に関する情報を提供し、体験の機会の場の信頼

性の確保に努めます。一方、自然体験活動においては、安

全性を過度に求めることによって、体験による効果を大き

く損ねることにもなりかねない点にも留意します。 
また、税制上の優遇措置、「都市緑地保全法」等に基づく

管理協定、「自然公園法」に基づく風景地保護協定、「森林

法」に基づく施業実施協定等により土地等の提供が更に進

むよう、地方公共団体やNPO 法人、土地所有者等と連携

し、支援の仕組みの効果的な活用を図ります。 
さらに、都市緑地保全法に基づく緑地保全地区の指定、

「首都圏近郊緑地保全法」及び「近畿圏の保全区域の整備

に関する法律」に基づく近郊緑地特別保全地区等の指定を

推進することで、土地所有者等が保全を望む緑地について、

地方公共団体やNPO 法人等の緑地管理機構による土地の

取得や管理協定の締結の促進を図ります。 
近年、民間団体等が環境保全活動を支援するための拠点

を整備する事例が見られます。政府は、このような「民設

民営」の拠点についても、その自発性を尊重しつつ、連携、

協力し、適切な役割分担を図って、全体として効果的な支

援が進むよう努めていきます。 
 
⑦ 各主体間の協働取組の在り方の周知 

 
連携や協働、パートナーシップという言葉は、様々な場

面で使われています。効果的な協働取組のためには、各主

体の間で、協働取組の進め方や実現される目標がしっかり

と共有されることが不可欠です。このような課題に対し、

協働取組の指針やガイドラインの策定が地方公共団体等に

より進められています。協働取組の経験を蓄積し、効果的

な実施のための考え方を共有していくことが必要です。 
政府は、自らの又は地域における協働取組の事例、地方

公共団体の協働取組の指針等について調査し、結果を提供

します。また、環境保全に関する協働取組の在り方につい

て共通理解が広まるよう検討し、実践の場を通じた取組を

進めます。 
協働取組を広げていくためには、コーディネーターやフ

ァシリテーターといった人材が不足しており、その育成が

大切です。政府は、人材の育成を進めるとともに、人材を

育成又は認定する民間事業について、人材認定等事業の登

録制度を活用しながら、情報の収集とその提供を行います。 
 
⑧ 情報の積極的公表 

 
環境問題への取組を進める上では、参画する各主体間で

必要な情報を共有することが不可欠です。このため、必要

な情報を有する主体は、その情報の提供、共有に積極的に

努めなければなりません。 
また、公表される情報は、難解であり、又は情報量が多

すぎるため、特に国民や民間団体、子どもが十分に理解で

きない場合があるという課題があります。また、情報が公

表される時期や範囲も取組を進める上で適切なものでなけ

ればなりません。 
政府としては、情報の積極的な公表について、以下のよ

うに取組を進めていきます。 
 

ア 政府の保有する情報の積極的公表 
 
政府が保有する環境保全に関する情報については、正確

で網羅的な情報をインターネットを通じて提供し、また、

各種の白書、調査報告書等により、分かりやすく積極的に

公表していきます。 
これらの情報の公表に当たっては、広く環境保全活動や

環境教育の現場にまで迅速に伝わるよう民間団体、人材認

定等事業を行う登録民間団体等、地域に整備する拠点、環

境カウンセラーや化学物質アドバイザー等の人材、報道機

関等に対して、積極的に情報提供します。 
情報については、新聞、雑誌、テレビ、ラジオ等のマス

コミュニケーションやインターネットを通じて効果的な伝

達に努めます。また、ワークショップ、舞台芸術、コンサ
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とから、そのような情報についても広く提供します。 
また、積極的に従業員向けの環境教育、環境保全の意欲

の増進、環境保全活動の支援を行っている事業者に対し、

表彰その他により支援します。 
 
③ 環境教育等支援団体の指定 

 
国民や民間団体等が、環境保全活動や環境教育等の活動

を効果的に行うためには、他地域における同様の活動等に

関する情報の入手や、各分野における専門的な助言を得る

こと、さらには指導者などのあっせん又は紹介を受けるこ

となどが有効です。 
そのため、そうしたサービスを提供する団体の社会的な

信頼性を高め、支援を求める者が適確な支援を受けること

ができるよう、業務を継続的に実施するための必要な資力

を有していることや、十分な経験を有していること、そし

て公正かつ適確な支援業務の実施が見込まれることを指定

の要件として、環境教育等支援団体の指定制度の適切な運

用をしていきます。 
また、民間団体による独自の創意工夫によって自発的に

行われてきた支援が、指定によって損なわれることがない

ように運用を図ります。 
 
④ 人材育成、人材認定事業及び教材開発・提供事業の登

録及び情報提供 
 

ア 人材育成、人材認定事業及び教材開発・提供事業の

登録制度 
 
民間団体、事業者等の人材認定等事業の社会的な信頼性

を高めること、環境教育等の指導者や協働取組の促進に必

要な能力を有するコーディネータ－やファシリテーターに

関する情報を入手しやすくすることが求められています。

また、環境教育の教材についても、要望に応じた適切な教

材を入手するために必要な情報が求められています。法に

基づいて、人材認定等事業の登録制度の適切な運用をして

いきます。 
この登録制度の対象となる事業は、本来、自発的に行わ

れてきた事業であり、民間ならではの創意工夫により、社

会のニーズに対応して事業が展開されています。こうした

民間ならではの良さを損なうことのない運用を図ります。 
学校や社会教育等の環境教育の現場においては、信頼に

足る人材や教材についての情報が欲しいという要請があり

ます。このため、登録制度では、人材認定事業又は人材育

成事業については、指導者を育成する上で必要最低限度の

レベルを有している事業であって、公正かつ継続的な運営

を行っているものを登録の対象とし、現場に提示していき

ます。 
また、教材開発・提供事業については、政治的、宗教的

に一方に偏った立場のものでなく、環境の保全についての

理解を深め、環境保全活動を行う意欲を増進するために効

果的な教材開発を行っている事業であって、公正かつ継続

的な運営及び教材提供を行っているものを登録の対象とし、

現場に提示していきます。 
さらに、登録された事業によって認定又は育成された人

材や、開発・提供された教材については、地域の実態等を

踏まえつつ、家庭、学校、地域、職場等の様々な場におい

て適切に活用していくことが期待されています。このため、

登録された事業に関し、その事業の内容、事業により育成

又は認定される人材の有する技術の内容やその程度、事業

により開発・提供される教材の内容等の情報について分か

りやすく、かつ、適切に情報提供を行うことにより、教育

現場の判断の材料を提供します。 
なお、当該事業により開発・提供される教材を学校の補

助教材として選択するに当たっては、その内容が教育基本

法、学校教育法、学習指導要領等の趣旨に従ったものであ

るか、また、地域や学校の実態、児童生徒等の心身の発達

の段階や特性に即して適切なものであるか等について、各

教育委員会及び学校において十分留意することが必要です。 
 

イ 人材育成、人材認定事業及び教材開発・提供事業に

関する情報提供等 
 
民間団体、事業者、政府、地方公共団体等により行われ

ている多様な人材育成、人材認定事業及び教材開発・提供

事業や、作成されている人材育成のプログラムについては、

その情報が十分に整理されてはいません。そこで、人材認

定等事業者や人材育成プログラム等に関する情報を収集、

整理、分析して体系的なデータベースを構築し、インター

ネットを通じて提供します。 
また、人材育成プログラムの質の向上を図るため、求め

に応じて必要な助言を行います。 
 
⑤ 拠点機能整備 
 
ア 政府の拠点機能整備 

 
環境省は、国連大学と共同で企画し設置した地球環境パ

ートナーシッププラザや、地方環境事務所ごとに設置して

いる地方環境パートナーシップオフィスを、住民、民間団

体、事業者、行政等のネットワークづくりを行うための拠

点として活用し、先進事例の紹介、各主体間の連携促進の

ための意見交換会の開催等に努め、世代を超えた環境教育

や協働取組の促進等に取り組んでいきます。このほか、拠

点の機能の強化の観点から関係府省の地方支分部局等では、

環境教育等に関する情報の収集や提供を行うほか、事業を

実施する際に民間団体や地方公共団体等との協力を推進し

ます。また、防災ステーション等における地域のニーズを

反映した環境教育等の支援機能の整備を進めます。 
現在、各地にある青少年教育施設、森林、自然公園、都

市公園、河川、湖沼、海岸、港湾、漁港、農地等でも、環

境保全活動や環境教育等を行っていることから、こうした

拠点の充実や機能強化、拠点間の連携を図り、効果的な支

援を進めていきます。 
さらに、周辺の地方公共団体が整備した拠点、公民館、

学校、博物館等の文教施設、民間団体や事業者等が設立又

は運営している環境学習施設、自然体験活動を行う各種の

施設、全国・地域地球温暖化防止活動推進センター、民間

団体等を支援するための施設、見学を受け入れている工場

等各種拠点との連携の強化や役割分担を図っていきます。 
 

イ 地方公共団体の拠点機能整備に対する支援 
 
地方公共団体が行う拠点の整備や運営に関し、全国各地

の取組事例や人的資源に関する情報交換等を通じて、地方

公共団体の拠点が有効に運営されるよう支援を行います。 
また、拠点を効果的に運営できるよう、環境調査研修所

等において研修を様々な形で開催し、地方公共団体の拠点

を担う人材を育成していきます。特に、こうした拠点では

住民、民間団体、事業者、行政等の間のパートナーシップ

づくりを促進できるようなコーディネーターの存在が不可

欠であり、こうした人材の育成に取り組みます。 
 
⑥ 体験の機会の場の認定 

 
個人や事業者等が環境保全活動、環境保全の意欲の増進、

環境教育のために自らの土地等を提供することは、民間団

体等の取組を支える基盤となります。 
優れた自然が残されている土地について、民間団体等が、

所有者から寄附や遺贈等の形で譲り受け、買い取り、又は

所有者と賃貸借協定を結ぶナショナルトラスト活動が進め

られているほか、事業者による展示施設や社有林の提供と

いった取組が進められています。このような土地等は、多

くの場合、自然観察会やエコツーリズム等自然体験の場と

して活用されています。ナショナルトラスト活動等民間団

体等が行う取組では、土地の取得や管理のために必要な資

金の確保が大きな課題となっています。資金を確保するた

めには、全国的な支援の輪が広がることが必要ですが、民

間団体等の取組の多くはその地域周辺の住民にしか知られ

ていません。 
一方、事業者は、工場等の施設に見学者を受け入れ、環

境教育を行っています。ものづくりやサービス提供等の現

場の見学、事業の経験に基づいて実施される環境教育によ

り、見学者、事業者の双方で、事業活動と環境の関係につ

いて学び、理解を深めることが期待されます。事業者等に

よる土地や建物の提供、施設の活用においては、事業者等

側には土地や建物等を保全、管理し、安全を確保しながら

自然体験や環境学習等を効果的に行うノウハウや資金が不

足していることが課題となっています。 
また、子どもの保護者やその所属する学校等は、自然体

験活動に伴う安全性についての関心が高く、自然体験活動

を推進するに当たっては安全確保に関する信頼性が求めら

れています。 
こうした課題を踏まえ、土地や建物の所有者等が提供す

る自然体験活動等の体験の機会の場を、都道府県知事が認

定する制度について、適切に運用します。 
具体的には、安全管理体制の整備、危険箇所の表示や事

前講習の実施など、安全対策が講じられることを認定要件

とすることによって、体験の機会の場を求めている者に対

して安全性に関する情報を提供し、体験の機会の場の信頼

性の確保に努めます。一方、自然体験活動においては、安

全性を過度に求めることによって、体験による効果を大き

く損ねることにもなりかねない点にも留意します。 
また、税制上の優遇措置、「都市緑地保全法」等に基づく

管理協定、「自然公園法」に基づく風景地保護協定、「森林

法」に基づく施業実施協定等により土地等の提供が更に進

むよう、地方公共団体やNPO 法人、土地所有者等と連携

し、支援の仕組みの効果的な活用を図ります。 
さらに、都市緑地保全法に基づく緑地保全地区の指定、

「首都圏近郊緑地保全法」及び「近畿圏の保全区域の整備

に関する法律」に基づく近郊緑地特別保全地区等の指定を

推進することで、土地所有者等が保全を望む緑地について、

地方公共団体やNPO 法人等の緑地管理機構による土地の

取得や管理協定の締結の促進を図ります。 
近年、民間団体等が環境保全活動を支援するための拠点

を整備する事例が見られます。政府は、このような「民設

民営」の拠点についても、その自発性を尊重しつつ、連携、

協力し、適切な役割分担を図って、全体として効果的な支

援が進むよう努めていきます。 
 
⑦ 各主体間の協働取組の在り方の周知 

 
連携や協働、パートナーシップという言葉は、様々な場

面で使われています。効果的な協働取組のためには、各主

体の間で、協働取組の進め方や実現される目標がしっかり

と共有されることが不可欠です。このような課題に対し、

協働取組の指針やガイドラインの策定が地方公共団体等に

より進められています。協働取組の経験を蓄積し、効果的

な実施のための考え方を共有していくことが必要です。 
政府は、自らの又は地域における協働取組の事例、地方

公共団体の協働取組の指針等について調査し、結果を提供

します。また、環境保全に関する協働取組の在り方につい

て共通理解が広まるよう検討し、実践の場を通じた取組を

進めます。 
協働取組を広げていくためには、コーディネーターやフ

ァシリテーターといった人材が不足しており、その育成が

大切です。政府は、人材の育成を進めるとともに、人材を

育成又は認定する民間事業について、人材認定等事業の登

録制度を活用しながら、情報の収集とその提供を行います。 
 
⑧ 情報の積極的公表 

 
環境問題への取組を進める上では、参画する各主体間で

必要な情報を共有することが不可欠です。このため、必要

な情報を有する主体は、その情報の提供、共有に積極的に

努めなければなりません。 
また、公表される情報は、難解であり、又は情報量が多

すぎるため、特に国民や民間団体、子どもが十分に理解で

きない場合があるという課題があります。また、情報が公

表される時期や範囲も取組を進める上で適切なものでなけ

ればなりません。 
政府としては、情報の積極的な公表について、以下のよ

うに取組を進めていきます。 
 

ア 政府の保有する情報の積極的公表 
 
政府が保有する環境保全に関する情報については、正確

で網羅的な情報をインターネットを通じて提供し、また、

各種の白書、調査報告書等により、分かりやすく積極的に

公表していきます。 
これらの情報の公表に当たっては、広く環境保全活動や

環境教育の現場にまで迅速に伝わるよう民間団体、人材認

定等事業を行う登録民間団体等、地域に整備する拠点、環

境カウンセラーや化学物質アドバイザー等の人材、報道機

関等に対して、積極的に情報提供します。 
情報については、新聞、雑誌、テレビ、ラジオ等のマス

コミュニケーションやインターネットを通じて効果的な伝

達に努めます。また、ワークショップ、舞台芸術、コンサ
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ート等の直接人と人が参加する場を通じて普及啓発等を行

う民間団体等と協力して、効果的な情報の伝達を進めます。 
特に子どもに対しては、関係府省が行う子どもを対象と

した見学会、環境月間等で催される行事、パンフレット等

を活用し、分かりやすく、興味が抱けるような形で情報を

公表していきます。 
 

イ 公表された情報の収集、整理及び分析並びにその結

果の提供 
 
国民、民間団体、事業者等が公表した情報については、

地域の拠点等を通じて、収集し、整理した上で、結果をイ

ンターネットや地域の拠点等を通じて広く提供していきま

す。また、「環境情報の提供の促進等による特定事業者等の

環境に配慮した事業活動の促進に関する法律（環境配慮促

進法）」に基づき一定の公的法人による環境報告書の作成、

公表を進めるとともに、環境報告書に関する事業者の自主

的な取組を、環境報告書の利用の促進、信頼性の向上の観

点から支援します。 
 
⑨ 国際的な視点での取組 

 
環境保全に自ら積極的に取り組むには、国内だけでなく

国際的な視野に立ち、世界と手をつなぎ協力していくこと

が必要です。 
我が国は、国際的な動きを踏まえ、国内で環境教育等に

適切に取り組むとともに、我が国の経験をいかし、国際的

な協力を様々なレベルで進め、持続可能な開発のための教

育（Education for Sustainable development：ESD）や協

働取組のあるべき姿を国際的に発信していきます。 
 

ア 国際的な動きを踏まえた国内での対応 
 
政府は、2005 年（平成17 年）から始まる10 年間を「国

連持続可能な開発のための教育の10 年（United Nations 
Decade of Education for Sustainable Development： 
DESD）」とする国連決議を受けて、2006 年に「国連持続

可能な開発のための教育の10 年」実施計画を策定し、2011 
年（平成23 年）に改訂しました。この実施計画に基づき、

開発教育、福祉教育、多様な文化や歴史についての教育、

平和教育、人権教育等幅広い分野の教育と連携しながら環

境教育を進め、あらゆる人々が、質の高い教育の恩恵を享

受し、一人ひとりが、世界の人々や将来世代、また、環境

との関係性の中で生きていることを認識しながら持続可能

な社会づくりに参加する世界を実現することを目指します。 
また、地球サミットでリオ宣言が採択された1992 年（平

成４年）から 20 年目に当たる 2012 年（平成 24 年）に

開催された「国連持続可能な開発会議（リオ＋20）」は、「持

続可能な開発及び貧困根絶の文脈におけるグリーン経済」

がテーマの一つとなっており、そうした国際動向も踏まえ

て、環境教育や環境保全活動の推進に取り組みます。 
さらに、急速な経済成長や人口増加等に伴い、環境問題

が深刻化するアジア諸国において持続可能な社会をつくる

ためには、経済社会をグリーン化できる環境人材の育成が

必要であり、そのための産学官民によるネットワークの形

成等の支援を行います。 
こうした取組を、政府だけでなく、地方公共団体、企業、

国民等とともに展開していくため、環境省と国連大学が共

同で企画し設置した地球環境パートナーシッププラザ等の

拠点を通じ、国際的な情報の国内への普及、国内の動向に

関する情報の海外への発信を進めていきます。 
 

イ 国際社会との協力 
 
政府は、持続可能な開発のための教育に関する我が国の

優良事例を国際的に発信し、これらの事例を共有するほか、

環境教育に関する国際的な対話の場の設定やネットワーク

作りを、国民、民間団体、事業者、地方公共団体等と連携

して推進します。また、我が国の提案により「国連持続可

能な開発のための教育の 10 年」が世界で取り組まれるこ

とになった経緯を踏まえ、関係国際機関と必要な協力を図

りながら、開発途上地域に対する環境協力において、人づ

くりの視点を重視し、我が国の経験をいかして現地の持続

可能な開発を担う人材を育成するため、環境教育の強化の

ための支援に関する取組を実施していきます。その際には、

現地の事情に精通した民間団体等と連携しつつ、現地のニ

ーズを十分に把握し、持続可能な社会づくりを念頭に協力

の内容、手法を検討し、効果的な実施に努めます。 
また、独立行政法人環境再生保全機構の地球環境基金、

外務省のNGO 事業補助金や無償資金協力、郵便事業株式

会社の寄附金付お年玉付郵便葉書等に付加された寄附金や

社団法人国土緑化推進機構の緑の募金等開発途上地域で環

境協力を行っている民間団体に対する既存の支援策を引き

続き活用するとともに、支援策の充実及び強化を図ります。 
 
３ その他の重要事項 
 
（１）各主体間の協働取組 
 
① 政府と国民、民間団体、事業者等との協働取組におけ

る留意事項 
 
国民、民間団体、事業者の自発的な取組が、環境の保全

において大きな役割を果たすことを踏まえ、環境保全に関

する施策その他の持続可能な社会づくりに関連する施策の

策定や実施に当たっては、パブリックコメント、公聴会、

意見交換会等により環境保全に取り組む国民各界各層の意

見を聴く機会を多く設け、様々な主体との間で経験や考え

方を共有するための対話を一層進めるほか、政策に関する

提案を積極的に受け付け、活用するなど、国民、民間団体、

事業者との連携に留意します。  
また、国民、民間団体や事業者との間で協働取組を行う

際には、協定などによって参加する主体の役割分担を明ら

かにすることとします。 
このような政府と国民、民間団体、事業者等との協働取

組に当たっては、自発性を尊重し、適切な役割分担を図る

とともに、国民、民間団体、事業者等が参画して連携の在

り方の評価、改善を行うことにより、協働取組のより良い

方法について検討を進めます。 
 
② 政府と地方公共団体との連携強化 
 
地方公共団体の担当者を対象として開催する会議や地域

の拠点を活用し、緊密な情報交換を行い、地方公共団体と
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ート等の直接人と人が参加する場を通じて普及啓発等を行

う民間団体等と協力して、効果的な情報の伝達を進めます。 
特に子どもに対しては、関係府省が行う子どもを対象と

した見学会、環境月間等で催される行事、パンフレット等

を活用し、分かりやすく、興味が抱けるような形で情報を

公表していきます。 
 

イ 公表された情報の収集、整理及び分析並びにその結

果の提供 
 
国民、民間団体、事業者等が公表した情報については、

地域の拠点等を通じて、収集し、整理した上で、結果をイ

ンターネットや地域の拠点等を通じて広く提供していきま

す。また、「環境情報の提供の促進等による特定事業者等の

環境に配慮した事業活動の促進に関する法律（環境配慮促

進法）」に基づき一定の公的法人による環境報告書の作成、

公表を進めるとともに、環境報告書に関する事業者の自主

的な取組を、環境報告書の利用の促進、信頼性の向上の観

点から支援します。 
 
⑨ 国際的な視点での取組 

 
環境保全に自ら積極的に取り組むには、国内だけでなく

国際的な視野に立ち、世界と手をつなぎ協力していくこと

が必要です。 
我が国は、国際的な動きを踏まえ、国内で環境教育等に

適切に取り組むとともに、我が国の経験をいかし、国際的

な協力を様々なレベルで進め、持続可能な開発のための教

育（Education for Sustainable development：ESD）や協

働取組のあるべき姿を国際的に発信していきます。 
 

ア 国際的な動きを踏まえた国内での対応 
 
政府は、2005 年（平成17 年）から始まる10 年間を「国

連持続可能な開発のための教育の10 年（United Nations 
Decade of Education for Sustainable Development： 
DESD）」とする国連決議を受けて、2006 年に「国連持続

可能な開発のための教育の10 年」実施計画を策定し、2011 
年（平成23 年）に改訂しました。この実施計画に基づき、

開発教育、福祉教育、多様な文化や歴史についての教育、

平和教育、人権教育等幅広い分野の教育と連携しながら環

境教育を進め、あらゆる人々が、質の高い教育の恩恵を享

受し、一人ひとりが、世界の人々や将来世代、また、環境

との関係性の中で生きていることを認識しながら持続可能

な社会づくりに参加する世界を実現することを目指します。 
また、地球サミットでリオ宣言が採択された1992 年（平

成４年）から 20 年目に当たる 2012 年（平成 24 年）に

開催された「国連持続可能な開発会議（リオ＋20）」は、「持

続可能な開発及び貧困根絶の文脈におけるグリーン経済」

がテーマの一つとなっており、そうした国際動向も踏まえ

て、環境教育や環境保全活動の推進に取り組みます。 
さらに、急速な経済成長や人口増加等に伴い、環境問題

が深刻化するアジア諸国において持続可能な社会をつくる

ためには、経済社会をグリーン化できる環境人材の育成が

必要であり、そのための産学官民によるネットワークの形

成等の支援を行います。 
こうした取組を、政府だけでなく、地方公共団体、企業、

国民等とともに展開していくため、環境省と国連大学が共

同で企画し設置した地球環境パートナーシッププラザ等の

拠点を通じ、国際的な情報の国内への普及、国内の動向に

関する情報の海外への発信を進めていきます。 
 

イ 国際社会との協力 
 
政府は、持続可能な開発のための教育に関する我が国の

優良事例を国際的に発信し、これらの事例を共有するほか、

環境教育に関する国際的な対話の場の設定やネットワーク

作りを、国民、民間団体、事業者、地方公共団体等と連携

して推進します。また、我が国の提案により「国連持続可

能な開発のための教育の 10 年」が世界で取り組まれるこ

とになった経緯を踏まえ、関係国際機関と必要な協力を図

りながら、開発途上地域に対する環境協力において、人づ

くりの視点を重視し、我が国の経験をいかして現地の持続

可能な開発を担う人材を育成するため、環境教育の強化の

ための支援に関する取組を実施していきます。その際には、

現地の事情に精通した民間団体等と連携しつつ、現地のニ

ーズを十分に把握し、持続可能な社会づくりを念頭に協力

の内容、手法を検討し、効果的な実施に努めます。 
また、独立行政法人環境再生保全機構の地球環境基金、

外務省のNGO 事業補助金や無償資金協力、郵便事業株式

会社の寄附金付お年玉付郵便葉書等に付加された寄附金や

社団法人国土緑化推進機構の緑の募金等開発途上地域で環

境協力を行っている民間団体に対する既存の支援策を引き

続き活用するとともに、支援策の充実及び強化を図ります。 
 
３ その他の重要事項 
 
（１）各主体間の協働取組 
 
① 政府と国民、民間団体、事業者等との協働取組におけ

る留意事項 
 
国民、民間団体、事業者の自発的な取組が、環境の保全

において大きな役割を果たすことを踏まえ、環境保全に関

する施策その他の持続可能な社会づくりに関連する施策の

策定や実施に当たっては、パブリックコメント、公聴会、

意見交換会等により環境保全に取り組む国民各界各層の意

見を聴く機会を多く設け、様々な主体との間で経験や考え

方を共有するための対話を一層進めるほか、政策に関する

提案を積極的に受け付け、活用するなど、国民、民間団体、

事業者との連携に留意します。  
また、国民、民間団体や事業者との間で協働取組を行う

際には、協定などによって参加する主体の役割分担を明ら

かにすることとします。 
このような政府と国民、民間団体、事業者等との協働取

組に当たっては、自発性を尊重し、適切な役割分担を図る

とともに、国民、民間団体、事業者等が参画して連携の在

り方の評価、改善を行うことにより、協働取組のより良い

方法について検討を進めます。 
 
② 政府と地方公共団体との連携強化 
 
地方公共団体の担当者を対象として開催する会議や地域

の拠点を活用し、緊密な情報交換を行い、地方公共団体と

の連携を更に強化していきます。 
地方公共団体との連携を図る際には、地方公共団体内で

も環境部局と教育部局をはじめ、市民、農林水産、経済、

都市、土木、交通部局間の横の連携が図られるよう、関係

府省が連携して適切な配慮を行うよう努めます。 
特に、住民や家庭に近く環境教育等について大きな役割

を果たしている市区町村や学校との情報交換や連携の更な

る強化に努めます。 
法に規定されている理念や事項にのっとり、都道府県及

び市区町村は、環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び

環境教育並びに協働取組の推進に関する施策を策定し、及

び実施するよう努めること、その推進に関する行動計画を

作成するよう努めることとされていますが、各地方公共団

体の間で施策や計画等について情報交換が行われることが

必要です。また、行動計画の策定、施策の実施や評価にお

いて、幅広く意見を聴取し、また行動計画の作成又は変更

の提案を受け付けるなど、住民が参加する仕組みを設ける

ことが期待されており、政府は、先進事例等に関する情報

交換の場の提供や情報提供を進めます。 
 
③ 関係府省の連携強化 

 
政府は、法第24 条の２に基づき、環境省、文部科学省、

農林水産省、経済産業省、国土交通省その他の関係行政機

関の職員をもって構成する環境教育等推進会議を開催し、

緊密に情報を交換することで、関係府省の連携を一層強化

して、環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育

並びに協働取組を適切に推進していきます。 
 

（２）法の施行状況についての検討、見直しの準備 
 
環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並び

に協働取組に関する各種施策について、毎年の進展状況と

それによる効果等について必要な調査を行います。また、

施策の評価をするための指標の在り方等についても、量的

な指標だけでなく、質的な指標の在り方を含め検討します。

これらの結果について評価し、公表するとともに、施策の

改善に向けて、国民各界各層の意見を聴きながら検討を行

います。その検討結果を基に、法の施行後５年を目途に、

本基本方針の改定等必要な措置を講じます。 
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ート等の直接人と人が参加する場を通じて普及啓発等を行

う民間団体等と協力して、効果的な情報の伝達を進めます。 
特に子どもに対しては、関係府省が行う子どもを対象と

した見学会、環境月間等で催される行事、パンフレット等

を活用し、分かりやすく、興味が抱けるような形で情報を

公表していきます。 
 

イ 公表された情報の収集、整理及び分析並びにその結

果の提供 
 
国民、民間団体、事業者等が公表した情報については、

地域の拠点等を通じて、収集し、整理した上で、結果をイ

ンターネットや地域の拠点等を通じて広く提供していきま

す。また、「環境情報の提供の促進等による特定事業者等の

環境に配慮した事業活動の促進に関する法律（環境配慮促

進法）」に基づき一定の公的法人による環境報告書の作成、

公表を進めるとともに、環境報告書に関する事業者の自主

的な取組を、環境報告書の利用の促進、信頼性の向上の観

点から支援します。 
 
⑨ 国際的な視点での取組 

 
環境保全に自ら積極的に取り組むには、国内だけでなく

国際的な視野に立ち、世界と手をつなぎ協力していくこと

が必要です。 
我が国は、国際的な動きを踏まえ、国内で環境教育等に

適切に取り組むとともに、我が国の経験をいかし、国際的

な協力を様々なレベルで進め、持続可能な開発のための教

育（Education for Sustainable development：ESD）や協

働取組のあるべき姿を国際的に発信していきます。 
 

ア 国際的な動きを踏まえた国内での対応 
 
政府は、2005 年（平成17 年）から始まる10 年間を「国

連持続可能な開発のための教育の10 年（United Nations 
Decade of Education for Sustainable Development： 
DESD）」とする国連決議を受けて、2006 年に「国連持続

可能な開発のための教育の10 年」実施計画を策定し、2011 
年（平成23 年）に改訂しました。この実施計画に基づき、

開発教育、福祉教育、多様な文化や歴史についての教育、

平和教育、人権教育等幅広い分野の教育と連携しながら環

境教育を進め、あらゆる人々が、質の高い教育の恩恵を享

受し、一人ひとりが、世界の人々や将来世代、また、環境

との関係性の中で生きていることを認識しながら持続可能

な社会づくりに参加する世界を実現することを目指します。 
また、地球サミットでリオ宣言が採択された1992 年（平

成４年）から 20 年目に当たる 2012 年（平成 24 年）に

開催された「国連持続可能な開発会議（リオ＋20）」は、「持

続可能な開発及び貧困根絶の文脈におけるグリーン経済」

がテーマの一つとなっており、そうした国際動向も踏まえ

て、環境教育や環境保全活動の推進に取り組みます。 
さらに、急速な経済成長や人口増加等に伴い、環境問題

が深刻化するアジア諸国において持続可能な社会をつくる

ためには、経済社会をグリーン化できる環境人材の育成が

必要であり、そのための産学官民によるネットワークの形

成等の支援を行います。 
こうした取組を、政府だけでなく、地方公共団体、企業、

国民等とともに展開していくため、環境省と国連大学が共

同で企画し設置した地球環境パートナーシッププラザ等の

拠点を通じ、国際的な情報の国内への普及、国内の動向に

関する情報の海外への発信を進めていきます。 
 

イ 国際社会との協力 
 
政府は、持続可能な開発のための教育に関する我が国の

優良事例を国際的に発信し、これらの事例を共有するほか、

環境教育に関する国際的な対話の場の設定やネットワーク

作りを、国民、民間団体、事業者、地方公共団体等と連携

して推進します。また、我が国の提案により「国連持続可

能な開発のための教育の 10 年」が世界で取り組まれるこ

とになった経緯を踏まえ、関係国際機関と必要な協力を図

りながら、開発途上地域に対する環境協力において、人づ

くりの視点を重視し、我が国の経験をいかして現地の持続

可能な開発を担う人材を育成するため、環境教育の強化の

ための支援に関する取組を実施していきます。その際には、

現地の事情に精通した民間団体等と連携しつつ、現地のニ

ーズを十分に把握し、持続可能な社会づくりを念頭に協力

の内容、手法を検討し、効果的な実施に努めます。 
また、独立行政法人環境再生保全機構の地球環境基金、

外務省のNGO 事業補助金や無償資金協力、郵便事業株式

会社の寄附金付お年玉付郵便葉書等に付加された寄附金や

社団法人国土緑化推進機構の緑の募金等開発途上地域で環

境協力を行っている民間団体に対する既存の支援策を引き

続き活用するとともに、支援策の充実及び強化を図ります。 
 
３ その他の重要事項 
 
（１）各主体間の協働取組 
 
① 政府と国民、民間団体、事業者等との協働取組におけ

る留意事項 
 
国民、民間団体、事業者の自発的な取組が、環境の保全

において大きな役割を果たすことを踏まえ、環境保全に関

する施策その他の持続可能な社会づくりに関連する施策の

策定や実施に当たっては、パブリックコメント、公聴会、

意見交換会等により環境保全に取り組む国民各界各層の意

見を聴く機会を多く設け、様々な主体との間で経験や考え

方を共有するための対話を一層進めるほか、政策に関する

提案を積極的に受け付け、活用するなど、国民、民間団体、

事業者との連携に留意します。  
また、国民、民間団体や事業者との間で協働取組を行う

際には、協定などによって参加する主体の役割分担を明ら

かにすることとします。 
このような政府と国民、民間団体、事業者等との協働取

組に当たっては、自発性を尊重し、適切な役割分担を図る

とともに、国民、民間団体、事業者等が参画して連携の在

り方の評価、改善を行うことにより、協働取組のより良い

方法について検討を進めます。 
 
② 政府と地方公共団体との連携強化 
 
地方公共団体の担当者を対象として開催する会議や地域

の拠点を活用し、緊密な情報交換を行い、地方公共団体と

の連携を更に強化していきます。 
地方公共団体との連携を図る際には、地方公共団体内で

も環境部局と教育部局をはじめ、市民、農林水産、経済、

都市、土木、交通部局間の横の連携が図られるよう、関係

府省が連携して適切な配慮を行うよう努めます。 
特に、住民や家庭に近く環境教育等について大きな役割

を果たしている市区町村や学校との情報交換や連携の更な

る強化に努めます。 
法に規定されている理念や事項にのっとり、都道府県及

び市区町村は、環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び

環境教育並びに協働取組の推進に関する施策を策定し、及

び実施するよう努めること、その推進に関する行動計画を

作成するよう努めることとされていますが、各地方公共団

体の間で施策や計画等について情報交換が行われることが

必要です。また、行動計画の策定、施策の実施や評価にお

いて、幅広く意見を聴取し、また行動計画の作成又は変更

の提案を受け付けるなど、住民が参加する仕組みを設ける

ことが期待されており、政府は、先進事例等に関する情報

交換の場の提供や情報提供を進めます。 
 
③ 関係府省の連携強化 

 
政府は、法第24 条の２に基づき、環境省、文部科学省、

農林水産省、経済産業省、国土交通省その他の関係行政機

関の職員をもって構成する環境教育等推進会議を開催し、

緊密に情報を交換することで、関係府省の連携を一層強化

して、環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育

並びに協働取組を適切に推進していきます。 
 

（２）法の施行状況についての検討、見直しの準備 
 
環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並び

に協働取組に関する各種施策について、毎年の進展状況と

それによる効果等について必要な調査を行います。また、

施策の評価をするための指標の在り方等についても、量的

な指標だけでなく、質的な指標の在り方を含め検討します。

これらの結果について評価し、公表するとともに、施策の

改善に向けて、国民各界各層の意見を聴きながら検討を行

います。その検討結果を基に、法の施行後５年を目途に、

本基本方針の改定等必要な措置を講じます。 
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用語集 
 
 
 
 
３Ｒ 
 リデュース（Reduce）：廃棄物等の発生抑制、リ

ユース（Reuse）：再使用、リサイクル（Recycle）：

再生利用の３つの頭文字をとったもの。循環型社

会を構築していくためには、まず廃棄物等の発生

抑制、そして再使用、次に再生利用の順で取り組

むことが重要である。 

 

CSR 

「企業の社会的責任」のこと（Corporate Social 

Responsibility：CSR）。 

事業者には、環境の保全を果たすべき社会的責

任のひとつとしてとらえた経営を行うことが求め

られる。 

 

EMS 
組織や事業者が、その運営や経営の中で自主的

に環境保全に関する取組を進めるにあたり、環境

に関する方針や目標を自ら設定し、これらの達成

に向けて取り組んでいくための工場や事業所内の

体制・手続き等の仕組み（EMS-Environmental 

Management System）のこと。 

 

ESD 

Education for Sustainable Developmentの略で

「持続可能な開発のための教育」と訳される。 

 現代社会の課題を自らの問題として捉え、身近

なところから取り組むことにより、それらの課題

の解決につながる新たな価値観や行動を生み出す

こと、そしてそれによって持続可能な社会を創造

していくことを目指す学習や活動のこと。 

 

ICT 
情報通信技術（Information and Communication 

Technology)のこと。 

  

 

 

 

 

 

うちエコ診断 
 各家庭のライフスタイルに合わせた省エネ、省

CO2対策を提案するサービスを提供することにより、 

 

 

 

 

受診家庭の効果的な CO2排出削減行動に結びつけ

るもの。 

 

エコタウン 
省エネルギー設備や太陽光、バイオマスなどの

再生可能エネルギーを活用した分散型のエネルギ

ー設備を積極的に導入し、地域内で生み出された

エネルギーを次世代送電網（スマートグリッド）

などを使って地域内に供給する環境に優しいまち

のこと。 

 

 

 

 

 

環境教育リーダー 
知事が委嘱する、県民が環境教育や環境保全活

動を目的として開催する講演会や学習会、観察会

などで、講師として講演や講義、指導助言等（以

下「出前講座等」という。）を行う者。地球環境、

自然環境保全、廃棄物やリサイクル、省エネ、節

電，エコなどの環境教育や環境保全活動について

知識と経験を有しており、出前講座等を行うこと

で、環境教育及び環境保全活動を推進している。 

 

環境配慮行動 
 環境に配慮した生活行動、購入行動、交通行動、

環境保全活動への参加などのこと。 

 

環境マネジメントシステム 

事業者が自主的に環境保全に関する取組を進め

るに当たり、環境に関する方針や目標等を自ら設

定し、これらの達成に向けて取り組む仕組みのこ

と。（例：ISO14001・エコアクション２１など） 

 

グリーン購入 

企業や国・地方公共団体が商品の調達や工事発

注などに際し、できるだけ環境負荷の少ない商品

や方法を積極的に選択するやり方。グリーン購入

を率先して実施する企業や自治体などで構成する

「グリーン購入ネットワーク」でガイドラインな

どを示している。 

 

 

 

 

 

 

数字・アルファベット 

あ 行 

か 行 
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再生可能エネルギー 
自然の営みから半永久的に得られ、継続して利

用できるエネルギーの総称。比較的短期間に再生

が可能であり、資源が枯渇しないため、地球環境

への負荷が少ないエネルギーと言われている。エ

ネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の

利用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進

に関する法律（平成 21年法律第 72号，エネルギ

ー供給構造高度化法）では、再生可能エネルギー

源として、太陽光、風力、水力、地熱、太陽熱、

大気中の熱その他の自然界に存する熱、バイオマ

スと規定している。 

 

循環型社会 

大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会に代わ

るものとして提示された概念。循環型社会形成推

進基本法（平成 12 年法律第 110号）では、第一に

製品等が廃棄物等となることを抑制し、第二に排

出された廃棄物等についてはできるだけ長期に利

用し、最後にどうしても利用できないものは資源

に戻して利用することにより実現される、「天然資

源の消費が抑制され、環境への負荷ができる限り

低減された社会」としている。 

 

省エネルギー 
エネルギーの効率的な使用や、余分なエネルギ

ーの消費を抑制することによって、エネルギーの

消費量の削減を図ること。わが国では、省エネ法

に基づき、省エネルギーの推進に努めている。第

８次国民生活審議会総合部会報告によれば、生活

における省エネルギーの基本的な要件について、

①エネルギーを無駄なく消費すること、②エネル

ギーを効率的に消費すること、③生活様式の工夫

によってエネルギーを大切に使うこと、としてい

る。 

 

水素エネルギー 
水素を燃料としたエネルギーのこと。水素は地

球上に豊富に存在しており、燃焼させても水を生

成するのみであることから、極めてクリーンな燃

料である。 

 

水素ステーション 
燃料電池自動車等に燃料となる水素を供給する

ための施設。 

 

 

生物多様性 
森や川、海などの多様な環境の中で様々な生き

ものが生息・生育し、それぞれの生きものが自然 

を介して他の生きものとの間に様々な関わりを持

っている状態のこと。生態系の多様性、種の多様

性、遺伝子の多様性という３つの多様性がある。 

 

 

 

 

 

地球温暖化 
大気中の CO2等の温室効果ガスが人間の経済活

動などに伴って増加する一方、森林の破壊などに

よって CO2の吸収量が減少することにより、地球全

体の気温が上昇する現象のこと。 

 

低炭素社会 
地球温暖化の原因となる二酸化炭素（CO2）の排

出を、経済発展を妨げることなく、現状の産業構

造やライフスタイルを変えることで低く抑えた社

会。化石燃料使用量の削減、高効率エネルギーの

開発、エネルギー消費の削減、資源の有効利用な

どによって実現を目指す。 

 

 

 

 

 

燃料電池 
水素と空気中の酸素を化学反応させることで電

気を発生させる装置のこと。この反応により生じ

る物質は水（水蒸気）だけで、二酸化炭素を排出

しないことから、地球温暖化の防止に貢献するこ

とが期待されている。 

 

燃料電池自動車 
搭載した燃料電池により発電した電力を使って

モーターを駆動させる自動車。自動車用燃料電池

では、燃料として圧縮水素が用いられる。エネル

ギー利用効率が高く、二酸化炭素や大気汚染物質

を排出せずクリーン。また、水素充填時間が３分

程度と短く、さらに圧縮水素はエネルギー貯蔵効

率が高いため、電気自動車よりも一回充填当たり

の走行距離が長いといった特徴がある。 
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再生可能エネルギー 
自然の営みから半永久的に得られ、継続して利

用できるエネルギーの総称。比較的短期間に再生

が可能であり、資源が枯渇しないため、地球環境

への負荷が少ないエネルギーと言われている。エ

ネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の

利用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進

に関する法律（平成 21年法律第 72号，エネルギ

ー供給構造高度化法）では、再生可能エネルギー

源として、太陽光、風力、水力、地熱、太陽熱、

大気中の熱その他の自然界に存する熱、バイオマ

スと規定している。 

 

循環型社会 

大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会に代わ

るものとして提示された概念。循環型社会形成推

進基本法（平成 12 年法律第 110号）では、第一に

製品等が廃棄物等となることを抑制し、第二に排

出された廃棄物等についてはできるだけ長期に利

用し、最後にどうしても利用できないものは資源

に戻して利用することにより実現される、「天然資

源の消費が抑制され、環境への負荷ができる限り

低減された社会」としている。 

 

省エネルギー 
エネルギーの効率的な使用や、余分なエネルギ

ーの消費を抑制することによって、エネルギーの

消費量の削減を図ること。わが国では、省エネ法

に基づき、省エネルギーの推進に努めている。第

８次国民生活審議会総合部会報告によれば、生活

における省エネルギーの基本的な要件について、

①エネルギーを無駄なく消費すること、②エネル

ギーを効率的に消費すること、③生活様式の工夫

によってエネルギーを大切に使うこと、としてい

る。 

 

水素エネルギー 
水素を燃料としたエネルギーのこと。水素は地

球上に豊富に存在しており、燃焼させても水を生

成するのみであることから、極めてクリーンな燃

料である。 

 

水素ステーション 
燃料電池自動車等に燃料となる水素を供給する

ための施設。 

 

 

生物多様性 
森や川、海などの多様な環境の中で様々な生き

ものが生息・生育し、それぞれの生きものが自然 

を介して他の生きものとの間に様々な関わりを持

っている状態のこと。生態系の多様性、種の多様

性、遺伝子の多様性という３つの多様性がある。 

 

 

 

 

 

地球温暖化 
大気中の CO2等の温室効果ガスが人間の経済活

動などに伴って増加する一方、森林の破壊などに

よって CO2の吸収量が減少することにより、地球全

体の気温が上昇する現象のこと。 

 

低炭素社会 
地球温暖化の原因となる二酸化炭素（CO2）の排

出を、経済発展を妨げることなく、現状の産業構

造やライフスタイルを変えることで低く抑えた社

会。化石燃料使用量の削減、高効率エネルギーの

開発、エネルギー消費の削減、資源の有効利用な

どによって実現を目指す。 

 

 

 

 

 

燃料電池 
水素と空気中の酸素を化学反応させることで電

気を発生させる装置のこと。この反応により生じ

る物質は水（水蒸気）だけで、二酸化炭素を排出

しないことから、地球温暖化の防止に貢献するこ

とが期待されている。 

 

燃料電池自動車 
搭載した燃料電池により発電した電力を使って

モーターを駆動させる自動車。自動車用燃料電池

では、燃料として圧縮水素が用いられる。エネル

ギー利用効率が高く、二酸化炭素や大気汚染物質

を排出せずクリーン。また、水素充填時間が３分

程度と短く、さらに圧縮水素はエネルギー貯蔵効

率が高いため、電気自動車よりも一回充填当たり

の走行距離が長いといった特徴がある。 
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廃棄物 
占有者が、自ら利用し、又は他人に有償で売却

することができないために不要となったもの（放

射性物質およびこれによって汚染された物を除く）

をいい、産業廃棄物と一般廃棄物に分類される。

工場からの排ガスや自動車の排出ガスなどの気体

状のものは、廃棄物には該当しない。 

なお、ある特定のものが廃棄物に当たるかどう

かは、取引価値の有無、占有者の意思、その性状

などを総合的に勘案して判断される。 

 

放射性物質 
「放射線を出す性質」をもつ物質のこと。福島

第一原発事故では、主に放射性ヨウ素と放射性セ

シウムが原子炉から放出され、そのうち長く残存

する放射性セシウムの影響が問題となっている。

温泉に含まれているラドンやラジウム、動植物に

含まれているカリウムなども放射性物質であり、

もともと自然界に存在している。 

  

 

 

 

 

 

みやぎ e行動（eco do!）宣言 
ｅ行動とは、環境にやさしい行動（環境配慮行動）

をいい，県民・事業者の方に、日々の生活で取り

組んでいただきたい項目を選択・宣言し、実践し

ていただくのが「みやぎ e行動（eco do!）宣言」。 

 

宮城県地球温暖化防止活動推進員 
地球温暖化対策推進法第 23 条に基づき、地球温

暖化防止の取り組みを進める者として、知事が委

嘱している。活動内容は「地球温暖化の現状及び

地球温暖化対策の重要性について、住民の理解を

深めること」や「温室効果ガスの排出の抑制等の

ために国又は地方公共団体が行う施策に必要な協

力をすること」などとされており、各地域で特色

のある活動を行っている。 

 

 

 

 

 

ユネスコスクール 
ユネスコ憲章に示されたユネスコの理念を実現

するため，平和や国際的な連携を実践する学校の

こと。我が国ではユネスコスクールを ESD の推進

拠点として位置付けている。 は 行 

ま 行 

や 行 
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宮城県環境生活部環境政策課

本冊子の作成に当たり，原材料調達及び印刷加工段階等において排出される
CO₂（1 部当たり 839g-CO₂）の全量をカーボン・オフセットしています。

再生紙を使用しています


